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はじめに 

 「２０１０年代のケーブルテレビの在り方に関する研究会」は、通信・放送

の環境が著しく変化する中、２０１０年代を見据えた「ケーブルテレビ」の在

り方、ケーブルテレビの発展に向けた総合的方策等について検討することを目

的として設置された。２００６年１月に、総務省情報通信政策局の研究会とし

て発足し、これまで××回にわたり議論してきたものである。 

 

 発足してから今日までに、総務省においては、「通信・放送の在り方に関す

る懇談会」（２００６年６月最終報告）や「デジタル化の進展と放送政策に関

する調査研究会」（２００６年１０月最終報告）、「ＩＣＴ国際競争力懇談会」

（２００７年１月中間取りまとめ）等が開催されたところであり、ケーブルテ

レビを含む通信・放送分野の政策に関して、大きな方向性が示されてきたとこ

ろである。 

 

 このような中、本研究会においては、ケーブルテレビ事業者はもとより、地

方公共団体、シンクタンクなど、幅広い分野の関係者から意見を聴き、２０１

０年代のケーブルテレビの在り方について、精力的に討議を重ねてきた。本研

究会において結論づけられた、２０１０年代のケーブルテレビの在り方を端的

にまとめれば、以下のようになる。 

 

（Ｐ） 

 

 ケーブルテレビ事業者及び国は、本報告書を踏まえ、それぞれの役割を適切

に果たすことが重要であり、また、本報告書において結論を得られなかった課

題についても、引き続き真摯に検討していくことが望まれる。 

 

 なお、本研究会の報告書における「ケーブルテレビ」の語義について付言す

る。以下、単に「ケーブルテレビ」とする場合には、有線テレビジョン放送法

に基づく有線テレビジョン放送及び電気通信役務利用放送法に基づく有線役務

利用放送（ＩＰマルチキャスト放送を含む。）を指すものとし、個々区分する

必要がある場合は、それぞれ、「有線テレビジョン放送（事業者）」、「有線

役務利用放送（事業者）」、「ＩＰマルチキャスト放送（事業者）」等と個別

に記述している。
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第１章 現状認識1 

１ 通信・放送における環境の変化 

（１）ブロードバンド化の進展 

   ブロードバンド化については、「ＩＴ新改革戦略」（２００６年１月 Ｉ

Ｔ推進本部決定）において、「２０１０年度までに光ファイバ等の整備を

推進し、ブロードバンド・ゼロ地域を解消する」等の目標が掲げられてい

る（図表１．１）。 

 

図表１．１：２０１０年度へ向けたブロードバンドの整備目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ブロードバンド・サービスは、２００６年１２月末現在、９５％（４，

８５９万世帯）の世帯で利用可能となっており、ブロードバンド・サービ

スの契約数については、合計で２，５７６万件契約となっている。契約数

のうち、ケーブルインターネットについては、３５７万件（対前年同期比

１０％増）、ＤＳＬ１，４２４万件（同２％減）、ＦＴＴＨ７９４万件（同

７１％増）、ＦＷＡ１万件（同５０％減）等となっており2、ＦＴＴＨの契

約件数の伸びが顕著な状況である（図表１．２）。一方で、これまで、ブ

ロードバンドの普及を牽引してきたＤＳＬは、２００６年度第一四半期を

境に減少に転じているが、ケーブルインターネットについては、現在でも

着実に増加を続けている。 

                                                  
1 本報告書におけるデータについては、特段の注がない限り、事務局調べ。 
2「ブロードバンドサービス等の契約数（平成１８年１２月末）」（総務省２００７年３月） 
http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/070313_5.html 

整
備
目
標

整
備
目
標

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

世
帯
カ
バ
ー
率

地
域
公
共

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

整
備
率

地
域
公
共

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

整
備
率

全体全体

２００６２００６ ２００７２００７ ２００８２００８ ２００９２００９ ２０１０２０１０

９４％（４，７３３万世帯）

８０％（４，０１５万世帯）

９８％程度 １００％

９０％８６％程度

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

ブ
ロ
ー
ド
バ
ン
ド

未
整
備
地
域

解消！

解消！

ゼロ
市町村

ゼロ
市町村

ゼロ地域
（世帯数）

ゼロ地域
（世帯数） １００万

超高速
（内数）

超高速
（内数）

／1,843市町村

／5,000万世帯

2010年度までに

① ブロードバンド・ゼロ地域を解消する。
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② 超高速ブロードバンドの世帯カバー率を90%以上とする。

2010年度までに

① ブロードバンド・ゼロ地域を解消する。
（その過程において、ブロードバンド・ゼロ市町村を2008年度までに解消する。）

② 超高速ブロードバンドの世帯カバー率を90%以上とする。

注： 2006年において記載されている世帯カバー率、ゼロ市町村数、ゼロ地域世帯数の数値は、平成18年3月31日現在のもの。
2008年において記載されている世帯カバー率、ゼロ市町村数、ゼロ地域世帯数の数値は、いずれも現時点における目安であり目標ではない。
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しかし、整備が進む一方で、ブロードバンド・サービスが全く利用でき

ないブロードバンド・ゼロ地域が２５１万世帯、ブロードバンド・ゼロ地

域が全域に及ぶブロードバンド・ゼロ町村が３０町村存在している（２０

０６年１２月末現在）3。 

なお、伝送速度については、ＦＴＴＨで最大１００Ｍｂｐｓが主流であ

るのに対し、ケーブルインターネットでは、ＨＦＣで最大１２０～１６０

Ｍｂｐｓのサービスが家庭向けに提供され始めている。 

 

図表１．２：ブロードバンド契約数の推移 
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ブロードバンド合計（ＦＷＡを除く）

【１４年度】 【１５年度】 【１６年度】 【１７年度】

（単位：万契約）

【１８年度】

 

 

（２）放送のデジタル化の進展 

  ① 地上テレビジョン放送のデジタル化の進捗状況 

    放送のデジタル化については、１９９６年にＣＳデジタル放送に次い

で、１９９８年にはデジタルケーブルテレビのサービスが開始されてい

る。その後、２０００年には、ＢＳ放送、２００３年には、地上放送も

デジタル化を開始した。特に地上デジタル放送については、２００６年

１２月１日には、全ての都道府県の県庁所在地等で開始された（図表１．

３）。 

    ２００６年１２月時点における地上デジタル放送の受信可能世帯数に

ついて、直接受信可能世帯数が約３，９５０万世帯（カバー率８４％）

                                                  
3 「次世代ブロードバンド戦略２０１０」中「関連公開情報」（総務省ＨＰ）

http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/broadband/info/info_03/index.html 
また、全国のブロードバンド・サービスの提供状況については、参考資料１．１参照。 

【2002 年度】 【2003 年度】 【2004 年度】 【2005 年度】 【2006 年度】 
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であるところ、ケーブルテレビによる視聴可能世帯数は、約１，５４０

万世帯に達しており（図表１．４）4、ケーブルテレビは、放送のデジタ

ル化の進展に多大な貢献を果たしている。また、受信機の出荷台数も、

２００７年１月末時点で、１，８００万台に達するなど（図表１．５）、

総じて放送のデジタル化は２０１１年７月までの地上・ＢＳ放送のデジ

タル放送への全面移行に向けて、着実に進展している状況である。 

 

図表１．３：放送メディアのデジタル化のスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１．４ ケーブルテレビによる地上デジタルテレビジョン放送の 

普及目標（視聴可能世帯数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
4 ケーブルテレビによる視聴可能世帯には、直接受信可能世帯も含まれる。  

▲
デジタル放送開始(平成15年12月)

大正14年 昭和25年 昭和45年 平成２年 平成12年 平成22年
（1925） （1950） （1970） （1990） (2000) (2010)

▲
白黒開始
(昭和28年)

▲
音声多重開始
(昭和57年)

▲
カラー開始
(昭和35年)

▲
放送開始(平成元年)

▲
デジタル放送開始
(平成12年12月)

▲
放送開始
(平成4年) ▲デジタル放送開始(平成8年)

▲
データ多重開始
(平成8年)

▲
文字多重開始
(昭和60年)

アナログ放送

▲
放送開始
(昭和30年)

▲デジタル放送開始(平成10年)

▲
自主放送開始
(昭和38年)

アナログ放送

アナログ放送

アナログ放送(平成23年までにアナログ放送終了)
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・２００６年６月 ： 約１，５４０万世帯

・２００８年北京オリンピック時点 ： 約２，０００万世帯

（地上デジタル推進全国会議「デジタル放送推進のための行動計画(第 7 次）」より)
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図表１．５：地上デジタル放送受信機の出荷台数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 「デジタル放送推進のための行動計画」（第７次）5 

    「デジタル放送推進のための行動計画」については、総務大臣の懇談

会である「ブロードバンド時代における放送の将来像に関する懇談会」

において、２００２年７月に第１次行動計画が策定された後、第４次計

画以降「地上デジタル推進全国会議」が承継し、２００６年１２月には、

第７次計画が策定されたところである。デジタル放送の推進に当たって

は、地上放送事業者のみならず、ケーブルテレビ事業者、受信機メーカ

ー、政府、地方公共団体等各関係者がそれぞれの役割を推進しつつ、相

互に連携・協力して取り組むこととされている。 

    このうち、ケーブルテレビ事業者が取り組むべき事項としては、「業

務区域内における地上デジタルテレビ放送の開始に伴い可能な限り早期

のデジタル再送信を図る」こと、「ロードマップに基づき、新たにケー

ブルテレビ施設における地上デジタルテレビ放送対応の進捗目標を設定

する」こと等が掲げられている。 

    また、ケーブルテレビの普及目標としても、「２００８年の北京オリ

ンピックの時点において、全国のケーブルテレビ加入世帯のうち２，０

００万世帯で視聴可能」、最終目標として、「２０１１年初頭までに、

ケーブルテレビの全加入世帯において視聴可能」とされているところで

ある。 

                                                  
5 地上デジタル推進全国会議ＨＰ（http://www.digital-zenkoku.jp/plan/7th/7th.html） 
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（２００７年１月末、ＪＥＩＴＡ、日本ケーブルラボ調べ。ただし、ＰＣは昨年１２月末の累計出荷台数） 
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（３）通信・放送の融合の加速 

  ① コンテンツ・サービスの融合 

    光ファイバ等のブロードバンド・サービスの急速な普及に伴い、デジ

タル放送向けに制作されたコンテンツについて、その二次利用としてイ

ンターネット配信を行う等の動きが見られる。具体的には、民間放送事

業者においては、自らポータルサイトを立ち上げ、パソコンや携帯電話

向けにコンテンツを有料・無料で提供する事業を開始している6。また、

ＮＨＫは、２００８年度からの有料による番組アーカイブの提供を検討

中である。さらに、ケーブルテレビ事業者においては、放送されるコミ

ュニティチャンネルを同時にインターネットで配信する取組を行ってい

るところもある。 

 

  ② 伝送路の融合 

    通信衛星を利用した役務利用放送、電気通信事業者の加入者系光ファ

イバ網を用いた役務利用放送、ケーブルテレビのネットワークの空き帯

域を活用したケーブルインターネット接続サービスやプライマリーＩＰ

電話サービスの提供等、１つの伝送路を通信サービスにも放送サービス

にも利用する伝送路の共有化が進展している。 

 

  ③ 端末の融合 

    テレビジョン放送を受信、録画ができるパソコンや携帯電話、インタ

ーネットに接続することができるテレビジョン受信機など、１つの端末

で通信と放送の両方のサービスを受けられる端末の普及が進展している。

また、ＶＯＤの機能を併せ持つＳＴＢが出現するなど、ケーブルテレビ

においても、端末の融合の動きが見られる。 

 

  ④ 事業体の融合 

    ケーブルテレビ事業者が電気通信事業に参入し通信サービスを提供す

るケース（図表１．６）、電気通信事業者が電気通信役務利用放送事業

の登録を受け放送サービスを提供するケース7など、電気通信事業と放送

事業を兼営する事業体の融合が進展している。 

    また、電気通信事業者がケーブルテレビのＭＳＯの株式を取得したり、

ケーブルテレビ事業者が電気通信事業者と業務提携を行い、映像配信・

電話・インターネットのいわゆる「トリプルプレー」のサービスを提供

                                                  
6 「参考資料１．２ キー局等の二次利用の状況等」参照 
7 ２００７年１月現在、１７の有線役務利用放送事業者が参入。うち４事業者は、ＩＰマル

チキャスト放送を用いて行うもの。 
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するなど、通信・放送分野の兼営や資本提携を行う動きが活発化してい

る。 

 

図表１．６：インターネット接続サービスを行うケーブルテレビ事業者数 
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（４）国の政策展開 

   このようなブロードバンド化、放送のデジタル化、通信・放送の融合の

状況を踏まえ、国としては、「ＩＴ新改革戦略」等に基づき、政策展開を

行っているところである8。 

 

  ① 「ＩＴ新改革戦略」の推進（２００６年１月 ＩＴ戦略本部決定） 

    「ＩＴ新改革戦略」においては、少子高齢社会を本格的に迎える我が

国が、安心・安全な生活の実現、子育て環境の整備、高齢者等の生きが

いづくり、障害者等の社会参画の促進、産業の高度化、小さな政府の実

現など多様な課題を克服すべく、ＩＣＴを最大限に利用し、利用者・生

活者の視点に立って改革を進めることとしている。 

    具体的には、以下の３つの政策群に分類し、来るべきユビキタスネッ

トワーク社会に向けて重点的に取り組むこととされている。 

   

   ＜第一の政策群＞ 

     ＩＣＴの構造改革力を追求して、日本の社会が抱えるさまざまな課題解決をＩ

ＣＴによって行おうとする政策群 

    ・ ２１世紀に日本が世界に先駆けて直面する課題をＩＣＴにより解決するため

の取組 

    ・ 安全で安心に暮らせる社会を実現するための取組 

    ・ 行政・企業・個人が効率的にかつ意義深く活動するための取組 

 

   ＜第二の政策群＞ 

     ＩＣＴの構造改革力を支えるとともに、来るべきユビキタスネットワーク社会

に向けた基盤の整備を行うための政策群 

    ・ 情報格差のないＩＴ社会の構築とユビキタスネットワークの高度化に向けた

取組 

    ・ 安心してＩＴを使える環境の整備に向けた取組 

    ・ ＩＴ社会を根底から支える人材の育成についての取組 

    ・ ＩＴ社会を支える研究開発を我が国が先導するための取組 

 

   ＜第三の政策群＞ 

     構造改革力の追求とそれを支える基盤の整備という２つの政策群を通じて達成

される成果を、日本から世界へ発信するという国際貢献のための政策群 

    ・ 国際競争社会における日本のプレゼンスの向上のための取組 

    ・ 課題解決モデルの提供によるアジア等への貢献のための取組 

                                                  
8 「参考資料１．３ 「ＩＴ新改革戦略」の概要」参照 
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  ② 「通信・放送分野の改革に関する工程プログラム」の推進（２００６

年９月総務省） 

    総務省においては、「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」（２

００６年６月）に基づき、通信・放送分野の改革を着実に推進する観点

から、２０１０年度までの５年間に取り組むべき具体的施策を策定し、

実行しているところである9。 

 

   ア マスメディア集中排除原則の緩和等 

     「デジタル化の進展と放送政策に関する調査研究会」の最終報告書

（２００６年１０月）においては、地上放送及び衛星放送に係るマス

メディア集中排除原則について、その意義や政策目的に変更がないこ

とを前提としつつ、メディアの増加と多様化や経営環境の変化等を踏

まえ、見直しによるメリットとデメリットを十分に勘案したうえで、

視聴者の利益が増大する方向で見直すことが適当である、と結論され

たところである10。 

     また、「衛星放送の将来像に関する研究会」の最終報告書（２００

６年９月）においては、委託放送事業者等の有料放送サービス等の整

備に不可欠な認証課金業務を通じ、優越的地位にあるプラットフォー

ム事業者について、業務の公正性、中立性、透明性等を確保するため

の規律が必要である、と結論されたところである11。 

     これらを受けて、総務省においては、マスメディア集中排除原則等

の具体的な規律の在り方について検討が行われているところである。 

 

   イ コンテンツの外部調達 

     我が国のコンテンツ産業を強化し、ソフトパワーを顕在化させる観

点から、コンテンツの円滑な取引に関する市場の形成に関する必要性

が指摘されている。コンテンツ取引における透明性や流動性の向上を

図るため、取引に関するルールの整備等が重要な課題になると考えら

れるところ、総務省においては、２００６年１１月から「コンテンツ

取引市場の形成に関する検討会」を開催し、この課題への対応を検討

しているところである。 

 

   ウ 融合関連 

     「通信・放送の在り方に関する政府与党合意」において、「通信と

                                                  
9 「参考資料１．４ 通信・放送の在り方に関する政府与党合意」参照 
10 「参考資料１．５ 「デジタル化の進展と放送政策に関する調査研究会」最終報告の概

要」参照 
11 「参考資料１．６ 「衛星放送の将来像に関する調査研究会」報告書の概要」参照 
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放送に関する総合的な法体系について、基幹放送の概念の維持を前提

に早急に検討に着手し、２０１０年までに結論を得る。」とされたこ

とを踏まえ、総務省では、２００６年８月から「通信・放送の総合的

な法体系に関する検討会」を開催し、通信・放送の融合・連携に対応

した法体系の方向性について検討を行っているところである。今後、

同検討会の報告、情報通信審議会の諮問・答申を経て、２０１０年の

通常国会への法案提出を目指すこととされている。 

 

   エ 通信関連 

     総務省においては、「ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方

に関する懇談会」報告書（２００６年９月）を踏まえ、電気通信市場

における一層の競争促進及び利用者の利益の保護を図るため、２０１

０年代初頭までの公正有効競争条件の整備等に関する工程プログラム

を策定した（「新競争促進プログラム２０１０」（２００６年９月））。

今後は、「新競争促進プログラム２０１０」を着実に実施し、ＩＰ化

の進展に対応した競争ルールの整備を適切に進めていくことが求めら

れている12。 

 

  ③ 「ＩＣＴ国際競争力懇談会」における検討 

    「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」等の推進により、我が国は、世界で最も低廉

かつ高速なブロードバンド環境を達成し、また、携帯電話の高度化・多

様化についても他国と比較して大きく進展している。その一方、グロー

バル市場でのネットワーク関連機器などの我が国のシェアは必ずしも高

いとは言えず、また、情報通信分野での海外での事業展開、標準化・知

的財産権の獲得、人材育成等も今後の大きな課題になっている。このた

め、総務省においては、２００６年１０月から、情報通信分野における

国際競争力強化について、基本的な戦略の方向性を検討することを目的

として、「ＩＣＴ国際競争力懇談会」が開催されている。 

    本懇談会においては、分野ごとに具体的な検討を行うため、次世代Ｉ

ＰネットワークＷＧ、ワイヤレスＷＧ、デジタル放送ＷＧ、及び新ビジ

ネス・基本戦略ＷＧという４つのワーキンググループを設置し議論が行

われており、２００７年１月には、「中間とりまとめ」が公表され、同

年４月を目処に最終取りまとめが行われる予定である。「中間とりまと

め」においては、今後２年間を「ＩＣＴ国際競争力強化年間」と位置づ

け、政策資源の集中と選択、産学官の連携強化などにより、我が国が完

                                                  
12 「参考資料１．７ 「ＩＰ化の進展に対応した競争ルールの在り方に関する懇談会」報

告書 要旨」参照 
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全デジタル元年を迎える２０１１年までに、ＩＣＴ産業の国際競争力強

化を実現すべきである、とされたところである。具体的な取組の方向性

としては、次世代ＩＰネットワークの分野においては、国際的なパイロ

ットプロジェクトの推進、国際標準への取組強化及び永続的な人材育成

策の推進等、また、デジタル放送の分野においては、デジタル放送方式

の国際普及、放送コンテンツに係る産・学・官が一体となって協力する

体制の整備及びデジタル放送方式と放送コンテンツの連携等の方向性が

打ち出されているところである13。 

 

  ④ 著作権法の改正 

    ＩＰマルチキャスト放送（ＩＰマルチキャスト方式を用いて行われる

有線役務利用放送。以下同じ）は、ＩＰ化等の技術革新のメリットを国

民が享受できるものであるとともに、２０１１年の地上デジタル放送へ

の完全移行に係る補完措置としても期待されているところである。しか

しながら、ＩＰマルチキャスト放送による地上放送の再送信については、

著作権法上、「自動公衆送信」とされ、著作権処理が「有線放送」に比

べて煩雑なものとならざるを得なかった。このため、２００６年１２月

に、著作権法の一部が改正され、ＩＰマルチキャスト放送による地上波

放送の放送対象地域内での同時再送信については、著作権法上「有線放

送」と同様の取扱いとされたところである（図表１．７）。 

 

図表１．７：著作権法の一部を改正する法律の概要 

 

                                                  
13 「参考資料１．８ 「ＩＣＴ国際競争力懇談会」中間とりまとめ 説明資料」参照 

ＩＰマルチキャスト放送は、2011年のデジタル放送への全面移行に向け、その補完路として、地上波放送

の再送信が期待されているところであり、放送の同時再送信の円滑な実現のため、「放送の同時再送信」

について、有線放送と同様の取扱い（報酬請求権化）とする。

Ⅰ．放送の同時再送信の円滑化Ⅰ．放送の同時再送信の円滑化

Ⅱ．時代の変化に対応した権利制限等Ⅱ．時代の変化に対応した権利制限等

Ⅲ．著作権等保護の実効性の確保Ⅲ．著作権等保護の実効性の確保

様々な社会のニーズ等を踏まえて、以下の利用行為について、著作権者に無許諾で行えるようにする。

公衆送信の定義の見直し（同一構内の無線ＬＡＮによる送信の除外）

視覚障害者に対する「録音図書のインターネット送信」

「特許審査」等における文献の複製

「薬事行政手続」における文献の複製

機器の「保守・修理」等におけるバックアップのための複製

産業財産権制度との調和を踏まえて、輸出行為の取締りと罰則の強化を図る。

輸出行為の取締り

著作権等の侵害品の「輸出」及び「輸出を目的とする所持」を取締りの対象とする。

著作権侵害等に係る罰則の強化

＜個人罰則＞

・懲役刑：５年以下⇒10年以下

・罰金刑：500万円以下⇒1,000万円以下

＜法人罰則＞

１億5,000万円以下⇒３億円以下
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２ ケーブルテレビの現状 

（１）加入世帯数・普及率及び自主放送を行う許可施設14数・許可施設事業者数 

   ケーブルテレビ事業者（ＩＰマルチキャスト放送事業者を除く。（２）

において同じ）の加入世帯数・普及率は年々増加傾向にあり、２００６年

１２月末において自主放送を行う有線テレビジョン放送施設の許可施設の

加入世帯数は、２，０５０万世帯、世帯普及率は４０％となっている。ま

た、自主放送を行う許可施設数・許可施設事業者数は、それぞれ７０４施

設、５２９事業者となっている（図表１．８）。 

   また、ＩＰマルチキャスト放送事業者については、現在では４事業者が

登録を受けているが、２００６年１２月末現在、加入世帯数は約１５万世

帯となっている（図表１．９）。 

 

図表１．８：ケーブルテレビの加入世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１．９：ＩＰマルチキャスト方式による放送を行う事業者の加入世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
14 ５０１端子以上の有線テレビジョン放送施設を設置するもの。 

※１ 電気通信役務利用放送事業者（有線役務利用放送）のうちＩＰマルチキャスト方式により放送を行って 

   いる４事業者からの報告に基づく各四半期末の合計値。 

※２  加入世帯数は、ＩＰ放送の加入世帯数であり、ＶＯＤサービスのみの加入世帯数は除いたもの。 

※１ 年度末の数値。（）内は加入世帯数の対前年度増加率。 

   （２００６年各四半期末の（）内は対前四半期末の数値。） 

※２  普及率は、各年度末の住民基本台帳世帯数から算出。 
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（２）経営状況 

   ケーブルテレビ事業者の経営状況を１０年前と比較すると、単年度黒字

の事業者は１９９６年度の１３４事業者から２００５年度の２４５事業者

に、また累積黒字の事業者数は１９９６年度の４６事業者から２００５年

度には１５３事業者となるなど経営状況が着実に改善されている（図表１．

１０）。 

図表１．１０：ケーブルテレビ事業者の経営状況の推移 

 区分[事業者数] 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 2003年度 2004年度 2005年度

単赤・累赤 138 155 130 111 113 97 70 57 58 63

割合 50.7% 52.4% 41.9% 35.7% 35.6% 30.9% 22.3% 18.3% 18.7% 20.3%

単赤・累黒 0 2 2 4 3 1 2 5 1 3

割合 0.0% 0.7% 0.6% 1.3% 0.9% 0.3% 0.6% 1.6% 0.3% 1.0%

単黒・累赤 88 86 112 125 120 128 144 143 125 95

割合 32.4% 29.1% 36.1% 40.2% 37.9% 40.8% 45.9% 45.8% 40.3% 30.5%

単黒・累黒 46 53 66 71 81 81 88 98 107 150

割合 16.9% 17.9% 21.3% 22.8% 25.6% 25.8% 28.0% 31.4% 34.5% 48.2%

計 272 296 310 311 317 307 304 303 291 311  

 

   ２００５年度のケーブルテレビ事業者の経営状況については、自主放送

を行う許可施設を設置する営利法人のうち、ケーブルテレビを主たる事業

とする者３１１社の営業収益は約３，８５０億円、営業利益が約３８３億

円（ともにケーブルテレビ事業のみの収支）であり、年々増収傾向となっ

ている（図表１．１１）。 
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図表１．１１：ケーブルテレビ事業の収支状況の推移 
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   さらに、ケーブルテレビの経営状況を開局後の経過年数別にみると、開

局後５年未満の事業者は、４８％が単年度赤字・累積赤字、開局後５年以

上１０年未満の事業者は、７９％が単年度黒字、開局後１０年以上の事業

者は、５５％が単年度黒字・累積黒字となっており、開局後、年数の経過

に伴い確実に経営状況が改善される傾向となっている（図表１．１２）。 

 

図表１．１２：開局後の経過年数と経営状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   しかしながら、今後のケーブルテレビ事業の業況見通しについては、売

上高見通し指数が、２００６年第１四半期３３．３から、２００７年第１

四半期２１．１（１２．２ポイント減）へ、業況見通し指数が、２００６

年第１四半期１５．８から、２００７年第１四半期１０．５（５．３ポイ

ント減）へと、いずれも「強気」から「弱気」へと転じている15（図表１．

１３）。実際にも、岩手県のテレビ都南のように、デジタル化投資等の負

担のため、廃業する事業者も出ている16。 

                                                  
15 「売上高見通し指数」＝「増加すると判断した事業者の割合（％）」－「減少すると判断

した事業者の割合（％）。「業況見通し指数」＝「上昇すると判断した事業者の割合（％）」

－「下降すると判断した事業者の割合（％）」。出典は、いずれも、「平成１９年１月「通

信産業動態調査」の結果（確報）」（総務省２００７年３月） 
http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/statistics/data/SDS20070307.pdf 
16 「デジタル化には約４億円の改修費用を要する上、老朽化している伝送路（ケーブル・

増幅器など）の更新に約１７億円が必要と見込まれます。また、事業運営費についても使

用料収入では賄いきれず、年間７千万円以上の市費を投入して運営している状況です。こ

のような盛岡市の厳しい財政状況では機器改修等への投資や運営費の負担を継続すること

は難しい状況にあります。・・・・アナログ放送が終了する２０１１年７月２４日をもっ

193 311計 16 17 85
54.9% 48.2%

単黒・累黒 3
割　合 18.8% 29.4% 42.4%

5 36

55 95
28.5% 30.5%
106 150

割　合 12.5% 41.2% 36.5%
単黒・累赤 2 7 31

1.6% 1.0%
単赤・累黒 0

割　合 0.0% 0.0% 0.0%
0 0

29 63
15.0% 20.3%

3 3
割　合 68.8% 29.4% 21.2%

単赤・累赤 11 5 18

割　合 18.8% 29.4% 42.4%

83.4%78.8%

56.5%

78.8%
109 153

49.2%
累積黒字 3 5 36

311
単年度黒字 5 12 67 161 245

17 85

割　合 31.3% 70.6%

区　分
経過年数

193

計
3年未満 3年～5年未満 5年～10年未満 10年以上

事業者数 16

注 対象は、自主放送を行う許可施設事業者(５３０社)のうちケーブルテレビ事業を主たる事業とする営利法人３１１社 

    （許可施設には、電気通信役務利用放送法の登録を受けた設備で有線テレビジョン放送法の許可施設と同等の 

放送方式のものを含む。）。 
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図表１．１３：ケーブルテレビ事業の売上高・業況見通し 
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（３）ＭＳＯ、公設公営等経営形態の状況 

   ケーブルテレビの経営形態については、自主放送を行う許可施設を設置

する事業者のうち、２００６年６月末現在、営利法人と第三セクター等株

式会社の形態が６１％、地方公共団体の形態が２７％となっている。一方

で、加入者数については、営利法人と第三セクター等株式会社のもので９

１％、地方公共団体のもので３％となっているなど、地方公共団体につい

ては、１事業者当たりの加入者数が営利法人等と比べて割合が低いものと

なっている（図表１．１４）。 

 

 

                                                                                                                                                  
てテレビ都南を廃止することとしたものです」テレビ都南ＨＰ（抄）

http://www.city.morioka.iwate.jp/02kikaku/koho/tvt/haisi.html 

図１ 売上高見通し指数の推移

売上高見通し指数(DI)=「増加すると判断
した事業者の割合(％)｣－｢減少すると判
断した事業者の割合(％)｣

図２ 業況見通し指数の推移

業況見通し指数(DI)＝｢上昇すると判断し
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図表１．１４：ケーブルテレビの運営主体別事業者数等（2006 年 6 月末現在） 

運営主体 事業者数 施設数 契約者数 

89 110 5,319,705
営利法人 

326 (16.7%) 388 (15.6%) (27.2%)

(61.3%) 237 (55.2%) 278 12,552,860
株式会社等 

三セク 
  (44.5%)   (39.5%) (64.2%)

  141   175 498,178
地方公共団体 

  (26.5%)   (24.9%) (2.5%)

  37   37 121,872任意団体（共聴組合、協同組合

等）   (7.0%)   (5.3%) (0.6%)

  8   19 344,779
公益法人 

  (1.5%)   (2.7%) (1.8%)

  20   84 708,318
その他（管理組合等） 

  (3.8%)   (11.9%) (3.6%)

  532   703 19,545,712
合計 

  (100.0%)   (100.0%) (100.0%)

 

 

  ① ＭＳＯ 

    有線テレビジョン放送については、設備投資等の経済的制約及び道路

占有・電柱共架等の物理的制約から事実上の地域独占性を有すること及

び地域社会特有の要望を充足することが期待されることから、施設の設

置の許可を受ける者は、当該施設区域に活動の基盤を有するものである

ことが望ましいとして、地元事業者用件、サービス区域制限等の指導が

行われてきた。しかしながら、ケーブルテレビ事業者の経営の効率化を

図ることで、より充実したサービスが提供されることを期待する観点か

ら、規制緩和策の一環として、事業者が広域に事業展開を行うことを全

面的に可能とするため、１９９３年に、地元事業者要件が廃止され、ま

た、複数の市町村の区域を施設区域とすることが全面的に可能になった。 

    これらの規制緩和及び１９９３年から１９９９年までの外資規制の緩

和・撤廃を受けて、複数の地域の有線テレビジョン放送施設を所有・運

営する統括運営会社であるＭＳＯ（Multiple System Operator）の設立

が可能となり、その属するケーブルテレビ事業者に関する経営管理機能

を有するほか、設備や番組の一括調達を行うなど経営の効率化等を行っ

ている。 

    １９９５年１月には、ＭＳＯとして、伊藤忠商事(株)、(株)東芝、タ
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イムワーナー及びＵＳウエストが(株)タイタス・コミュニケーションズ

を設立し、また、住友商事(株)と米ＴＣＩが(株)ジュピターテレコムを

それぞれ設立した。その後、２０００年９月にこの２社が経営統合を行

い、㈱ジュピターテレコムとして、現在では、関東、北海道、関西、九

州の各地域に１９のケーブルテレビ事業者を有する日本最大のＭＳＯと

なっている。その他主なＭＳＯとしては、ジャパンケーブルネット(株)、

ケーブルウエスト(株)17及び(株)メディアッティ・コミュニケーションズ

があるが、いずれも都市部を中心として広域的に事業を展開しており、

現在では、ＭＳＯに属するケーブルテレビ事業者は、４４社に達してい

る（図表１．１５）。 

    ＭＳＯに属するケーブルテレビ事業者のマーケットシェア（ＩＰマル

チキャストを除く。）については、２００６年１２月末現在、総加入世

帯数上位１０社のうち６社がＭＳＯに属しており、上位５０社では２５

社がＭＳＯに属している。また、加入世帯数全体に占めるＭＳＯに属す

る社の占める割合は、２００６年６月末現在、４５％となっている（図

表１．１６）。 

    なお、米国においては、ＭＳＯ上位５社の加入世帯数全体に占める割

合は、７６％となっている18（図表１．１７）。 

 

図表１．１５：国内のＭＳＯに属する事業者数の推移 
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17 ケーブルウエスト㈱については、他のＭＳＯである㈱ジュピターテレコムが５０％以上

の株式を保有する主要株主となっている。 
18 第３回研究会野村総合研究所発表資料に基づく。 
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事業者数

米国のケーブルテレビシステム数は2005年末時点で8,409となっている。システム数は年々減少している。

▪ FCCへの申請はシステム単位であり、事業者の数は不明である。

市場規模は2005年時点で約631億ドルとなっている。

変遷

多くのケーブルテレビ事業者はMSOの一部となっている。2005年末で、トップ5のMSOの加入世帯数合計が、ケーブ
ルテレビ加入世帯の約76%、トップ10では約89%を占めている。

これらMSOは隣接するシステムを統合させ大規模なシステムを構築することで効率化を図っている。そのような背景

から、米国のケーブルテレビシステム数は減少傾向にある。

100%65,400総ケーブルテレビ
加入世帯

94.2%61,605トップ25
93.2%60,979トップ20
91.6%59,931トップ15
89.1%58,239トップ10
75.9%49,647トップ5

比率
世帯数

（千世帯）
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5,906Charter Communications 
6,303Cox Communications

10,923Time Warner Cable 
21,409Comcast Cable Communications 

加入世帯数
（千世帯）

事業者

米国のケーブルテレビ事業者（MSO）
のトップ10（2005年9月）

米国のケーブルテレビ事業者（MSO）が
カバーする加入世帯数とその比率
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図表１．１６：国内のＭＳＯのマーケットシェア 

※１ 総加入世帯数の市場占有率は、ＭＳＯ各社発表の総加入世帯数(平成2006年7月末、ジュピターテレコ

ムは2006年6月末)を、自主放送を行う許可施設ケーブルテレビの加入者数世帯数1,955万世帯(2006

年6月末)で除したもの 

※２ 営業収益の市場占有率は、ＭＳＯ各社の営業収益を自主放送を行う許可施設・営利法人のうち、ケー

ブルテレビ事業を主たる事業とする者（311社）の営業収益の総額5,812億円（2006年3月末）で除し

たもの 

（第３回会合 野村総研発表資料より抜粋）

図表１．１７：米国の事業者数の動向 
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  ② 公設公営型 

    公設公営型のケーブルテレビ事業者については、過疎地等収益が見込

めず、民間企業の参入が期待できない地域において、情報格差等を是正

する観点から、地方公共団体が自らサービスを提供している場合が多い。

これらの公設公営型のケーブルテレビ事業者においては、地域が抱える

課題についてケーブルテレビを活用して解決しようとする積極的な取組

も見られるものもある。 

    しかしながら、経営状況については、公設公営型のケーブルテレビ事

業者を主な会員とする全国有線テレビ協議会会員９２会員のうち、１，

００１～３，０００世帯が４８％を占めており19、小規模なものが多い（図

表１．１８）。また、ランニングコストに係る財政面の課題を抱えるだ

けでなく、設備投資についても補助金等を活用して整備する場合が多く、

かつ、再投資を十分に念頭に置かない運営構造となっているため、新た

な設備投資に関する資金調達に関する課題も有している。このため、特

に、今後の地上デジタル放送への対応等に係る設備投資への対応が大き

な課題になっている。 

 

図表１．１８：全国有線テレビ協議会 会員の概況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 事業者間連携 

    複数のケーブルテレビ事業者が光ファイバ網等のネットワークにより

相互接続し、デジタルヘッドエンドの共同利用やローカルコンテンツの

相互活用等を進める動きが活発化している。形態としては、隣接するケ

ーブルテレビ事業者同士でネットワークを整備し連携を図っているもの

（富山県、三重県等）や、県の整備する広域ネットワークを利用して連

携を図っているもの（佐賀県、大分県等）、電鉄会社、電力会社及びケ

ーブルテレビ事業者が中心となり、デジタルヘッドエンドの共用、番組

                                                  
19 第２回研究会山口構成員発表資料（福島県西会津町長、全国有線テレビ協議会長）に基

づく。 
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（第２回会合山口構成員発表資料より抜粋）
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の共同購入等を実施しているもの（日本デジタル配信(株)、(株)東海デ

ジタルネットワークセンター等）等がある（図表１．１９）。 

 

図表１．１９：事業者間連携の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）光化・広帯域化の状況 

   ケーブルテレビ事業者の幹線の光化については、２００５年度末時点で、

自主放送を行う許可施設（６９６施設）のうち、５１４施設（７４％）が

幹線に光ファイバを導入している。また、幹線の総延長に占める光ファイ

バの割合は３２％となっており、ＨＦＣ・ＦＴＴｘの導入が着実に進展し

ている。 

   また、自主放送を行う許可施設（６９６施設）のうち、４７２施設（６

 
地域において隣接する事業者が、ネットワークを整備し連携 

 

（例）富山県：富山県ケーブルテレビ協議会参加１７事業者が、「いきいきネット富

山」のネットワークを整備し、デジタルヘッドエンドを共用、番組交

換、ＩＰ電話事業、県議会生中継を実施 

 

   三重県：県内９事業者がケーブルテレビ網を相互接続することにより、高速大

容量のネットワークを整備し、デジタルヘッドエンドの共用・インタ

ーネットサービス 

県の整備する広域ネットワークを利用した連携 

 

（例）佐賀県：ＮｅｔＣｏｍさが推進協議会参加１０事業者が、県の整備した光ファ

イバ網を利用し、インターネットサービス、ローカルコンテンツの提

供、デジタルヘッドエンドの共用を実施 

 

   大分県：「豊の国ハイパーネットワーク」を活用し、デジタルヘッドエンドの

共同利用、ローカルコンテンツの提供、ＩＰ電話事業を計画 

デジタルヘッドエンドの共用・共同事業の展開 

 

（例）日本デジタル配信㈱（ＪＤＳ） 

    電鉄会社等が中心となり、デジタルヘッドエンドの共用・デジタルコンテ

ンツの大規模な配信等を実施、関東圏２０社 

   (株)東海デジタルネットワークセンター（ＴＤＮＣ） 

    ケーブルテレビ事業者が中心となり、デジタルヘッドエンド共用、IP電話

事業等の共同事業を実施、東海圏１８社 

   (株)東京デジタルネットワーク（ＴＤＮ） 

    東京・千葉・埼玉の１２事業者が、デジタルヘッドエンドの共用、ローカ

ルコンテンツの相互活用、放送機器・番組の共同購入等を実施 
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８％）が、７７０ＭHz 以上の帯域を確保しており、広帯域化が着実になさ

れている一方で、５００ＭHz 未満の施設も２１３施設（３１％）残ってい

る状況である（図表１．２０）。 

   なお、ケーブルテレビ事業者の地上デジタル放送対応については、総務

省及び(社)日本ケーブルテレビ連盟が２００６年７月に公表した「ケーブ

ルテレビの地上デジタル放送対応ロードマップ」において、２００６年末

ではデジタル化対応率が９４％となっており、２０１０年末では９９％と

なっているところである。 

 

図表１．２０：ケーブルテレビ事業者の光化・広帯域化の現状 
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（５）無線利用の状況 

   ＩＴ新改革戦略（２００６年１月ＩＴ戦略本部決定）においては、「い

つでも、どこでも、何でも、誰でも」使えるユビキタスネットワーク社会

の実現を目標の一つとして掲げており、具体的な政策として有線と無線を

組み合わせた新たなＩＣＴシステムの利活用による様々な社会的課題の解

決を挙げている。 

   ケーブルテレビ事業者においても無線を有効に利活用することによりサ

ービスの高度化及びコスト低減を図ることが可能であり、ユビキタスネッ

トワーク社会実現の一翼を担うべく、各種の取組みが行われている（図表

１．２１）。 

 

図表１．２１：ケーブルテレビにおける無線利用の実験の取組状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ① ケーブルテレビのネットワークの補完的システムとしての無線利用 

 条件不利地域において伝送路を構築する場合、ケーブルを敷設するよ

り無線システムを利用した方が低コストとなる場合も多いことから、有

線テレビジョン放送事業に対しても２３ＧHz 帯の周波数が割り当てられ、

有線テレビジョン放送事業用無線伝送システムが制度化されている。具

体的には、山上の受信点からヘッドエンドまでの伝送、ケーブルの敷設

が困難な河川横断、近接離島向けといった用途で２００７年３月末現在

約３０局の当該無線伝送システムが利用されている。 

  当該システムは制度上はＰ－Ｐ（Point to Point：対向型）伝送かＰ

－ＭＰ（Point to Multi-point：多方向型）伝送かという用途の限定は

飛騨市
《ﾋﾞｰﾑ計画設計㈱、ﾌｼﾞｸﾗ》

『ギャップフィラー、WiMAX（固定利用）』

平成１８年２月～平成１９年３月

：FWA関係の実験
：WiMAX関係の実験

：ギャップフィラー関係の実験
：電子タグ（ＲＦＩＤ）関係の実験

敦賀市
《嶺南ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ、ﾌｼﾞｸﾗ》

『WiMAX』
平成１８年１１月～平成１９年１０月

敦賀市
《嶺南ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ、ﾌｼﾞｸﾗ》

『WiMAX』
平成１８年１１月～平成１９年１０月

地域名
《実施主体》

『無線システム』
実験期間

地域名
《実施主体》

『無線システム』
実験期間

熊本市、大分市
《九州総通局》

『FWA（40GHz）』
平成１８年度中

熊本市、大分市
《九州総通局》

『FWA（40GHz）』
平成１８年度中

三重県菰野町（湯の山温泉）
《日本ケーブルラボ》
『ギャップフィラー』

平成１９年３月～１２月

三重県菰野町（湯の山温泉）
《日本ケーブルラボ》
『ギャップフィラー』

平成１９年３月～１２月

大分県佐伯市
《日本ケーブルラボ》
『ギャップフィラー』

平成１９年３月～１２月

大分県佐伯市
《日本ケーブルラボ》
『ギャップフィラー』

平成１９年３月～１２月

下呂市
《京セラ、古河電気、NTTｲﾝﾌﾗﾈｯﾄ》

『FWA（18/19GHz）』
平成１８年度中

下呂市
《京セラ、古河電気、NTTｲﾝﾌﾗﾈｯﾄ》
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平成１８年度中

諏訪地域
《エルシーブイ》

『WiMAX（固定利用）』
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諏訪地域
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横浜市
《ｲｯﾂ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ》

『電子タグ（2.4GHz帯）』
平成17年12月～平成18年3月

横浜市
《ｲｯﾂ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ》
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平成17年12月～平成18年3月

埼玉県蕨市
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平成１８年１０月～
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《蕨ケーブルビジョン》

『電子タグ（300MHz帯）』
平成１８年１０月～
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なく、また、双方向通信も可能となっているが、現在実用化されている

ものは全て片方向通信のＰ－Ｐ伝送となっている。 

その理由の一つとしては、当該システムに割り当てられた周波数が２

３．２～２３．６ＧHz までの一つのブロックとなっており、双方向化す

るためにブロック内で隣接した周波数を上りと下りに用いなければなら

ず、技術的制約が大きいことが挙げられる（図表１．２２）。 

 

図表１．２２：有線テレビジョン放送事業用無線伝送システムの課題と取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  これに対して、Ｐ－ＭＰ伝送を用いて集合住宅向けのアクセス回線と

して無線を利用したり、多チャンネルサービスに加えてインターネット

サービス等の双方向サービスも無線で提供することができれば、ケーブ

ルテレビのネットワーク構築においてより無線の利用が促進されると考

えられるため、新たな周波数帯を利用した無線システムの実証実験も行

われているところである。 

  一つは、総務省が２０００～２００３年度に実施した技術試験事務「ケ
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た、周波数分割による双方向化も容易であるほか、２３GHz と比較して、

波長が短いことから、比較的小型のアンテナの利用が可能となるメリッ

トもある。 

  一方、降雨減衰が非常に大きく、離島向けなどの比較的長距離伝送に

は適さないというデメリットも有することから、当該無線システムにつ

いては、引き続き慎重な検討が行われているところである。 

  また、地方公共団体用及び電気通信業務用として利用が進んでいる１

８GHz 帯無線システムを用いた地上デジタル放送番組の伝送実験が２０

０６年度にＮＴＴインフラネット、京セラ、古河電工により、岐阜県下

呂市で行われている（図表１．２３）。 

 

図表１．２３：岐阜県下呂市における実証実験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、米国や韓国では、ケーブルテレビのヘッドエンドから光ファイ

バ等を通じて基地局まで送られてきた多チャンネルの放送を視聴者・利

用者宅まで伝送するＬＭＤＳ（Local Multipoint Distribution Service 

又は Local Multichannel Distribution Service）と呼ばれる双方向・

Ｐ－ＭＰ型の無線システムが導入されている。 

 

 

 

● 岐阜県防災交流センターにて受信した地上デジタル放送を岐阜情報スーパーハイ
ウェイを活用し下呂総合庁舎まで長距離伝送。
● 下呂総合庁舎と古関共同受信設備の間で、準ミリ波帯無線システムを利用し地上
デジタル放送のパススルー伝送と双方向のIP通信をモニタ地点へ提供。
● 実証実験では、実運用を考慮した基礎データの取得並びにCATVの各種技術基準

を踏まえた性能分配評価を実施。

概要

実験の構成
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デジタル放送のパススルー伝送と双方向のIP通信をモニタ地点へ提供。
● 実証実験では、実運用を考慮した基礎データの取得並びにCATVの各種技術基準

を踏まえた性能分配評価を実施。

概要

実験の構成
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② 地上デジタル放送の再送信における無線利用 

    地上デジタル放送は、２００６年１２月に全国の都道府県庁所在地に

放送区域が拡大し、今後は中・小規模な中継局の整備も本格的に推進し

ていく必要があるが、その迅速な整備のためにはこれまでの親局整備で

得られてきた技術的蓄積や中継局の諸条件を考慮し、経済的にも優れた

中継局のための技術的条件の確立が不可欠である。 

    このため、技術基準を一部緩和した中継局の検討が進められ、２００

７年１月２４日、情報通信審議会から新たな中継局に関する技術的条件

「放送システムに関する技術的条件」のうち「地上デジタル放送の中継

局に関する技術的条件」（２００６年９月２８日付け諮問第２０２３号）

について一部答申が行われた。現在、総務省において２００７年４月頃

を目途に電波法令等の技術基準の改正に向けた作業を行っている。 

    当該中継局は、「デジタル無線共聴システム」又は「ギャップフィラ

ー中継局」と呼ばれており、主として条件不利地域における地上デジタ

ル放送の受信に大きな役割を果たすことが期待されている。 

    当該無線システムは主として山間地域等の条件不利地域での利用が想

定されており、受信点の確保が困難な場合が多いと考えられている。こ

のため良好な受信点と当該システムの間を地域公共ネットワークやケー

ブルテレビ事業者の伝送路を用いて接続し、放送波を送信するという形

態が想定される。これは、施設の有効活用を図りながら地域に貢献でき

るものとしてケーブルテレビ事業者の関心が高く、日本ケーブルラボが

実験局の無線局免許を取得し、２００７年３月から三重県菰野町湯ノ山

地区及び大分県佐伯市蒲江地区において実証実験に取り組んでいるとこ

ろである。（図表１．２４、図表１．２５） 

 

図表１．２４：デジタル無線共聴システムの概要 
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図表１．２５：日本ケーブルラボによる三重湯ノ山における 

ギャップフィラーの実験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ③ 電気通信事業者としての無線利用 

ア クワドロプルプレイの開始 

 ケーブルテレビ事業者においては、有線に加えて無線によるサービス

を提供するいわゆるＦＭＣ（Fixed Mobile Convergence）の取組みが始

まりつつあり、具体的には、テレビ、インターネット、電話のトリプル

プレイに加え、携帯電話等のモバイルサービスも加えた「クワドロプル

プレイ」又は「グランドスラム」と呼ばれるフルサービスを提供する動

きが出てきている。 

（株）ジュピターテレコムは、（株）ウィルコムと提携し、２００６

年３月から自社ブランドでＰＨＳサービスの提供を開始しており、２０

０６年１２月末時点で２１，３００加入者を獲得している。 

 また、ケーブルテレビ事業等を提供しているＴＯＫＡＩグループは、

２００６年８月にソフトバンクグループと移動体通信事業等の提携につ

いて検討していくことで合意し、ＭＶＮＯ（仮想移動体通信事業者）方

式による携帯電話事業への参入を検討している。 

さらに総務省では、こうしたケーブルテレビ事業者の取組を側面から

支援するため、２００５年度より「ユビキタス時代のケーブルテレビの

高度化に関する研究開発」を実施している。本施策は、ケーブルテレビ

網を用いたユビキタスネット環境の実現が可能となるよう、ケーブルテ

レビ網と無線システムとの連携を図るための技術等の研究開発を行うも

実験の場所： 三重県湯の山温泉エリア（約1.5km）

CTYｹｰﾌﾞﾙテレビ伝送路

地デジ
送信用アンテナ

CTY
菰野
ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ

地デジ
受信用アンテナ

約 ９．３km

地デジ受信用アンテナ

湯の山温泉地区

山間受信条件不利地域

伝送チャンネル及び周波数
①三重テレビ ２７ｃｈ (554-560MHz）
②ＮＨＫ総合（津） ２８ｃｈ (560-566MHz）

送信点送信点

実験場所の地図

日本ケーブルラボ ワイヤレスケーブル作業班参加メンバー

（シーティーワイ，NHKアイテック，ＮＨＫエンジニアリング，シンク
レイヤ，DXアンテナ，富士通ネットワークソリューションズ，日本ア

ンテナ，古河電工，ホーチキ，マスプロ電工，ミハル通信，日本放
送協会）

（１）条件不利地域での受信条件確認・電波伝搬特性の検証

（２）ケーブルテレビ網を利用した簡易中継局装置による地上デジタル放送再送信の実験

（３）カバーエリア外の影響確認

（４）降雨など自然現象による電波伝搬性能の影響確認

実験内容
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のであり、具体的にはケーブルテレビ網にＰＨＳの基地局を接続し、Ｐ

ＨＳサービスを提供するための新たなモバイル信号制御技術や基地局間

の送信タイミング同期技術等の研究開発を情報通信研究機構を通じて

（株）ジュピターテレコム、（株）ウィルコム及び東京農工大学に委託

している。（図表１．２６） 

ＰＨＳのネットワークは、ＩＳＤＮ回線により構成されていたが、本

研究開発の成果により、ＩＳＤＮ回線をケーブルテレビ網に代替するこ

とが可能となる。本研究開発は、２００６年度に実証実験が行われ、２

００７年３月に実験成果が確認された。 

 

 図表１．２６：ユビキタス時代のケーブルテレビの高度化に関する 

研究開発 

      ―ケーブルテレビネットワークを活用したＰＨＳサービスの拡大－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ＷｉＭＡＸに関する実証実験 

我が国においてはケーブルインターネットやＦＴＴＨ等のブロード

バンドサービスが大きく普及し、また、第三世代携帯電話等によるデ

ータ通信サービスも拡大しており、より高速な無線ブロードバンドサ

ービスに対するニーズが高まっている。 

  広帯域移動無線アクセスシステム（ＢＷＡ：Broadband Wireless 

Access）はこうしたニーズに応えるものであり、第３世代携帯電話（３

Ｇ/３．５Ｇ）の伝送速度（最大１４Mbps）を上回る２０～３０Mbps 程

度以上な伝送速度を有するワイヤレスブロードバンドシステムとして、

国内外において標準化に向けた作業が行われており、我が国において
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も２００７年度当初に制度化が予定されている。 

 

 ケーブルテレビ事業者においても、このようなＢＷＡシステムにより

条件不利地域等へのサービス提供やケーブルテレビネットワークをユビ

キタスネットワークに発展させることが可能になるとして、その利用に

対する期待が高まっており、各地のケーブルテレビ事業者が実証実験に

取り組んでいる。具体的には、嶺南ケーブルネットワーク(株)、エルシ

ーブイ(株)及び(株)シーティーワイにおいて、それぞれ２．５ＧHz 帯を

使用したＢＷＡシステムの一つであるＷｉＭＡＸ（Worldwide 

Interoperability for Microwave Access）の実験局の免許を取得し、現

在実証実験を行っているところである。ＷｉＭＡＸを利用したアプリケ

ーションとしては、移動体車両への情報支援、災害対策、地域の安全監

視システム等が提案されている。（図表１．２７） 

 

図表１．２７：ＷｉＭＡＸによる地域（公共）サービス・アプリケーションの 

イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ④ 自営用無線局又は特定小電力無線局等免許不要の無線局の利用 

現在、流通、医療、食等の幅広い分野で電子タグ（ＲＦＩＤ）を用いた

各種のシステムの利用が進み、ユビキタスネットワーク社会の構築に向け

て大きな役割を果たしている。 

電子タグには２．４ＧHz 帯等の周波数が割り当てられ、特定小電力無線

局等の免許不要の無線局となっている。 

ケーブルテレビ事業者においても、ネットワーク上にあるノード等に無
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線タグ用の親機を設置し、通学途中の児童の持つ子機との間で通信を行い、

児童が通学途上のどこにいるかを把握する「学童見守りシステム」に関す

る実証実験の取組が各地で行われている。（図表１．２８） 

具体的には、イッツ・コミュニケーションズ（株）20、蕨ケーブルビジョ

ン(株)及び東京ベイネットワーク(株)における取組が見られるところであ

る。 

図表１．２８：電子タグによる学童見守りシステムのイメージ 

   

                                                  
20 ２００６年３月に実証実験終了。 

既存のケーブルテレビネットワークを利用して、電子タグ（ＲＦＩＤ）を用いて、犯罪等の
抑止を目的として地域に密着した学童見守りシステム等のサービスに向けた実証実験
等が行われている。

なお、当該システムについては、既存のインフラを利用するため、安価に実現可能であ
る。

シンクレイヤ株式会社ＨＰより抜粋

概要

システムイメージ
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３ ケーブルテレビのサービス等の変化の潮流 

（１）通信・放送のサービス提供 

  ① 放送サービス 

    有線テレビジョン放送は、１９５５年６月に、テレビ放送の弱電界地

域となっていた群馬県伊香保温泉街で、ＮＨＫがテレジョン放送の共同

受信施設の実験を行い、良好な結果を得て実用に供したことに始まり、

その後、山間辺地における共同受信施設が相次いで設置されるようにな

った。１９６３年には、全国で初めて、岐阜県郡上八幡テレビ共同聴視

施設組合が自主放送を行った。 

    当初、有線テレビジョン放送は、山間辺地において受信者の相互扶助

的な運営によって自発的に行われてきていたが、その後、都市部におけ

るビル影等の難視聴地域における受信障害の解消手段となり、営利を目

的として事業を行う者も出現した。難視聴対策等有線テレビジョン放送

の公益性に鑑み、その規律を図るため、有線テレビジョン放送法が１９

７２年に制定された。 

    １９８０年代になると、大都市を基盤として、多チャンネル、多目的

なサービスを提供するいわゆる都市型ケーブルテレビの建設計画が複数

策定された。これは、ケーブルテレビの持つ特性を活かし、双方向サー

ビスを含む多様なサービスを提供することを意図したものである。１９

８７年には、初の難視聴対策ではない都市型の有線テレビジョン放送が

開局するなど、その後も、大規模化、多チャンネル化が進展してきた。 

    １９９０年代に入ると、有線テレビジョン放送事業者において多チャ

ンネル化やインターネット接続サービス等の提供に対応するためＨＦＣ

のネットワーク形態が一般的になってくるとともに、電気通信事業者の

光ファイバ網の敷設も進み、電気通信事業者の光ファイバ網を電気通信

役務として利用して有線テレビジョン放送を行いたいというニーズが顕

在化してきた。衛星放送においても、ＣＳ放送の普及に伴って柔軟に衛

星のトランスポンダを調達して放送を行いたいというニーズが高まって

きたことから、これらを可能とするため、２００１年に電気通信役務利

用放送法が成立した。有線電気通信役務利用放送事業者としては、２０

０２年７月にビー・ビー・ケーブル(株)が第一号として登録を受け、電

気通信事業者の役務を利用した放送サービスが開始されている。 
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図表１．２９：ケーブルテレビの変遷 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② ＢｔｏＢとしての専用サービス 

    １９８５年に電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）が施行され、

ケーブルテレビ事業者であるエルシーブイ(株)が水道メータの自動検針

を行うために第一種電気通信事業者として許可を得た以降、ＢｔｏＢ向

けのポイント・ツー・ポイントのデータ専用サービスを提供する事業者

が１９９０年代に増加した。その後、通信サービスについては、一般家

庭向けのインターネット接続が利用者の支持を集め、多くのケーブルテ

レビ事業者が電気通信事業を兼営するきっかけとなった。 

 

  ③ インターネット接続サービス 

    １９９６年の武蔵野三鷹ケーブルテレビ（株）による初のケーブルイ

ンターネット接続サービスの提供以来、ケーブルインターネットは、常

時接続・高速インターネット接続の草分けとして急速な成長を遂げた。

現在でも、ケーブルインターネット契約は増加を続け、ケーブルテレビ

事業者の経営環境の向上にも寄与した。現在、ケーブルインターネット

を実施する事業者数は、２００６年１２月末において３８２事業者、利

用者数は３５６万加入を超えている（図表１．３０）。 

    一方で、ケーブルインターネットの加入率は、サービス開始が早い事

業者ほど高くなっているところ、集合住宅比率の高い都市部においては、

１９５３（昭和２８年）

１９５５（昭和３０年）

１９６３（昭和３８年）

１９７２（昭和４７年）

１９８４（昭和５９年）

１９８６（昭和６１年）

１９８７（昭和６２年）

１９８９（平成 元 年）

１９９０（平成 ２ 年）

１９９２（平成 ４ 年）

１９９６（平成 ８ 年）

１９９７（平成 ９ 年）

２００１（平成１３年）

２００２（平成１４年）

２００３（平成１５年）

２００４（平成１６年）

２００５（平成１７年）

２００６（平成１８年）

－◆テレビ放送開始

－◆群馬県伊香保で初のケーブルテレビ誕生

－◆岐阜県郡上八幡テレビ共同視聴施設でわが国初の自主放送開始

－◆有線テレビジョン放送法制定

－◆衛星放送（ＢＳ）開始

－◆エルシーブイ（株）第一種電気通信事業認可

－◆初の都市型ケーブルテレビ開局（多摩ケーブルネットワーク（株））

－◆JC-SAT打ち上げ

－◆スペース・ケーブルネット開始

－◆民間衛星放送（JSB）開始

－◆CS委託放送事業開始

－◆CSデジタル放送開始
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－◆初のケーブル電話サービス開始

（（株）タイタスコミュニケーションズ(柏市)、杉並ケーブルテレビ（株）（杉並区））

－◆電気通信役務利用放送法制定

－◆ＢＢケーブルＴＶ試験サービス開始（ＢＢテクノロジー（株））

－◆地上デジタル放送開始

－◆デジタルテレビ、電話、インターネットの「トリプルプレー」サービス開始（J:COM）

－◆（株）トーカイ・ブロードバンドコミュニケーションズ（当時）ＶＯＤサービス開始

－◆群馬県伊香保にて発祥５０周年記念式典

－◆J:COM MOBILEサービス，ＤＶＲサービス開始（J:COM）
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２００３（平成１５年）

２００４（平成１６年）

２００５（平成１７年）

２００６（平成１８年）

－◆テレビ放送開始

－◆群馬県伊香保で初のケーブルテレビ誕生

－◆岐阜県郡上八幡テレビ共同視聴施設でわが国初の自主放送開始

－◆有線テレビジョン放送法制定

－◆衛星放送（ＢＳ）開始

－◆エルシーブイ（株）第一種電気通信事業認可

－◆初の都市型ケーブルテレビ開局（多摩ケーブルネットワーク（株））

－◆JC-SAT打ち上げ

－◆スペース・ケーブルネット開始

－◆民間衛星放送（JSB）開始

－◆CS委託放送事業開始

－◆CSデジタル放送開始

－◆初のケーブルインターネット開始（武蔵野三鷹ケーブルテレビ㈱）

－◆初のケーブル電話サービス開始

（（株）タイタスコミュニケーションズ(柏市)、杉並ケーブルテレビ（株）（杉並区））

－◆電気通信役務利用放送法制定

－◆ＢＢケーブルＴＶ試験サービス開始（ＢＢテクノロジー（株））

－◆地上デジタル放送開始

－◆デジタルテレビ、電話、インターネットの「トリプルプレー」サービス開始（J:COM）

－◆（株）トーカイ・ブロードバンドコミュニケーションズ（当時）ＶＯＤサービス開始

－◆群馬県伊香保にて発祥５０周年記念式典

－◆J:COM MOBILEサービス，ＤＶＲサービス開始（J:COM）

フルサービス

多チャンネル

大規模化

自主放送

誕 生

無線の利用

デジタル化
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解約率が１４％（２００３年度）から１５％（２００４年度）へと高水

準かつ上昇傾向にある。これは、ＦＴＴＨ等の事業者との競争が激しく

なっていることの表れと考えられる（図表１．３１）。 

 

図表１．３０：ケーブルインターネット接続サービスの普及状況 
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図表１．３１：ケーブルインターネットの解約率・グロス加入率分析 
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  ④ プライマリー電話サービス 

    ケーブルテレビ事業者によるプライマリー電話サービスについては、

１９９７年に(株)ジュピターテレコム（Ｊ:ＣＯＭ）が杉並区で、(株)タ

イタス・コミュニケーションズ（タイタス（当時））が柏市で、それぞ

れ回線交換機を利用したプライマリー電話サービスを開始した。現在で

は、「０５０」の電話番号を取得してＩＰ電話サービスを提供するケー

ブルテレビ事業者がいるところ、自ら電話番号を取得するか、又は電気

通信事業者と連携して「０ＡＢ～Ｊ」のプライマリーＩＰ電話サービス

を提供している者もいる。 

    ＩＰ電話サービスを行うケーブルテレビ事業者数は順調に増加してお

り、２００６年末には、（社）日本ケーブルテレビ連盟に加盟するケー

ブルテレビ事業者の約半数（３６８社中１６７社（前年比２０％増））

がＩＰ電話サービスを行っており、アナログ電話も含めたケーブルテレ

ビ事業者の電話加入数については、２００６年１２月末現在、１，１０

１千加入（前年同期比１６％増）となっている21（図表１．３２）。 
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21 「電気通信サービスの加入契約数の状況（平成１８年１２月末）」（総務省 ２００７年

３月）http://www.soumu.go.jp/s-news/2007/070306_2.html 
 

図表１．３２：ケーブルテレビ電話の契約数の推移 
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  ⑤ モバイル電話サービス 

    トリプルプレイサービスに移動体通信を加えた４つのサービスを提供

することは、クワドロプルプレイ又はグランドスラムプレイ等と呼ばれ

ており、これについてはサービスラインアップを揃えることを目標とし

て、先にも述べたとおり、Ｊ：ＣＯＭが(株)ウィルコムと連携して、２

００６年３月からサービス提供を開始しているところである。 

    その他のケーブルテレビ事業者においても、その他の携帯電話事業者

と販売委託やＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator）、ＦＭＣ

（Fixed-Mobile Convergence）等で連携する動きが見られている。 

 

  ⑥ ＶＯＤサービス 

    ＶＯＤ（Video On Demand）サービスについては、ケーブルテレビ事業

者では、２００４年１２月に(株)トーカイ・ブロードバンド・コミュニ

ケーションズ（現会社名：(株)ビック東海）がＩＰ方式によるサービス

を開始した。２００５年１月には(株)ジュピターテレコム（(株)ジェイ

コム東京）がＴＳ方式によるＶＯＤサービスを開始し、現在ではグルー

プ内の全局（１９局）においてサービスを提供している。ＶＯＤサービ

スを提供している事業者は徐々に増加傾向にあり、全国では２８事業者

によってサービスが提供されている（２００７年１月現在）。このうち、

ＩＰマルチキャスト放送事業者については、４者全てでＶＯＤサービス

が提供されており、多様な視聴者ニーズに応えるためのサービス展開が

図られている。 

    なお、現在の我が国のレンタルビデオ市場が４０００億円程度（２０

０５年現在）22であることを踏まえても、今後、一層のＶＯＤの普及が見

込まれるものと考えられる23。 

 

 

 
                                                  
22 出典：（財）デジタルコンテンツ協会「デジタルコンテンツ白書 2006」 
23 米国では、ｉＰｏｄ等に係る楽曲ダウンロード販売の急成長のあおりを受け、従来型の

ＣＤ等の販売を行う大手音楽ソフト販売会社が経営破綻に追い込まれるなど、ネットワー

クを通じたコンテンツ配信が急速に進んでいるところである。映像コンテンツについても、

米国のケーブルテレビ最大手であるコムキャストが映画のＤＶＤ発売と同時にＶＯＤ配信

を行う試験サービスを開始したところであり、また、インターネット通信機器の最大手で

あるシスコシステムズがＣＡＴＶ機器メーカーのサイエンティフィックアトランタを買収

し、一般家庭向けＳＴＢ市場へ進出する等、ＶＯＤサービスの本格的な普及が見込まれて

いるところである。さらに、米国のウォルマートは、ウォルト・ディズニー、ワーナー・

ブラザース、パラマウント、ソニー、20 世紀 Fox、ユニバーサルというハリウッドの大手

映画会社 6 社との提携を発表。同社はこの提携の下、自社ウェブサイト 
（www.walmart.com/videodownloads) で映画や TV 番組をオンライン販売。 
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  ⑦ ＤＶＲサービス 

    ＤＶＲ（Digital Video Recorder)とは、ハードディスクドライブ（HDD）

を内蔵したセットトップボックス（STB）を用い、視聴者の予約操作によ

り多チャンネルサービスの録画・再生を可能とするサービスである。Ｄ

ＶＲ対応ＳＴＢを用いれば、ある番組を視聴しながら裏番組をＳＴＢで

録画することも可能となる。 

    （株）ジュピターテレコムに属する事業者は、２００６年３月にＨＤ

ＴＶの録画が可能なＤＶＲサービスを開始し、２００７年２月時点で約

２２社のケーブルテレビ事業者において、ＨＤＤを内蔵したＳＴＢを付

加料金により提供しているところである。また、ＤＶＲを内蔵したＳＴ

Ｂは、２００６年末現在の累積で約１６５千台が出荷されている24ところ

である。今後、ＤＶＲ対応のＳＴＢのさらなる普及やネットワークＤＶ

Ｒ（後述）の提供が進展する可能性も考えられる。 

 

  ⑧ テレビポータルサービス 

    ケーブルウエスト（株）は２００５年７月から「Ｔナビ」25のサービス

を、（株）ジュピターテレコムは２００５年１０月から「インタラクＴ

Ｖ」のサービスを開始し、ブロードバンド・ネットワークを活用し、テ

レビ画面上で天気・交通情報、行政情報にアクセスできるサービスを提

供している。 

    また、ケーブルテレビ事業者以外の動向としては、松下電器、ソニー、

シャープ、日立、東芝などにより設立されたテレビポータル（株）がＩ

Ｐ対応テレビ受信機向けに２００７年２月から「アクトビラ」のサービ

ス名称でポータルサービスを提供している。 

 

  ⑨ ＩＰネットワークを通じた映像配信サービス 

    ＩＰネットワークを通じた映像配信サービスについては、現在、オー

プンなＩＰ網を利用したものとクローズドな帯域や伝送品質が管理され

たＩＰ網において行われているものがある。 

    クローズドなＩＰ網での動画配信としては、ＩＰマルチキャスト方式

を用いる放送があり、先に述べたように、電気通信役務利用放送に基づ

くサービスとして、多チャンネルの放送サービスのほか、ＶＯＤサービ

ス等も提供している。２００６年１２月末現在、ＶＯＤを除く加入数は

約１５万となっている。 

                                                  
24 日本ケーブルラボ調べ。 
25 松下電器産業（株）が提供するテレビ受像機向けの情報提供サービス。2007 年 2 月に「ア

クトビラ」に統合。 
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また、ＩＰマルチキャスト方式を用いる放送に関し、放送対象地域内

での同時再送信に係る著作権法の改正が行われ、これを受けて２００７

年１月から、（株）アイキャストが、東京都区内において関東広域のＮ

ＨＫ及び民間テレビ放送のＩＰマルチキャスト方式による地上デジタル

放送の再送信（以下｢ＩＰ再送信｣という。）を開始している。 

ＩＰマルチキャスト方式を採用した場合のネットワーク構成の一例は

図表１．３３に示すとおりであり、ネットワークセンターから収容局ま

で全チャンネルを伝送し、収容局から加入者宅の間については視聴者が

選択した特定のチャンネルのみを伝送している。 

 

図表１．３３：ＩＰマルチキャスト方式のネットワーク構成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    なお、オープンなＩＰ網を利用したものとしては、利用者からの求め

に応じてストリーミング方式で配信する、ＧｙａＯやＴＶＢａｎｋ等の

サービスがある。例えば、ＧｙａＯについては、２００５年４月のサー

ビス開始以来、１年半で視聴登録者数が約１，２００万（２００６年１

０月３１日時点）26に達するなど、急速に拡大している。また、ダウンロ

ード方式で配信するものとしては、ポッドキャスティングによる動画配

信が提供されている。 

    ＩＰ再送信については、２００５年７月、情報通信審議会「地上デジ

タル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たすべき役割」第２

次中間答申において、地上デジタル放送の普及方策の一環としてＩＰ再

                                                  
26 (株)ＵＳＥＮ １１月２０日付ニュースリリース「ブロードバンド事業及び映像・コン

テンツ事業の進捗状況について」 
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送信も推進すべき旨が指摘された。これを受けて２００５年度及び２０

０６年度に総務省の｢通信インフラを活用した地上デジタル放送伝送に

関する調査研究｣等においてＩＰ再送信の実証実験が行われている（図表

１．３４、図表１．３５）。 

 

図表１．３４：通信インフラを活用した地上デジタル放送伝送に関する 

調査研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１．３５：高圧縮符号化技術を用いたＩＰマルチキャストによる 

地上デジタル放送の再送信に関する調査研究 
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<３>ＩＰマルチキャスト信号伝送に関する調査研究
・地上デジタルのIP再送信（エリア限定配信、同一性保持、全チャンネル伝送、遅延等の検証） ● 放送波受信と同等を確認。

<２>加入者系伝送路連携に関する調査研究
・FTTH/ADSLによる伝送比較 ● ＡＤＳＬは距離・伝送速度により制約あることを確認。

<３>ＩＰマルチキャスト信号伝送に関する調査研究
・地上デジタルのIP再送信（エリア限定配信、同一性保持、全チャンネル伝送、遅延等の検証） ● 放送波受信と同等を確認。

光ファイバ

ＮＴＴ
三鷹ビル

IP配信局 （有明）

GE-
ONU

GE-
ONU

受信/送出
設備

民放（5ch）
NHK（総合、教育）

ADSL
ADSL
ﾓﾃﾞﾑ

ADSL
ﾓﾃﾞﾑ

アンテナ

市販の
地デジ対応TV

IP-TV（開発）

IP-TV（開発）
ＩＰ

送信
装置

ＩＰ
送信
装置

民放（5ch）
NHK（総合、教育）ＮＴＴ

大手町ビル

地域IP網
（ＩＰｖ６網） ＩＰ

局内
装置

ＩＰ
局内
装置

ＩＰ
局内
装置

ＩＰ
局内
装置

既存のNTT映像配信プラットフォームを一部利用

MPEG2-TS（HDTV）20Mb/s程度・1ch

全チャンネル

<２>
加入者系伝送路連携に関する調査研究

<２>
加入者系伝送路連携に関する調査研究

＜三鷹市内＞
三鷹ﾈｯﾄﾜｰｸ大学等

（×２箇所）

IP配信センタ

地上デジタル放送
（民放5局、NHK総合・教育）

2011年の地上デジタル放送の完全移行に向け、補完措置として条件不利地域における活用や視聴方法の

選択肢拡大のため、IPマルチキャストを用いた地デジ再送信の技術的検証を実施

スクランブル
ＩＰ格納 等

スクランブル
ＩＰ格納 等 ルータルータMPEG2→H.264

へ変換

MPEG2→H.264
へ変換

《主たる調査研究項目》

①高圧縮符号化技術（H.264/AVC）を用いた映像の品質評価

②地上デジタル放送サービスとの同一性の検証（映像、音声、データ放送、字幕、EPGなど）

③遅延時間（end-to-end、チャンネル切替）の測定

④伝送路の高効率使用方法に関する検証（2チャンネル同時視聴）

⑤IP再送信システムの運用に関する検討

受信受信
IP-
STB※

or

H.264/AVC

モニター（東京都内50箇所程度）

※STB内蔵型TVなどの受信端末も用
意

ONUONU光ファイバ

NGNトライアル網
（IPｖ6マルチキャスト網）

-地域限定機能-
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    さらに、２００６年８月の同審議会第３次中間答申においては、地上

デジタル放送の補完的伝送手段としてのＩＰマルチキャスト方式につい

て、変化の激しい技術を含んでいること等から規格化は必ずしも必要な

いとの考え方を示すとともに、ＩＰ再送信に係る放送事業者と電気通信

役務利用放送事業者との間の条件、手続きの公表、両者間に齟齬が生じ

た場合の解決プロセスの明確化を関係者に求めている。 

    この第３次中間答申の提言を受けて、ＩＰ再送信の運用・技術の条件

の他、ＶＯＤやダウンロード型サービスについても関係者間の意見交換

を行う場として、２００６年１０月には放送事業者、通信事業者、メー

カーから成るＩＰＴＶフォーラムが設立されている（図表１．３６）。 

 

図表１．３６：ＩＰＴＶフォーラム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    また、ＩＰ技術を利用したテレビ放送の類似サービスは｢ＩＰＴＶ｣と

して世界各国でもサービスが開始されつつあり、ＩＴＵや各種標準化機

関における標準化活動も活発化してきている。ＩＴＵは２００６年７月、

ＩＰＴＶフォーカスグループを設立し、ＩＰＴＶの定義、要求条件、ア

ーキテクチャ、ＱｏＳ、アプリケーションなど網羅的な検討を精力的に

進めているところである。 

    フォーカスグループでは、アーキテクチャ及び要求条件、ＱｏＳ及び

パフォーマンス、セキュリティ及びコンテンツ保護、ネットワーク及び

制御、エンドシステム及び相互接続性、ミドルウェア、アプリケーショ

ン及びコンテンツプラットフォームなどの課題について検討が行われて

いる。なお、第２回会合ではＩＰＴＶについて以下の定義が合意され、

「ＩＰＴＶ」とは、「必要なレベルのＱｏＳ（ネットワークパフォーマ
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ンスに関する品質）、ＱｏＥ（ユーザー体感品質）、セキュリティ、双

方向性及び信頼性を提供するために管理されたＩＰベースのネットワー

ク上で配信される、テレビ、動画、音声、文字、画像、データ等のマル

チメディアサービス」（仮約）と規定されたところである。この定義に

従えば、クローズドなネットワークで提供されている我が国のＩＰマル

チキャスト放送は、ＩＰＴＶに該当する一方、オープンなＩＰ網で提供

されるＧｙａＯ等のサービスは、管理されたネットワーク上で提供され

ていないため、ＩＰＴＶには該当しないこととなる。 

 

  ⑩ ホームネットワーク・サービス 

    ホームネットワークは、宅内の利用者がいつでもどこからでも、接続

された機器のコンテンツを利用することを可能とするものであり、ＡＶ

系家電、白物家電といった各分野の家電機器や、電話端末等の情報通信

機器の相互接続が可能となるものである。ホームネットワークの構築に

当たっては、各種機器が効果的、効率的に接続するための標準化が重要

である。 

    国際的にもホームネットワークは、ＮＧＮなどのユビキタスネットワ

ークのインフラと利用者を結びつける重要な役割を果たすことから、Ｉ

ＴＵ－Ｔにおいても多くの分野の作業班が連携して標準化に向けての検

討が行われている。 

    また、国内においても民間のフォーラムである「次世代ＩＰネットワ

ーク推進フォーラム」にホームネットワークを検討する作業班が設置さ

れており、国内意見の取りまとめを行っている。 

    日本ケーブルラボでは、次世代のＳＴＢについて検討を行っているが、

その中でソフトウェアをダウンロードすることによって各種のアプリケ

ーションの提供が可能となるシステムの検討を行っており、その一環と

して、ホームネットワークのホームゲートウェイとしての機能を持たせ

たＳＴＢの活用を検討している。 
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図表１．３７：ホームネットワーク概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＳＴＢをホームゲートウェイとした場合、ＳＴＢと他のＡＶ系家電、

あるいは白物家電との接続性を個々に確認できればホームネットワーク

の構築が容易になることから、利用者宅内に事業者設備であるＳＴＢを

設置することが通常であるケーブルテレビ事業者によるホームネットワ

ークの構築は、他の事業者による構築に比べて極めて有利であり、新た

なビジネスモデルとなることも考えられる。 

 

ＳＴＢを活用したホームネットワークについての一例を以下に示す。 

・ テレビ、パソコン、冷蔵庫等を接続して、パソコンに保存されたデ

ータをテレビで検索、又は、パソコンで冷蔵庫の中身を見ながらレシ

ピを考えるためにインターネット検索 

・ ホームゲートウェイに放送や通信のコンテンツをハードディスクに

蓄えるホーム・サーバーを設置し、宅内の利用者が見たい時に見たい

場所で視聴 

・ 監視カメラを設置し、「監視カメラに移動体が写ったらテレビの子

画面に表示する」等のホームセキュリティシステム 

・ 本年秋から気象庁が提供する「緊急地震速報」について、ホームネ

ットワークに複数の端末を設置することによって、各部屋に信号を伝

送するシステム 

・ 電気・ガス水道等の自動検針に加えケーブル事業者からの緊急地震

（第３回会合 日本ケーブルラボ発表資料より抜粋）

ホームネットワークの課題
● ホームネットワーク方式、著作権保護技術、ホームサーバ対応、2台目STB対応、DCTP－IP／DLNA対応など
● 有線TV放送法の受信者端子の扱いの明確化、コピー制御(コピーワンス)の見直し、IP映像の技術基準

VoD
サーバ

ホームゲートウエイ

パソコン

リモコン

テレビ＠寝室

HDD
テレビ＠リビング

インターネット
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携帯電話
（FMC:屋外）
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ホームネットワーク（PLC/LAN/無線/c.Link)
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（DOCSIS
モデム）

AV機器

ポータブル
AVプレイヤ

同軸

STB

電話/FAX AV機器
NAS

IPテレビ

Echonet
Gateway監視カメラ

ドアホン
安否確認

白物家電

有線／無線の自由な活用が望まれる
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Gateway監視カメラ

ドアホン
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白物家電

有線／無線の自由な活用が望まれる
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速報の信号により、ガス等を自動的に遮断するシステム 

 

図表１．３８：緊急地震速報の利活用に関する実証実験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、ネットワークの構築においては、既存のテレビ用のアンテナケ

ーブルの活用に加え、ＬＡＮ（Ｅｔｈｅｒｎｅｔ）ケーブル、ＰＬＣシ

ステムによる電源線の活用が考えられる。さらに我が国で集合住宅向け

のインターネットシステムとして導入が始まった「ｃ．ＬＩＮＫ」につ

いても、米国では、各家庭内でのホームネットワークとして規格化され

たものであり、我が国においても、機器の低廉化によって、家庭内での

ネットワーク構築の手段として考えられる。さらに、無線ＬＡＮ等を利

用したネットワークも徐々に導入されつつある。 

 

（２）双方向性を活かした地域との連携強化 

   ケーブルテレビ事業者は、地域密着型メディアとして、地方公共団体と

も連携し、以下のような様々なサービスを提供してきたところである27。ケ

ーブルテレビ事業者としては、他の通信・放送メディアとの差別化の観点

から、公設公営型のケーブルテレビ事業者に限らず、ＭＳＯ等の大規模な

事業者においても、地域密着コンテンツを一層充実させたり、住民参加型

                                                  
27 「参考資料１．９ 地域連携サービスの事例」参照 

2007年２月から、ケーブルテレビ事業者（2007年1月22日時点で27社）が主体となって

「ケーブルテレビネットワークを用いた家庭内での緊急地震速報の利活用に関する実証
実験」として、気象庁が提供する緊急地震速報の伝送に関する実験を行っている。

2007年４月以降、一般家庭等への配信についてモニター募集を行い、実験する予定。

本システムについては、気象庁からの緊急地震速報信号を各ケーブルテレビ局からＦＳＫ
で伝送し、各家庭の専用端末から音声が流れる。ＩＰ信号で伝送する方式に比べて、リア
ルタイム性に優れている。

実証実験の概要

実証実験の構成図

特徴等
※ JEITAホームページより抜粋
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のコンテンツを発信するなど地域との連携を深めているところである28。 

 

   ＜医療・福祉＞ 

   ・ 利用者が端末機を使用して血圧・脈拍等のデータを記録・保健セン

ターに送信し、そのデータを保険師がチェックして健康アドバイスを

返信するサービス。また、コミュニティチャンネルにおいて健康管理

の推進・啓発番組を放送。 

 

   ＜防犯・防災＞ 

   ・ ケーブルテレビネットワークと無線ＩＣタグを利用し、児童の登下

校時の位置情報を親に電子メールで提供するサービス。 

   ・ 災害時等に、特定の加入者宅のＳＴＢに接続した警告灯を点灯させ

るとともに、災害等情報を配信するサービス。 

   ・ ケーブルテレビネットワークの上り回線で収集した消防署からの火

災情報を各個のテレビに配信するサービス。 

 

   ＜行政サービス（公共施設利用情報等）＞ 

   ・ ケーブルテレビネットワークで結ばれた教育センター・各学校間で

の双方向の遠隔授業、ＶＯＤ方式による教材等の提供。 

   ・ ケーブルテレビネットワークの上り回線を利用して収集した農業気

象データ（気温、湿度等）を各戸のテレビに配信するサービス。 

   ・ その他、インターネットホームページによる図書館の蔵書検索・貸

出予約サービスや公共施設予約サービスなど。 

 

   ＜住民参加型コンテンツ29＞ 

   ・ コミュニティチャンネルのコンテンツについて、住民と協働して制

作するもの。 

   ・ ビデオレター等を撮影する専用端末を街角に設置し、撮影されたも

のをコミュニティチャンネルで放送するもの。 

 

                                                  
28第３回研究会森泉（株）ジュピターテレコム代表取締役社長発表資料参照。 
29 米国においても、パブリックアクセスチャンネル(後述）以外にも、インターネットを通

じて投稿されたビデオのネットワークを通じた配信のサービスの動きが出てきている。 

・ベライゾン：  
http://newscenter.verizon.com/press-releases/verizon/2007/verizon-to-offer-revver.html 
・コムキャストインタラクティブがＳＮＳ大手である Fecbook と連携：

http://www.cmcsk.com/phoenix.zhtml?c=147565&p=irol-newsArticle&ID=959887&high
light 
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（３）技術開発の状況 

   ケーブルテレビシステムにおいては、これまで同軸ケーブルにおける伝

送帯域の拡大（４５０ＭHz→７７０ＭHz 対応）、幹線系への光ファイバの

導入（同軸システム→ＨＦＣ化）、インターネットの高速化の実現方策と

してＨＦＣシステムの小セル導入、最近のＦＴＴＨによる施設の整備など

の高度化が行われてきている。今後の高度化の方向として考えられるもの

としては以下のとおりである。 

 

  ① ＩＰ放送への対応 

    電気通信役務利用放送の制度化により、｢ＩＰマルチキャスト方式｣を

用いた有線役務利用放送事業者が複数参入し多チャンネルサービスやＶ

ＯＤサービスを提供しており、２００７年１月からは、地上テレビジョ

ン放送の再送信も開始されている。また、一部のメーカーによってＩＰ

対応テレビ受信機の標準化が検討されており、今後はＩＰ網を当該受信

機に接続してＳＴＢを用いずにＶＯＤサービス等を提供する形態も出現

が予想される。 

    更にはＮＧＮに代表されるように、電気通信事業者のネットワークを

すべてＩＰ化するための検討が世界各国でも進展しており、ケーブルテ

レビ事業者においても、今後どのようにＩＰ技術に対応していくか検討

を行っていく必要があると考えられる。 

    現時点でケーブルテレビ事業者が採用するＲＦ伝送とＩＰマルチキャ

スト伝送を比較した場合、放送用に最適化して開発されたＲＦ伝送では

ＨＤ画質１００チャンネル程度、通信速度としては１Ｇｂｐｓ以上の情

報量を各加入者宅まで伝送可能である。これに対し、ＩＰマルチキャス

ト伝送は通信用に最適化して構築されたネットワーク上で放送を行わな

ければならないという制約から、一加入者へ同時に伝送できるチャンネ

ルは画像圧縮方式にＨ．２６４を採用してもＨＤ画質で２チャンネル程

度、通信速度としては３０Ｍｂｐｓ程度の情報量に過ぎない。 

    したがって、現時点でケーブルテレビ事業者が伝送方式にＩＰ技術を

採用するメリットには乏しいものの、仮にＩＰ対応テレビ受信機が普及

した場合には、当該受信機を保有する視聴者に対してＩＰマルチキャス

ト伝送等を用いてサービスを提供するという形態も考えられる。また、

ＩＰ技術を採用することにより将来的にネットワーク設備やＳＴＢのコ

ストを低減できる等のメリットが生じた場合には、ケーブルテレビ事業

者のネットワークをどのようにＩＰ化するかについて検討を行う必要が

生じる可能性もある。この場合、｢放送に最適化したＩＰネットワークと

はどのようなものか｣という観点から既存の通信事業者のＩＰネットワ
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ークとは異なるアーキテクチャを検討する必要がある。 

    現在のケーブルテレビ事業者のネットワークとの連続性を考えた場合、

放送するなるべく多くのチャンネルを同時に各加入者宅まで伝送するこ

とが求められる。これにはヘッドエンドから加入者を収容する電気通信

事業者の局舎まで全チャンネルの伝送を行い、局舎から加入者宅の間は

加入者の選択したチャンネルのみを伝送する｢ＩＰマルチキャスト方式｣

ではなくヘッドエンドから加入者宅まで全チャンネルの伝送を行う｢Ｉ

Ｐブロードキャスト方式｣の技術を用いることが一つの方法であると考

えられる。 

    すなわち、送り側で最大１Ｇｂｐｓ程度の伝送容量を有するＦＴＴＨ

網を想定した場合、全容量のうち２００Ｍｂｐｓ程度の容量を放送の同

時再送信に割り当て、この帯域では｢ＩＰブロードキャスト方式｣を用い

ることとすると、ＨＤ画質のデジタル放送１０チャンネル程度をすべて

の加入者に対して同時に放送可能となる（仮に視聴者宅に１０台のテレ

ビ受信機があればすべてのテレビで異なるチャンネルを視聴可能とな

る。）。そして、残りの８００Ｍｂｐｓを同一セルの加入者でシェアす

ることによって、ＩＰマルチキャスト方式による多チャンネルサービス

やＶＯＤサービスを提供することが可能である（ＨＤ１０チャンネル ＋ 

２５Ｍｂｐｓ/加入者）。 

    今後、通信事業者のネットワークのＩＰ化やＩＰ対応テレビ受信機の

普及状況等を勘案しつつ、このような｢ＩＰブロードキャスト方式｣によ

る放送についても、ケーブルテレビ事業者において検討を行う必要があ

るものと考えられる。 

 

  ② ケーブルテレビネットワークの高速・大容量化 

現在のケーブルテレビにおけるインターネットサービスは、一つの映

像伝送用チャンネルである６ＭHz の帯域をインターネット用に使用する

ものであり、下り方向で最大３０～４０Ｍｂｐｓの伝送容量を一つのケ

ーブルモデム終端装置を共用するユーザーでシェアしてサービスを提供

している。この一つのケーブルモデム終端装置に接続される加入者を一

つのセルとし、当初は一つのセルあたり、２５００加入者程度を収容し

ていた。 

インターネット接続の高速化に対する要求の増大を受けて、この１セ

ル当たりの加入者を５０加入者程度に少なく（小セル化）して対応して

きたが、この方法では３０～４０Mbps という最大速度自体を向上させる

ことができないため、ＦＴＴＨを提供する電気通信事業者が最大１００

Ｍｂｐｓの速度を利用者に対して訴求するようになると、更に抜本的な
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高速化の手法が求められるようになった。 

その手法として、１チャンネル当たり３０～４０Ｍｂｐｓ程度の現行

のＤＯＣＳＩＳ（Data Over Cable Service Interface Specifications）
30モデム仕様を拡張し、複数チャンネルを束ねて同時に使う「チャンネル

ボンディング」と呼ばれる技術を用い、上り下りともＦＴＴＨ並みの１

２０～１６０Ｍｂｐｓ（４チャンネルボンディング）から最大１．２Ｇ

ｂｐｓ（４０チャンネルボンディング）の速度を実現するＤＯＣＳＩＳ

３．０と呼ばれる技術の仕様が検討されており、現在、８チャンネル程

度のボンディングによる３２０Ｍｂｐｓ程度のケーブルインターネット

の試行実験が行われている。 

さらに、先に述べたように、ＷｉＭＡＸ等の電気通信事業用無線シス

テムを利用し、高速インターネットに対するニーズに応えるための検討

を行っている事業者もある。 

ケーブルテレビにおける高速インターネットの早期の導入及び普及の

ためには、これらの機器の低廉化と更なる高機能化が求められ、継続的

に研究開発を行うことが必要であると考えられる。 

また、ケーブルテレビシステムについては、これまで、同軸、ＨＦＣ、

ＦＴＴＨと大容量化が図られてきているが、将来的に走査線２０００本

～４０００本の次世代ハイビジョン放送サービスへの対応等を考えた場

合、現在のＦＴＴＨを大きく超える伝送容量が必要となる。これに対応

するためには 

（ア）１つの波長で伝送可能な伝送容量を大きく拡大する 

（イ）より多くの光波長を使用する 

という２つの方法が考えられる。（ア）においては、現在１Ｇｂｐｓ程

度の伝送容量に留まっているＧＥ－ＰＯＮシステムを１０Ｇｂｐｓ程度

まで拡大することにより対応可能であると思われる。 

また、（イ）については、高性能な光波長フィルタを低コストで開発

するなど、ＷＤＭ技術の進展のための技術開発を行う必要がある。 

究極的には、アクセス回線にもＷＤＭ技術を導入し、加入者ごとに特

定の波長を割り付ける、又は一加入者に複数波長を割り付けることが可

能になれば、事実上、伝送帯域の制約は無くなるものと考えられる。そ

うなれば前述の「ＩＰブロードバンド方式」により、１００チャンネル

を超える多チャンネルサービスの全てを各加入者宅まで伝送することも

可能となる。 

 

                                                  
30DOCSIS：米国ケーブルラボが作成したケーブルインターネット用の技術仕様。DOCSIS2.0 で

30Mbps、DOCSIS3.0 で 120Mbps～1.2Gbps 程度の通信速度を実現可能。 
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  ③ 次世代ＳＴＢの開発 

従来、ＳＴＢはメーカー毎に個別の仕様となっており、互換性が確保

されていなかったが、２０００年１２月のＢＳデジタル放送の開始に当

たって、この課題を課題を解決するためＳＴＢ等の統一仕様を検討する

日本ケーブルラボが２０００年に設立された。これ以降、日本ケーブル

ラボの仕様に基づいて各メーカーがＳＴＢを製造するようになり、各メ

ーカーのヘッドエンド設備との相互接続性が確保されるようになった。 

しかし、ＶＯＤ等の新規のサービスをケーブルテレビ事業者が行う場

合、当該サービスを希望するユーザーのＳＴＢを置き換える必要があり、

事業者の事業運営上、大きな制約となっている。 

米国においては、ＯＣＡＰ（Open Cable Platform）と呼ばれる、様々

なアプリケーションをＳＴＢで動かすことを可能とする共通の「ミドル

ウェア」の標準化が行われている過程であり、これに対応したＳＴＢを

導入することにより、新たなサービスの提供がソフトウェアの追加のみ

で可能となる。 

我が国においても日本ケーブルラボがこのＯＣＡＰの概念を更に発展

させ、Ｊａｖａ、ＨＴＭＬなど、より幅広いソフトウェア資産を利用可

能とする「共通アプリケーション・プラットフォーム・インターフェー

ス」（ＡＰＩ）の概念を提唱し、２００６年６月のケーブルフェアにお

いてデモンストレーション展示を行っている（図表１．３９）。ＡＰＩ

により、これまでソフトウェアに依存していたＥＰＧ、ＶＯＤなどのア

プリケーションのマルチベンダー化を図ることが可能となり、ホームネ

ットワークを含む更に高度なアプリケーションが多様なベンダーから提

供されることが期待できる。 

 

図表１．３９：ＳＴＢアプリケーションプラットフォームの標準化 
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また、ＣＡＳ機能については、現在のＳＴＢではデジタル放送用のＢ

－ＣＡＳとケーブルテレビ用のＣ－ＣＡＳの２種類を搭載しているが、

将来的にはＣＡＳについてもダウンロード可能とし、より柔軟な加入者

管理が可能となる「ダウンローダブルＣＡＳ」の技術についても研究開

発することが期待されている。 

このほか、現在のデジタル放送は、ＭＰＥＧ－２コーデックにより圧

縮されているが、狭帯域ＣＳデジタル放送や地上デジタルのワンセグ放

送において、より圧縮効果の高いＨ．２６４コーデックが導入されてお

り、今後、自主放送等での利用拡大が見込まれている。 

このため、総務省では、ＭＰＥＧ－２とＨ．２６４により圧縮された

コンテンツが混在して伝送された場合でも、ほぼ無瞬断でデコーダの切

り替えが可能となる技術について、２００６～２００７年度の２ヵ年で、

情報通信研究機構を通じてＫＤＤＩ研究所に委託して研究を実施してい

る。（図表１．４０） 

 

図表１．４０：ユビキタス時代のケーブルテレビの高度化に関する研究開発 
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第２章 ２０１５年のケーブルテレビの市場規模（概要） 

 本研究会においては、２０１０年代のケーブルテレビのあるべき姿の検討に

当たって、（１）今後のケーブルテレビの市場規模等に重大な影響を与える要

素の抽出（上位３位まで）、（２）それらの要素の組合せによるケーブルテレ

ビの需要等に関する複数のシナリオの構築、（３）その結果としてのケーブル

テレビの加入世帯数・市場規模の予測等に関する調査研究を行った。 

 

（１）今後のケーブルテレビの市場規模等に重大な影響を与える要素の抽出 

   本研究会の委員等に対してアンケートを行い、今後のケーブルテレビに

影響を及ぼす可能性の高い要素について上位３位までのものを抽出した。

その結果、 

   ・ 地上デジタル放送の開始に伴って、直接受信が増えるか。 

   ・ トリプルプレイに対する需要が今後とも増えるか。 

   ・ ＩＰ－ＳＴＢの低廉化等に伴って、ＩＰＴＶが普及するか。 

  といった要素がケーブルテレビの加入世帯数に最も影響を及ぼす上位３つ

のものであることが分かった。 

 

（２）要素の組合せによるケーブルテレビの需要等に関するシナリオの構築 

   （１）により抽出された３つの要素に関する伸縮等の可能性を組み合わ

せて、今後のケーブルテレビの需要等に関するシナリオを６つ作成した。

６つのシナリオは、以下のとおりである。 

 

図表２．１：ケーブルテレビのシナリオ 
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ンネルケーブルが加入者を伸
ばす。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に
際し、視聴者は直接受信を選
択。非多チャンネルケーブルを
解約する。

シナリオII.

(多チャンネル放送)
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多チャンネル放送の加入者が
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ンネルケーブルが加入者を伸
ばす。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に
際し、視聴者は有線放送への
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(多チャンネル放送)
トリプルプレイの需要は伸び悩み、
多チャンネル放送ニーズは頭打ち
となる。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に際
し、視聴者は直接受信を選択。非
多チャンネルケーブルを解約する。

シナリオIV.

(多チャンネル放送)
トリプルプレイの需要増加に伴
い、加入者が増加する。中でも
多々チャンネル型ネット放送が
加入者を伸ばす。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に
際し、視聴者は直接受信を選択。
非多チャンネルケーブルを解約
する。

シナリオIII.

(多チャンネル放送)
トリプルプレイの需要は伸び悩み、
多チャンネル放送ニーズは頭打ち
となる。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に際
し、視聴者は有線放送への加入
を選択する。

シナリオI.

(多チャンネル放送)
トリプルプレイの需要増加に伴
い、多チャンネル放送加入者が
増加する。中でも多チャンネル
型ネット放送が加入者を伸ばす。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に
際し、視聴者が有線放送、特に
非多チャンネルIP放送への加
入を選択する。

シナリオV.

(多チャンネル放送)
トリプルプレイの需要が増加し、
多チャンネル放送の加入者が
増加する。中でも特に、多チャ
ンネルケーブルが加入者を伸
ばす。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に
際し、視聴者は直接受信を選
択。非多チャンネルケーブルを
解約する。

シナリオII.

(多チャンネル放送)
トリプルプレイの需要が増加し、
多チャンネル放送の加入者が
増加する。中でも特に、多チャ
ンネルケーブルが加入者を伸
ばす。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に
際し、視聴者は有線放送への
加入を選択する。

伸び悩み急速に普及する

IP-STBの急速普及

トリプルプレイの需要

トリプルプレイの需要は伸び悩む

トリプルプレイの需要が増加し、多チャンネル放送ニーズも増加
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応の選択

アンテナを立て
直接受信

移行をきっかけ
にCATVまたは
非多チャンネル
IP放送に加入

シナリオVI.

(多チャンネル放送)
トリプルプレイの需要は伸び悩み、
多チャンネル放送ニーズは頭打ち
となる。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に際
し、視聴者は直接受信を選択。非
多チャンネルケーブルを解約する。

シナリオIV.

(多チャンネル放送)
トリプルプレイの需要増加に伴
い、加入者が増加する。中でも
多々チャンネル型ネット放送が
加入者を伸ばす。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に
際し、視聴者は直接受信を選択。
非多チャンネルケーブルを解約
する。

シナリオIII.

(多チャンネル放送)
トリプルプレイの需要は伸び悩み、
多チャンネル放送ニーズは頭打ち
となる。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に際
し、視聴者は有線放送への加入
を選択する。

シナリオI.

(多チャンネル放送)
トリプルプレイの需要増加に伴
い、多チャンネル放送加入者が
増加する。中でも多チャンネル
型ネット放送が加入者を伸ばす。

(非多チャンネル放送)
地上デジタル放送への移行に
際し、視聴者が有線放送、特に
非多チャンネルIP放送への加
入を選択する。

 



 

54／109 

 

（３）６つのシナリオに基づくケーブルテレビの加入世帯数・市場規模の予測 

   ２０１５年までのケーブルテレビの加入者数及び市場規模について、６

つのシナリオごとに、多チャンネル・非多チャンネル別に予測を行った。 

 

  ① 多チャンネル放送の加入世帯数 

    多チャンネル放送の加入世帯数について、最も増加が見込まれるシナ

リオは、シナリオＩであり、１，４５０万世帯に達する。一方で、最も

伸び悩むシナリオは、シナリオＶＩであり、１，１００万世帯に留まる

（現在の多チャンネル放送の加入世帯数９６７万世帯）。 

    これは、トリプルプレイサービスに対する需要がケーブルテレビの加

入世帯数に強く影響を及ぼしていることを示している。ケーブルテレビ

事業者は、トリプルプレイサービスを提供できるよう施設整備、事業者

間連携等を行うとともに、需要を喚起するために、料金の低廉化、多チ

ャンネル放送の充実等を行うことが望まれる。 

 

図表２．２：多チャンネル放送の加入者数予測 
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シナリオⅡ・Ⅴ：トリプルプレー普及＋IP-STB伸び悩み シナリオⅢ・Ⅵ：トリプルプレー伸び悩み＋IP-STB伸び悩み

 
 
  ② 非多チャンネル放送の加入世帯数 

    非多チャンネル放送の加入世帯数について、最も増加が見込まれるシ

ナリオは、シナリオＩであり、３，１２１万世帯に達する。一方で、最

も伸び悩むシナリオは、シナリオＶであり、２，６１４万世帯に留まる

（現在の非多チャンネル放送の加入世帯数○○○万世帯）。 

    これは、地上デジタル放送の開始に伴って電波障害地域が解消され、
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直接受信に移行する者が増加することが予測されるが、その一方で、Ｉ

ＰＴＶの普及に伴って、地上デジタル放送について、ケーブルテレビを

利用して視聴しようとする者が増加することが考えられる。すなわち、

これまで電波を受信し視聴していた世帯が、ＩＰ－ＳＴＢの低廉化、Ｉ

Ｐマルチキャスト放送サービスの低廉化に伴って、地上デジタル放送に

ついて、ブロードバンド・サービスの一つとして視聴しようとすること

が考えられる。 

 

図表２．３：非多チャンネルケーブルテレビの加入者数予測（その１） 
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図表２．４：非多チャンネルケーブルテレビの加入者数予測（その２） 
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    ケーブルテレビ（ＩＰ放送を含む）の加入世帯数を６つの業界シナリ

オ間で比較すると、合わせて最大で４，１８１万世帯の加入、最低で３，

３９４万世帯の加入が２０１５年に見込まれる。 

 

図表２．５：ケーブルテレビ加入世帯数のシナリオ間比較 
ケーブルテレビとIP放送の加入世帯数 シナリオ間比較
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    ケーブルテレビの市場規模については、ＶＯＤを含めて、２０１５年

に、最大１兆６７８８億、最低１兆１９９３億円規模となることが予想

される。 

 

図表２．６：ケーブルテレビ市場規模予測 
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ケーブルテレビ（IP 放送を含む）の加入世帯数 シナリオ間比較 
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    調査研究の結果、１兆円以上の市場規模になることが予測されたが、

ケーブルテレビ事業者は、これらの需要等に対応するため、地上デジタ

ルの再送信への対応は当然のこと、トリプルプレイサービスの提供、Ｉ

ＰＴＶの普及、ＶＯＤサービスの提供等を着実に行うことが求められる。 
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第３章 ２０１０年代のケーブルテレビのあるべき姿 

１ ケーブルテレビの位置づけ 

  本研究会の設置の目的は、「ケーブルテレビを取り巻く環境は、ＩＣＴ分

野の急速な技術革新を背景とした、放送のデジタル化、ブロードバンド化の

進展による通信事業者との競争の激化のほか、市町村合併の進展など、昨今

著しく変化しており、対応すべき課題が顕在化しつつある状況」を踏まえ、

「２０１０年以降を見据えたケーブルテレビの在り方、今後の課題の整理及

びケーブルテレビの発展に向けた総合的方策の議論を行うこと」とされてい

る。 

  ここで、改めて、通信・放送に関する様々な代替的・類似のメディアが存

在している中、なぜ、ケーブルテレビに焦点を当てて議論したのかを明確に

するため、まずは、ケーブルテレビに関する特性について確認する。 

 

  ア) インフラからコンテンツまで提供する総合情報通信メディア 

    ケーブルテレビは、インフラからコンテンツまで、レイヤーごとに見

た場合も上位から下位までを一体的に提供する総合情報通信メディアで

ある。 

    インフラ面については、一の事業者が業務区域において各家庭まで整

備し全体を運用しているのは、ＮＴＴ以外では、有線テレビジョン放送

施設者だけである。デジタル・ディバイドの解消を含むブロードバンド

環境の整備や競争環境の整備の面で大きな責務を有している。 

    コンテンツ面については、コミュニティチャンネルなど、コンテンツ

を自主制作しており、地域に密着したきめ細かな情報を提供している。 

 

  イ) 大容量・双方向の情報伝送を可能とするネットワーク 

    ＨＦＣやＦＴＴＨのネットワークは、広帯域のポテンシャルを有する

ネットワークであり、ケーブルテレビはその特性を活かして通信・放送

融合を他のインフラに先駆けて実現してきたメディアである。 

    このポテンシャルは、地上、ＢＳ、ＣＳ放送及びそれらのデータ放送

の再送信を含むフルサービスに留まらず、将来的にはスーパーハイビジ

ョンでの送信をも可能とするものである。また、大容量性を活かして、

ケーブルテレビが独自に制作するコミュニティチャンネルを同時に、複

数放送することも可能である。さらに、双方向性を活かし、インターネ

ットとデータ放送等の通信と放送を効果的に連携させたサービスを提供

することも可能である。 

    また、お茶の間の中心に位置するテレビの近くにＳＴＢが設置される

ことから、ホームゲートウェイ・センターサーバーとして、ホームネッ
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トワークの核としての機能を発揮することも可能である。一台のＳＴＢ

で、一世帯のＩＣＴサービスの提供を可能とし、ユビキタスネットワー

クの主翼を担うことも可能である。 

 

  ウ) 地域のニーズに基づき発生してきた地域性を有するメディア 

    そもそも、ケーブルテレビは、 

   (ⅰ) テレビ放送開始当初に山間地域等電波の届かない地域でも視聴し

たいというニーズに基づき、住民が自主的に共聴組合を組織し共同

受信アンテナを設置して視聴したことに始まり、それが全国的に拡

がったものであること。 

   (ⅱ) 自主放送についても、地域の時事や郷土史、身近な地域生活の問

題を取り上げる社会教育番組、地域のニュース、学校からの連絡等

を住民に放送したいという意欲に基づき、住民がボランティアで放

送番組を制作したこと。 

   等から、有線テレビジョン放送は、自然発生的に住民のニーズに基づき

ネットワークを整備するだけでなく、住民の自らの手で放送番組を制作

してきた等、発祥からしても地域密着型のメディアとなっている。 

    また、設備の設置と保守、顧客に対するサービス体制など、事業を通

じて培った人的なパスを通じて、地域・コミュニティのニーズを汲み取

りやすい体制となっており、地域の視聴者・利用者のニーズに応じたサ

ービスの提供を行っている。 
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２ ２０１０年代（２０１５年）のケーブルテレビのあるべき姿 

  現在、我が国においては、少子高齢化の急速な進展、地域間格差の顕在化、

安心・安全神話の崩壊、経済活動の低迷等の社会問題が発生してきているが、

今後とも、我が国が豊かな国民生活を実現していくためには、これらの問題の

克服にたゆまなく取り組まなければならない。 

  このためには、福祉、防犯・防災等様々な分野での取組も必要であるが、

ＩＣＴについても、「ＩＴ新改革戦略」にあるとおり、利用者視点に立って、

その特性を有効に活用し、国民生活及び産業競争力の向上に努めていかなけれ

ばならない。 

  こうした利用者・生活者の視点に立ってＩＣＴを活用して改革を進めるこ

とにより実現すべき経済社会の具体像を示せば、以下のとおりであると考えら

れる。 

 

○「オールデジタル化によるユビキタスネットワーク社会」 

○「ＩＣＴの活用により、高齢者等を含め誰もが安心・安全に生活できる社会」 

○「ＩＣＴの活用により、地域・コミュニティが元気に頑張っている社会」 

○「ＩＣＴ分野の国際競争力を確保し、経済が持続的に成長している社会」 

  

  ２０１０年代のケーブルテレビとしては、このような社会を実現するため、

「１」で述べた特性を活かして、地域・コミュニティの課題・ニーズ等を踏ま

えて、視聴者・利用者に対して、インフラからコンテンツ、人的サポートまで、

多種多様なサービスを提供することが必要であると考えられる。 

 

 

○ 「オールデジタル化によるユビキタスネットワーク社会」の確立における

ケーブルテレビの役割 

  我が国は、ＩＣＴの活用により様々な課題を克服するための横断的基盤と

なる「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」使えるデジタル・ディバイドの

ないユビキタスネットワーク社会を実現しなければならない。 

  このため、ケーブルテレビは、公正有効競争環境のもと、大容量・双方向

のインフラを有線だけでなく無線も含めて柔軟に整備し、デジタル・ディバイ

ドの解消等に貢献するとともに、総合情報通信メディアとして、放送の再送信

は当然のこと、コミュニティチャンネル等についても、フルデジタルの映像サ

ービスを提供することが必要である。 

 

【具体的取組】 

 ● フルデジタル映像サービスの提供 
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   ・ 地上・ＢＳ・ＣＳのＨＤ再送信 

     映像配信に関する新たな符号化方式の利用及び伝送路における高能

率伝送路符号化方式の導入を図り、地上、ＢＳ及びＣＳのハイビジョ

ンでの再送信を行う。 

 

   ・ ＨＤのＶＯＤの充実 

     ハイビジョン放送の再送信に関する技術の進展により、ＶＯＤにお

いても、ハイビジョンによるサービスを実現する。また、ケーブルテ

レビの過去の放送番組のＦＯＤ（Free On Demand）化や、ネットワー

クＤＶＲの普及等により、視聴者・利用者が好きなときに、好きな場

所で見られるＥＯＤ（Everything On Demand)サービスを実現する。 

 

   ・ コミュニティチャンネルの高度化 

     地域のニーズに応じた的確かつきめ細かいデータ放送を含めた、ハ

イビジョンのコミュニティチャンネルを実現する。また、アナログ停

波後のケーブルの伝送容量の有効活用及び伝送路のさらなる高速化を

行い、地域住民からのコンテンツ発信など、様々な文化的・社会的な

地域コンテンツを提供する。 

 

   ・ ＩＰＴＶの普及 

     ＩＰＴＶに関する国際標準が確立し、ＩＰ網を活用した放送、ＶＯ

Ｄ等様々なＩＰＴＶサービスが普及し、視聴者・利用者の選択肢が拡

大する。 

 

 ● ユビキタスネットワーク社会の基盤の提供 

   ・ 超高速インターネット接続サービスの提供 

     ＨＦＣを活用したＤＯＣＳＩＳの適用やＦＴＴＨの導入により、業

務区域内での超高速インターネット接続サービスを提供する。また、

エリア拡大等を通じて、ブロードバンド・ゼロの解消にも貢献する。 

 

   ・ 事業展開に応じた柔軟なネットワークの構築 

     オールＩＰ化も含め、効率的なネットワーク構築を図るため、ＮＧ

Ｎ等との接続だけでなく、移動体通信との融合サービスの実現や、ギ

ャップフィラー・ＷｉＭＡＸなどの無線システムとの連携を行う。 
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○ 「ＩＣＴの活用により、高齢者等を含め、誰もが安心・安全に生活できる

社会」の確立におけるケーブルテレビの役割 

  我が国は、ＩＣＴの活用により、子ども・高齢者・障害者・介護者等を含

む誰もが「安心・安全」に生活できる社会を実現しなければならない。 

  このため、ケーブルテレビは、地域・コミュニティの「安心・安全」に関

するきめ細かな地域情報の提供や、ホームネットワーク等を活用した「安心・

安全」に関するアプリケーション・サービスの開発・提供を行うとともに、地

域に有するヒューマンネットワークを通じて、高齢者など、ＩＣＴの利活用に

不慣れな者の人的サポート等に取り組むことが必要である。 

 

【具体的取組】 

 ● 「地域密着」サービスの提供 

   ・ 人的サポート、アプリケーション提供を含めたクインティプルプレ

ーの提供等 

     「安全・安心」の確保等地域が抱える諸問題を解決するために必要

となるサービス・アプリケーションが、高齢者等も含めた誰もが利用

しやすいようなインターフェイスで提供される。 

 

 

○ 「ＩＣＴの活用により、各地域・コミュニティが元気に頑張っている社会」

の確立におけるケーブルテレビの役割 

  我が国は、国の活力の源泉であるコミュニティが活性化され、各地域・コ

ミュニティが元気に頑張っている社会を実現しなければならない。この際、各

地域・コミュニティは、画一的な目標に基づき再構築されるのではなく、それ

ぞれのコミュニティが地域の抱える課題や資源、ビジョンに応じて、コミュニ

ティ自らが知恵を出し、独自の取組を行うことが必要である。 

  このため、ケーブルテレビとしては、地域密着性を活かし、地域・コミュ

ニティの具体的な課題・ニーズに基づき、必要なアプリケーション・サービス

を提供するとともに、コミュニティの活性化のための触媒・橋渡し的な役割・

機能を果たし、コミュニティの再構築に貢献することが重要である。 

 

【具体的取組】 

 ● 「地域密着」サービスの提供 

   ・ 人的サポート、アプリケーション提供を含めたクインティプルプレ

ーの提供等 

     コミュニケーション不足を補い地域・コミュニティの活性化に寄与

するアプリケーション・サービスの開発・提供や、地域住民との協働
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によるコミュニティチャンネルの制作等を行う。 

 

 

○ 「ＩＣＴ分野における国際競争力を確保し、経済が持続的に成長している

社会」の確立におけるケーブルテレビの役割 

  我が国は、ネットワークの高度化や放送のデジタル化等におけるイノベー

ションの創出により、積極的な国際展開等を通じて、国際競争力を確保し経済

が持続的に成長している社会を実現しなければならない。 

 このため、ケーブルテレビについては、我が国に一日の長があるＦＴＴＨや

ホームネットワークに関する技術開発等をスピーディに行い、我が国のＩＣＴ

分野における国際競争力の向上に貢献すべきであり、研究開発を行える体制、

経営体力等を整えなければならない。 

 

【具体的取組】 

 ● 国産技術の世界展開 

   ・ ホームネットワークの普及とその技術・製品の世界展開 

     我が国で開発されたケーブルテレビに関するＦＴＴＨ等の関連技術

が国際標準となり国際競争力を確保する。世界的なホームネットワー

ク・サービスの本格的な実現・普及に当たって、我が国で開発された

技術を活用したＳＴＢ等がホームネットワークの標準的・中核的設備

となるよう、我が国の製品の世界展開を図る。 

 

 

○ 具体的取組に係る横断的課題 

 

  ● 公正かつ有効な競争環境のもとでの健全な発達 

    公正かつ有効な競争を通じて、切磋琢磨し健全な発達を遂げ、視聴者・

利用者に対して、低廉な価格で、高度で充実したサービスを提供する。 

 

  ● ＭＳＯ化、広域連携の進展等「合従連衡」化 

    合従連衡が進展し、スケールメリットを活かした運営の効率化や他業

態とのコングロマリット等を通じて、視聴者・利用者に対する先進的な

サービスを提供する。 

 

  ● 「１兆円産業」化 

    視聴者・利用者、地域・コミュニティのニーズに基づき、公正かつ有

効な競争環境のもと、多様かつ利便性に富み、低廉で良質なサービスが
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提供される。この結果として、ケーブルテレビの市場規模が拡大する。

ケーブルテレビ産業が安定的に発展し、経営体力が十分に培われること

によって、ビジネスにはつながりにくいＣＳＲ（Corporate Social 

Responsibility）的な公共的なサービスの提供も一段と可能となる。 
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第４章 ２０１０年までの当面の課題と諸方策 

 第３章２で概観したような１０年後のケーブルテレビのあるべき姿を実現す

るためには、５年後の「完全デジタル元年」と言われる２０１１年に向け、取

り組むべき課題及びそれに対する諸方策について検討する。 

 

１ フルデジタル映像サービス提供 

（１）地上デジタル放送の再送信への対応 

   これまで、ケーブルテレビ事業者は、地上アナログ放送の再送信を行う

ことにより、難視聴地域対策のため大きな役割を果たしてきたところであ

るが、地上デジタル放送の円滑な移行に当たっても、引き続き、難視聴地

域対策等の補完的役割を十分に果たすべきである。 

 

  ① 地上デジタル放送の再送信に対応する施設整備の着実な推進 

    ケーブルテレビ事業者は、自らの業務区域における地上デジタル放送

の開始時期を踏まえ、地上デジタル放送の再送信への対応のための施設

整備等を着実に行うべきである。国は、「地域情報通信基盤整備推進交

付金」等により引き続き支援を行うとともに、「ケーブルテレビの地上

デジタル放送対応ロードマップ」を定期的に更新し、当該ロードマップ

の定期更新と公表の機会を捉え、総合通信局による対応時期が決まらな

い事業者に対してのフォローアップを行うことにより、地上デジタル放

送対応の着実な遂行を図るべきである（図表４．１）。 

    また、国は、複数の世帯が共同で受信アンテナを利用するなどの受信

設備の延長線上にある難視聴解消対策用の共聴施設31等の小規模な施設

に対しては、放送事業者や関係業界等の協力を得つつ地方公共団体と連

携し、施設管理者や受信者に焦点を当てて、地上デジタル放送対応の必

要性等についての周知広報を推進するべきである。 

                                                  
31 「参考資料４．１ 共同受信施設について」参照 



 

66／109 

図表４．１：ケーブルテレビの地上デジタル放送対応ロードマップ（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② 地上デジタル放送の再送信の同意に係る協議の促進 

    ２００６年８月に公表された総務省情報通信審議会第３次中間答申

「地上デジタル放送の利活用の在り方と普及に向けて行政の果たすべき

役割」においては、「２０１１年のアナログ放送停波・デジタル放送へ

の全面移行の確実な実現、という当審議会の検討目的に鑑みれば、この

目標期限までに、可能なあらゆる手段を介して、全ての視聴者にデジタ

ル放送を送り届ける環境を整備することが不可欠である。こうした観点

から、国、放送事業者その他の関係者は、電波で直接受信していたか否

かを問わず、アナログ放送時における地上放送の視聴者は全て、地上放

送がデジタル化された後も引き続き、アナログ放送時に視聴していた放

送を視聴することを基本として、それぞれの役割を果たしていくべきで

ある。」とされているところであり、地上デジタル放送の全国的な開始

に伴う視聴者の地上デジタル放送の再送信への期待、アナログ放送にお

ける視聴者の利益の保護に配慮して、ケーブルテレビ事業者と民間放送

事業者は、再送信の同意について誠意をもって十分に協議を行うことが

重要である。 

    また、ＩＰマルチキャスト方式による再送信についても、情報通信審

議会第２次中間答申において、「地上波放送と同等のサービス実現に必

要な一定の条件が満たされた場合には、条件不利地域に限らず、地上デ

ケーブルテレビロードマップ（全国 デジタル化進捗マップ）
都道府県別のデジタル化進捗マップ

（新潟県の例）

ケーブルテレビの地上デジタル放送対応の促進を目的として、主としてケーブルテレビ加入者が

いつ時点で地上デジタル放送を視聴できるようになるのか容易に把握できるよう、許可施設を設置

し自主放送を行う事業者等５３０社における地上デジタル放送への対応状況についてロードマップを

策定。

今般の取りまとめ結果によるケーブルテレビの地上デジタル放送対応の進捗見込みは、２０１１年

初頭までに全加入世帯でのデジタル対応を完成することとする自主目標の達成に向け、全国平均で、

２００８年末約９７％、２０１０年末約９８％。

http://www.catv-jcta.jp/roadmap/index.html
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ジタル放送を視聴者まで配信する伝送路として積極的に活用すべき」と

されており、この実現を図るため、２００６年１０月には技術・運用条

件の審査を行う「地上デジタル放送補完再送信審査会」が設置される32と

ともに、同年１２月には著作権法の改正がなされたところであり、ＩＰ

マルチキャスト放送事業者も、民間放送事業者と再送信の同意について、

十分に協議を行うことが重要である。 

    国は、必要に応じて、ケーブルテレビ事業者と民間放送事業者の間の

再送信同意の協議の促進を図るべきである33。 

 

（２）放送新サービス（ＣＳデジタルハイビジョンなど）の再送信への対応 

   これまで、衛星放送の委託放送事業者及び電気通信役務利用放送事業者

は、自らのコンテンツをケーブルテレビに再送信させることによって視聴

者数を増加させ、一方で、ケーブルテレビ事業者も衛星放送の委託放送事

業者及び電気通信役務利用放送事業者のコンテンツをケーブルテレビで放

送することにより、多チャンネル化を実現してきたところである。 

   ２００８年を目途に開始が予定されているＣＳデジタルハイビジョン放

送のケーブルテレビにおける伝送等については、情報通信審議会情報通信

技術分科会ケーブルテレビシステム委員会において必要な技術的基準の検

討が行われたところであり、同委員会の報告に基づき、国は、有線テレビ

ジョン放送法施行規則等必要な改正を行うとともに、ケーブルテレビ事業

者を始めとした関係者は、新サービスの円滑な導入が図れるよう積極的に

民間の標準化を進めるべきである。 

   また、２００７年１０月からＢＳアナログハイビジョンの終了に伴って

開始される新たなＢＳデジタル放送や今後開始が予定されているサーバー

型放送などの新サービスについても円滑な導入が図られるよう、ケーブル

テレビ事業者は、民間標準化、運用仕様の作成など所要の準備を随時行う

ことが適当である（図表４．２）。 

 

 

 

 

                                                  
32「地上デジタル放送補完再送信審査会」の概要 
・目的：地上デジタル放送普及のための補完措置である衛星及びＩＰマルチキャストによ

る再送信について、地上デジタル放送事業者の委託を受けて、電気通信役務利用放送事業

者の再送信同意申請事項について審査を行う機関。 
・組織：東名阪の放送事業者の委員により構成。 
・設立日：２００６年１０月１９日  
33 「参考資料４．２ 区域外再送信の概要」参照 
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図表４．２：ケーブルテレビシステムの高度化のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

チャンネル数増大に伴う伝送路内の周波数の
逼迫等により、効率的な伝送を行うため変調
方式の多値化等による伝送路の大容量化が望
まれている。

多チャンネルサービスやブロードバンドサー
ビスの進展により、必要とするチャンネル数
が逼迫してきていることから、伝送路符号化
方式の高能率化による伝送路の大容量化が望
まれている。

ケーブルテレビ局

光ファイバー

通信衛星

変調方式 64QAM

変調方式 256QAM等

H.264の利用による
高能率圧縮伝送

高能率伝送路符号化方式（256QAM
等）による伝送路の大容量化

情報源符号化方式として
H.264を用いた124度/128度CS
のHDTVの伝送方式を情報通信
審議会(H18.7.20)で答申。

MPEG-2に比べて高能率圧縮伝送が可
能なH.264による伝送が想定。

光ファイバー又は
同軸ケーブル

縮圧

MPEG-2 フルHDTV1chの
伝送容量：約22Mbps

H.264 フルHDTV1chの
伝送容量：約13Mbps
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（３）コミュニティチャンネルの充実 

   ケーブルテレビ事業者が自主制作するコミュニティチャンネルについて

は、これまでも、地域のニーズ等を反映した地域密着型のコンテンツを放

送してきているが、今後とも、他の放送メディアとの差別化及び地域連携

等の一層の強化を図るため、コミュニティチャンネルの充実について、多

面的な取組を行うべきである。 

 

  ① コミュニティチャンネルのアーカイブ化の推進 

    コミュニティチャンネルの番組として制作された、ニュースや、祭り・

伝統芸能等の地域文化の記録は、当該地域における歴史的な映像資産・

文化価値を有するものである。ケーブルテレビ事業者がこれらの価値を

有する番組を円滑に二次利用できるようになれば、それらの素材を組み

合わせて新たなコンテンツを制作することが容易になるなど、コミュニ

ティチャンネルの充実にもつながる。また、蓄積された番組をＶＯＤや

ＦＯＤで提供することが可能となれば、例えば、学校の授業において郷

土研究の材料として活用することも考えられ、映像を用いて授業を行う

ことによって、子どもたちの地域に対する理解等を深めることも可能と

なる。 

    しかしながら、ケーブルテレビ事業者の中には、資金力や技術力が不

十分であるため、アーカイブ・システムの構築や運用等が行うことがで

きず、放送した番組をビデオテープのまま放置しているなど、いわば死

蔵してしまっている状況も散見される。また、コミュニティチャンネル

をアーカイブ化してＶＯＤやＦＯＤで提供するためには、送信可能化権

を有する権利者の把握、権利処理等を行わなければならないが、資金力

の乏しさから、権利処理等を行う専門的な知見を有するスタッフを雇用

することができず、著作権の処理が困難であるとの理由で断念している

場合も見られる。 

    アーカイブ・システムの構築に当たっては、各ケーブルテレビ事業者

が個々に所有・管理することも考えられるが、資金力、技術力、交渉力

等が十分ではないケーブルテレビ事業者が単独で構築・運用するのは、

現実的ではなく、非効率になる場合も考えられる。このため、ケーブル

テレビ事業者が、他者との合従連衡により、例えば、県単位で共同のア

ーカイブ・システムを構築・運用する34とともに、著作権処理等に専門的

な知見を有するスタッフを共同で採用する等の方策を講じることが効果

的かつ効率的であると考えられる。国は、コミュニティチャンネルのア

                                                  
34 「参考資料４．３ 参加局相互利用ＦＯＤ素材づくりのしくみ（東海ケーブルチャンネ

ル）」参照 
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ーカイブ化が地域の歴史・文化資産の記録や学校教育での映像の活用に

よる理解度の増進等につながるものであることにかんがみ、ケーブルテ

レビ事業者が共同で行うアーカイブ化の取組について、インセンティブ

を付与する等の財政的支援を行うべきである。 

 

  ② 住民参加型のパブリックアクセスチャンネルの導入の検討 

    「パブリックアクセスチャンネル」とは、ケーブルテレビのチャンネ

ルの一定数について、地域住民が独自に制作した番組の放送のために開

放するものである。 

    パブリックアクセスチャンネルについては、諸外国では既に行われて

いるところもあり、米国においては、フランチャイズ当局が、ケーブル

テレビ事業者に対し、チャンネル容量の一部を公共用、教育用または行

政用として指定し又は使用することを要求することができることとされ

ている。この公共用、教育用又は行政用のチャンネル（以下「ＰＥＧチ

ャンネル」という。）については、わいせつな内容の素材を含まない限

り、ケーブルテレビ事業者は刑事上及び民事上の責任を負わないことと

されており、放送されたＰＥＧチャンネルの番組に対する民事上及び刑

事上の責任は個々の番組提供者が負うこととなる。 

    我が国においては、米国と異なりその放送番組の編集責任はあくまで

ケーブルテレビ事業者側にあるため、このような制度を我が国に新たに

導入しようとする場合には、具体的な運用に当たってどのような問題が

発生する可能性があるか等についても十分配意して検討を行う必要があ

る。しかしながら、米国において、この制度がどの程度利用され、社会

的にどの程度高い評価を得ているか、わいせつな内容はケーブルテレビ

側がチェックの責任を負うとなっているが具体的にどのような運用体制

となっているか、「わいせつな内容」とは具体的に何を指すのか等、本

制度を実際に運営する上での論点・問題については、我が国において必

ずしも十分な情報の蓄積がなされていない。 

    このため、まずは、国は、パブリックアクセスチャンネル等の公共的

なチャンネル提供が進展している米国等のケーブルテレビ事業者におけ

る実体及びパブリックアクセスチャンネル等に係る制度の運用状況につ

いて調査を行うとともに、その結果を踏まえ制度改正を含めた検討を行

うことが適当である35。 

 

 

                                                  
35 「参考資料４．４ 米国におけるパブリックアクセスチャンネルの編集責任について」

参照 
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（４）ＩＰＴＶ等ＩＰネットワークを活用する映像配信に関する対応 

  ① ＩＰＴＶに関する標準化 

    現在、ＩＰＴＶについては、ＩＴＵ等において国際標準化に向けた活

動が行われているところであるが、その取り組みは未だ途上にあり、互

換性を有する受信機やサービスの標準化には至っていない。今後、ＩＰ

ＴＶが一層普及する環境を整備するためには、機器の相互接続性・相互

運用性の確保が可能な国際標準の確立が望ましく、またＩＰマルチキャ

スト放送等で培った我が国の技術を国際標準に反映させることは国際競

争力向上の観点からも重要である。したがってＩＴＵのＩＰＴＶフォー

カスグループ会合を我が国に招聘する等、官民連携してＩＰＴＶの国際

標準化活動に積極的に貢献すべきである。 

    また、ケーブルテレビ事業者においても、ＩＰ対応受信機への対応や

将来的なケーブルテレビ網のＩＰ化という課題も見据えながら、ケーブ

ルテレビ事業者にとって利用しやすいＩＰ技術が確立されるよう国際標

準化活動に積極的に貢献するべきである。 

 

図表４．３：ＩＰＴＶ標準化団体の対象範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ② ＶＯＤ等の映像伝送サービスのコンテンツ規律の在り方の検討 

    インターネット上での映像配信等いわゆるＶＯＤサービスについては、
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「通信」サービスに該当するという整理がされているところであるが、

今後、より「放送」に近い社会的影響力をもったサービスが実用化され

た場合、そのような通信・放送の境界領域に位置するサービスに対する

規律をどのように考えるかについては、通信・放送法制全体の重要な課

題である。 

    実際に、我が国においても、先に述べたように、ＧｙａＯの視聴登録

者数が約１，２００万（２００６年１０月末現在）を超えるなど、視聴

者の数等から見た社会的影響力も大きなものとなっていると考えられる。 

    番組提供者が送信のタイミングを決定する形態（以下、「リニア」）

の映像コンテンツ配信サービスに関する諸外国の規律の在り方は、国に

より様々であり、例えば、米国においては開放型のインターネットにお

けるＶＯＤサービスについては放送としての規律が課されない一方、閉

域網で行われる映像配信サービスについては、リニア・ノンリニアにか

かわらずケーブルテレビと同様の規律が課せられる。また、欧州連合（Ｅ

Ｕ）においては、２００５年１２月に欧州委員会が発表した「国境なき

テレビ指令」改正案（欧州議会及び欧州理事会に提出）により、現行の

「放送」にリニアのＶＯＤサービスを加えたものを、「リニア視聴覚サ

ービス」、すなわち「テレビ放送」と位置づけ、重要イベントへのアク

セス、欧州製番組比率規制、広告規制、ポルノ・暴力番組規制、反論権

等のコンテンツ規律を加盟国において課す方向性を打ち出している。ま

た、韓国においては、２００６年１月から、放送委員会において、ＩＰ

ＴＶをはじめとする融合サービスの規制などの在り方について検討が行

われているところである。このように、リニアの映像コンテンツ配信サ

ービスについては、各国によりその取扱いは様々であり、また規律の在

り方について現在検討がなされている国も多い（図表４．４）。 

    我が国においても、次々と新しい映像配信サービスが提供される中、

映像配信サービスに対する規律の在り方については各国により様々であ

ることを踏まえ、我が国における規律の在り方については、各国の政策

動向や実態を注視しつつ、通信・放送の融合・連携に対応した法体系の

検討の中で必要に応じて議論を行うことが適当である。 

 

図表４．４：映像コンテンツ配信サービスに関する規律について 
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《参入》電気通信事業法に基づ

く、付加通信事業者としての

届出

《番組》放送事業者に対しては

放送委員会、その他の事業

者に対しては情報通信部が

所管※２

ﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽ（公衆向けマルチ

メディア通信）に該当

《参入》許認可なし（ﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞ

ｽ州間協定）

《番組》ﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽ州間協定

《参入》許認可なし（デジタル経

済法）

《番組》一般的な違法有害情

報対策の対象（デジタル経済

法）

【例】ﾌﾗﾝｽﾃﾚｺﾑ

《参入》適用なし。

《番組》一般的な違法有害情報

対策の対象。

《参入》「情報サービス」として

非規則

《番組》一般的な違法有害情

報対策対象

△（一部適用）×（適用なし）※１×（適用なし）※１×（適用なし）※１×（適用なし）
ノンリニアノンリニア

（（VODVOD型）型）

受信側が特定の番組受信側が特定の番組

の伝送の時間を決定の伝送の時間を決定

するする形態形態

・2006年1月から、放送委員

会において、ＩＰＴＶをはじ

めとする融合サービスの

規制などの在り方につい

て検討中

（実施事業者はなし）

・ﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽ（公衆向けマル

チメディア通信）に該当

《参入》許認可なし（ﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞ

ｽ州間協定）

《番組》ﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽ州間協定

《参入》許認可なし（デジタル経

済法）

《番組》一般的な違法有害情

報対策の対象（デジタル経済

法）

【例】ﾌﾗﾝｽﾃﾚｺﾑ

《参入》適用なし

《番組》一般的な違法有害情報

対策の対象

【例】 Video Networks, Kingston 

Communications

※リニア型、ノンリニア型双方の

サービスを提供

《参入》通信法（ｹｰﾌﾞﾙ・OVS）

《番組》通信法

【例】FiosTV（ベライゾン）、

U-verseTV（ＡＴ＆Ｔ）

※リニア型、ノンリニア型双方の

サービスを提供

・2006年1月から、放送委員

会において、ＩＰＴＶをはじ

めとする融合サービスの

規制などの在り方につい

て検討中

（実施事業者はなし）

・ネットによる独占的な放送番

組の伝送、付加的に同時並

行で行われる放送番組の伝

送は含まれる

《参入》《番組》各州州法、放送

州間協定

【例】ﾄﾞｲﾂﾃﾚｺﾑ（予定）

《参入》視聴覚法に基づく協約

《番組》視聴覚法の適用あり

【例】ﾏﾘｰﾆｭTV（ﾌﾗﾝｽﾃﾚｺﾑ）

・公衆の受信に供されるもの

《参入》03年通信法

《番組》03年通信法、Ofcom番

組基準

【例】 Video Networks, Kingston 

Communications

《参入》通信法（ｹｰﾌﾞﾙ・OVS）

《番組》通信法

【例】FiosTV（ベライゾン）、

U-verseTV（ＡＴ＆Ｔ）

△（検討中）×（適用なし）※１×（適用なし）※１×（適用なし）※１○（適用あり）
ノンリニアノンリニア

（（VODVOD型）型）

受信側が特定の番組受信側が特定の番組

の伝送の時間を決定の伝送の時間を決定

するする形態形態

リニアリニア

（（ライブ型）ライブ型）

番組提供者が送信の番組提供者が送信の

タイミングを決定し、編タイミングを決定し、編

集する映像コンテンツ集する映像コンテンツ

配信形態配信形態

○（適用あり）

90年放送法 96年放送法

03年通信法

英英 国国

△（検討中）○適用あり○（適用あり）○（適用あり）

放送法各州州法

放送州間協定

（ﾒﾃﾞｨｱｻｰﾋﾞｽ州間協定）

視聴覚通信法34年通信法 96年通信法
主な主な

放送規律放送規律

韓韓 国国独独 国国仏仏 国国米米 国国

（参考）ネット映像配信に対する放送規律の適用（注）

※１ ＥＵ委員会では、ＶＯＤによる映像配信について、最小限の放送コンテンツ規律を課す指令案を検討中。
※２ 放送事業者がオープン網で映像配信を行う場合には、放送委員会により、放送法に基づく番組規律の適用を受ける。その他は違法有害情報対策の対象。

閉
域
網

オ
ー
プ
ン
網

（注）上記は典型事例についての整理であり、各国において境界事例がどの類型に区分されるか、必ずしも明らかではない。  

 

 

（「通信・放送の総合的な法体系に関する研究会」第６回会合資料より抜粋） 



 

74／109 

（５）その他フルデジタル映像サービスの提供に係る取組 

  ① アナログ放送停波後のケーブル内の空き帯域の有効活用 

    アナログ放送停波後、ケーブル内のアナログ放送で使用していた帯域

が空き帯域となることから、電波利用システムとの両立性について十分

な配慮のもと、その有効利用を図るため、ケーブルテレビ事業者は、多

チャンネル化に限らず、ＶＯＤ、インターネットの高速化等による事業

の多様化等の検討を行うべきである（図表４．５）。 

 

図表４．５：ＨＦＣの高度化シナリオの一検討例 
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（第３回会合 日本ケーブルラボ発表資料より抜粋）
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  ② ネットワークＤＶＲへの対応 

    ネットワークＤＶＲとは、ＨＤＤをケーブルテレビ事業者の局舎内に

設置し、加入者の操作によって任意の番組を録画・再生できるようにす

るサービスである（図表４．６）。 

米国においては、既に導入されているところであり36、我が国において

も、諸外国の状況等や著作権者の権利保護等を踏まえつつ、検討を開始

することが適当である。 

 

図表４．６：ネットワークＤＶＲの概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
36  なお、米国においては、一般視聴者が私的利用のためにテレビ番組や映画、音楽を録画・

録音することは以前から著作権法上認められてきたところであるが、ネットワークＤＶＲ

サービスについては、コンテンツの料金を払っていない、あるいはコンテンツのライセン

スを受けていない企業がコンテンツをコントロールできるようになってしまうとして、放

送事業者及びコンテンツ提供会社は、著作権法上の問題があると主張している。一方、ケ

ーブルテレビ事業者側は、ネットワーク上の録画については視聴者の求めに応じて行われ

るものであり、家庭における私的利用のための録画と本質的に変わりがないため、著作権

法上の問題は生じないと主張している。このような状況の下、２００６年５月には、放送

事業者と映画会社の一部が、ケーブルテレビ事業者であるＣａｂｌｅｖｉｓｉｏｎのネッ

トワークＤＶＲサービスに対して、著作権法に違反するとして訴訟を起こしたところであ

る。 

 

①DVR（Digital Video Recorder）：ハードディスクドライブ（HDD）を内蔵したセットトップボッ
クス（STB）を加入者宅に設置し、地上、BS、多チャンネルなどの任意の番組をHDDに録画

して、加入者がいつでも再生視聴できるようにしたサービス。

②ネットワークDVR：HDDをケーブルテレビ事業者の局舎内に設置し、加入者の操作に

よって任意の番組を録画・再生できるようにしたサービス。通常のＤＶＲと比べてＳＴＢの価
格を抑えることができ、ＨＤＤの増設も容易だが、著作権法上の問題が指摘されている。

①DVR
ケーブル
テレビ局

ヘッド
エンド等

ＳＴＢ

HDD

視聴者がＳＴＢを操作し、ＳＴＢ内
のＨＤＤ上で、番組を録画・再生

②ネットワークDVR

ケーブルテレビ局

ヘッド
エンド等

ＳＴＢ

HDD

視聴者の操作に応じて、ケーブルテレビ
局舎内のHDD上で、番組を録画・再生す
る形態。(米Cablevision社の形態)

著作権者の承諾を得た番組のみ（全体の30～
40%）全てHDDに記録しておき、家庭から視聴
要求(IP)し、視聴する形態。
（米Time Warner社の形態）

著作権法上の問題
が指摘されている
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２ ユビキタスネットワーク社会の基盤の提供 

（１）インターネット接続サービスのさらなる高速化 

   ケーブルテレビのインターネット接続サービスの高速化に向け、ＨＦＣ

の高速化技術の実用化や、ＮＧＮ活用の検討、ＦＴＴＨや無線などを組み

合わせた合理的なネットワーク構築手法の検討を行うべきである。 

 

  ① 技術開発による高速化 

ケーブルテレビ事業者は、ケーブルテレビのインターネット接続サー

ビスの高速化に向け、小セル化及びｃ．ＬＩＮＫ、ＤＯＣＳＩＳ３．０、

２５６ＱＡＭ伝送方式などの新技術の活用について検討を行うとともに、

さらに、ＮＧＮ、ＦＴＴＨ及び無線システムの活用を組み合わせた合理

的なネットワークの構築手法に関する検討を行うべきである。 

ＮＧＮは、ＩＰをベースに、音声、映像やデータ等の広範なマルチメ

ディアサービスを提供する次世代のネットワークであり、ＩＴＵで国際

標準化が行われている。 

一方、ＮＴＴでは、本格サービス開始に向けた技術確認とトライアル

ユーザーからの要望把握を目的とし、２００６年１２月から約１年間の

計画でフィールドトライアルを実施している。ケーブルテレビ事業者に

おいても、インターネット接続や映像配信サービス提供のため、ＮＧＮ

との接続が必要となる場合も生じ得るものと考えられるが、ＮＧＮの詳

細なインターフェース条件が現在のところ未公表であることから、国内

のトライアルやＩＴＵの国際標準化動向等について、引き続き注視すべ

きである。 

 

  ② ロードマップ等の策定による全国的な高度化・高速化の推進 

    ケーブルテレビ事業者の中には、今後の施設の高度化・高速化に関す

る目標を有していないところがあるとの指摘がある。ケーブルインター

ネットは、ブロードバンド・サービス全体においても重要な役割を占め

るものであり、国は、 (社)日本ケーブルテレビ連盟と連携するなどして、

ケーブルテレビの高度化・高速化の観点を考慮したロードマップの作成

等、整備に向けた取組を進めることが望ましい。 

    また、ケーブルテレビ事業者においても、他のインフラを整備する主

体であるＮＴＴが２００４年１１月に中期経営戦略において、「２０１

０年には３，０００万のお客さまが光アクセス・次世代ネットワークサ

ービスをご利用になることを目標」37と今後のＦＴＴＨに対する構想を掲

                                                  
37 「ＮＴＴグループ中期経営戦略」（２００４年１１月 日本電信電話株式会社）

http://www.ntt.co.jp/news/news04/0411/041110d.html 
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げたことを踏まえ、ケーブルテレビ事業者自らの施設の高度化・高速化

の目標を掲げる等の必要性を改めて認識するとともに、我が国のインフ

ラ整備に関する公正かつ健全な競争環境の構築に資することが望ましい。 

 

（２）情報格差の是正・条件不利地域への普及 

総務省は、２００６年８月に、「次世代ブロードバンド戦略２０１０」

を策定し、２０１０年度までのブロードバンド・ゼロ地域の解消等に向け

て取り組んでいるところである。特に、条件不利地域等投資効率の悪い地

域における整備については、事業者・国・都道府県・市町村・地域住民等

の関係者が連携して取り組んでいるところであるが、２００６年１２月末

現在、ブロードバンド・サービスを全く利用できない世帯及び町村は、そ

れぞれ、２５１万世帯（同年３月末：３０６万世帯）、３０町村（同：４

０町村）存在しているところである。 

ブロードバンド・ゼロ地域を解消するため、国は、ケーブルインターネ

ットを含むブロードバンドの整備に対し、引き続き、財政・金融・税制上

の支援を行うとともに、地方公共団体が自己設置する光ファイバ網の民間

開放による効率的な整備を推進することが適当である。また、ケーブルテ

レビ事業者は、自らの業務区域にブロードバンド・ゼロ地域が隣接してい

る場合には、当該地域を行政区域に含む地方公共団体と協議して、当該地

域への参入の可否について検討することが望ましい。 

 

（３）無線の有効活用等柔軟なネットワークの構築 

ケーブルテレビは、基本的には有線施設を整備するものであるが、住民

等のニーズに応じて、補完的利用、地域の情報提供等の充実を通じたサービ

スの向上及びコスト低減という観点から、無線の活用についても検討するべ

きである。 

具体的には、放送について、条件不利地域におけるデジタル無線共聴シ

ステムへの伝送路の提供や、地方公共団体等によるデジタル無線共聴シス

テムの免許が可能となる場合には地方公共団体の委託を受けて当該システ

ムの維持管理を行う等の取組を通じて地域における地上デジタル放送の普

及に貢献することが考えられる。 

また、通信については、電気通信業務用無線局免許を取得して無線によ

るインターネット接続を提供することが現在でも可能であり、今後、Ｗｉ

ＭＡＸ等の広帯域無線アクセスシステムが利用可能となった場合にはそれ

を活用することも有力な選択肢の一つと考えられる。さらに今後電子タグ

よる子供見守りシステムや家庭内での無線ＬＡＮによるホームネットワー

クの提供等様々な場面での無線利用が想定されるところ、ケーブルテレビ
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の地域のニーズを踏まえた役割を発揮していくためにも、無線の有効利用

は重要であると考えられる。 

他方、ケーブルテレビ事業者はこれまでの無線利用に関する経験が乏し

く、現在、各地のケーブルテレビ事業者が行っている実験の結果について

も事業者間で水平展開が図られていない。その反対に無線機器ベンダーが

ケーブルテレビ事業者に自らが開発した無線システムの採用を働きかけよ

うとしても、当該システムを必要とする事業者がどこにいるのかを把握す

ることも容易ではない。また、ＷｉＭＡＸ等の全国的な無線システムの免

許をケーブルテレビ事業者が取得しようとした場合、詳細な需要把握や事

業計画の検討も必要となるが、個々の事業者がこのような検討を行うこと

は能力的にも限界がある。こうした問題を解決するためには、ケーブルテ

レビ事業者、地方公共団体、無線機器ベンダーなどの幅広い関係者が参画

する協議会を設置し、情報交換の実施やビジネスモデルの検討等を行うこ

とが効率的であると考えられ、ケーブルテレビ事業者はその実現に向けて

速やかに取り組むべきである。 
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３ 「地域密着」サービスの提供 

（１）地域の活性化等に貢献するサービスの提供 

   ケーブルテレビ事業者は、これまでも、地域・コミュニティのニーズを

踏まえ、地域に密着した様々なサービスを提供してきたところであるが、

今後とも、地域の安全・安心の確保及び地域の活性化に貢献するため、地

域・コミュニティが抱えるニーズ・課題等に対応したＩＣＴサービスを提

供するべきである。 

   このため、まずは、(社)日本ケーブルテレビ連盟において、各地域にお

けるケーブルテレビ事業者の先進事例をベストプラクティス集として編纂

し、他の事業者への水平展開を図るべきである。 

 

  ① 地域の諸課題を解決するＩＣＴサービスの提供 

    地域におけるインターネットの影響について、２００５年の情報通信

白書によれば、５５．２％が「総合的にみて、インターネットは地域コ

ミュニティに対してよい影響を与える」、５８．１％が「地域コミュニ

ティの活動が活性化する」との調査結果が掲げられている。ケーブルテ

レビについては、特に、インターネットだけでなく、コミュニティチャ

ンネルを併せて活用することによって、効果的に地域コミュニティの活

動を活性化させることが可能であると考えられる38。 

    一方で、２００４年の情報通信白書においては、ＩＣＴサービスが効

果を上げるための課題として、「ニューメディア」や「マルチメディア」
39が効果を上げられなかった理由を検証しているが、この中では、「ニュ

ーメディア、マルチメディアに共通して「実際のアプリケーションやサ

ービスが利用者のニーズにマッチしていなかった」、「利用者が気軽に

使えなかった」、「誰でも簡単に使える端末やヒューマンインターフェ

イスがなかった」」とされているところである。 

    国は、これまで、「新世代ケーブルテレビ施設整備事業補助金」や「地

域情報通信基盤整備推進交付金」等の支援措置を講じ、インフラ面の整

                                                  
38 総務省の「地域情報通信基盤整備推進交付金」は、地域の特性に応じた情報通信基盤の

整備を支援するものであり、サービスの種別による事業の区分を廃し、地域の特性に応じ、

ケーブルテレビ、ＡＤＳＬ、ＦＷＡ等の施設を自由に選択することができるものであるが、

２００６年の制度創設以来、２００７年２月現在、当該交付金の採択件数５９件のうち、

５３件（８９．８％）がケーブルテレビ施設であるなど、地域情報化におけるケーブルテ

レビに対するニーズは高いものであると言える。 
39 「ニューメディア」については、１９８０年代中頃から用いられた言葉として、具体的

な利用システムとしては、テレビ電話、パソコン通信、キャプテンシステム等が掲げられ

ている。一方、「マルチメディア」については、１９９０年代中頃から用いられた言葉とし

て、具体的なアプリケーションとしては、在宅医療健康管理システム、在宅勤務支援シス

テム等が掲げられている。 
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備に注力してきたところであるが、今後は、このような課題等に対応す

るため、インフラ面の整備と併せて、地域のニーズにマッチしたアプリ

ケーション・コンテンツの開発等、地域住民へのサポート等全てのレイ

ヤーを包含する先進的なパイロットモデル事業を実施すべきである。パ

イロットモデル事業については、自治会・大学・ＮＰＯ・地方公共団体

等だけでなく、実際に利用する者も参画して、「防災・地震対策」「防

犯」等の安心・安全の確保、「地域再生」、「再チャレンジ支援」、「教

育再生」といった地域が抱える諸課題の具体化を行い、その課題等に対

応した、インフラの整備、コンテンツ・アプリケーションの開発、高齢

者等情報弱者に対するサポート、高齢者等情報弱者等誰もが利活用でき

る端末の開発等、全てのレイヤーに関する総合的な取組パッケージとし

て取り組むものとすることが適当である。 

 

  ② 住民とのヒューマン・コミュニケーションの充実等による地域の活性

化等への貢献 

    ケーブルテレビ事業者の地域に根差した営業体制・アフターサービス

等については、ケーブルテレビ事業者と住民のニーズを汲み取る重要な

パスでもあることから、引き続き、住民サポートをさせて地域住民との

連携を深めるべきである。 

    また、(株)中海テレビのように、住民との協働によりコミュニティチ

ャンネルを制作しているところがあるが、このような住民参加型のコン

テンツを制作することは、地域・コミュニティの育成、住民の自らが居

住する地域への関心の醸成、情報リテラシーの向上に資する効果を期待

できるものであり、また、経営の面からも、広告収入や加入の増加に資

する面もある40。このため、ケーブルテレビ事業者は、コミュニティチャ

ンネルの番組制作に当たって、地域住民との協働制作について積極的に

検討するべきである。なお、先に述べた「パブリックアクセスチャンネ

ル」の制度を仮に我が国に導入するとすれば、このような取組に対して

制度的な後ろ立てを与えることになると考えられる。 

 

（２）シナジー効果が期待される他の地域メディアとの連携 

   ケーブルテレビ事業者は、これまでも、インターネット等を活用して他

のメディアとの連携を行い、様々なサービスを提供しているところである

が、防災情報や観光情報等地域情報の発信手段の多様化・活性化を促進す

る観点から、地域・コミュニティにとってシナジー効果の発揮が期待され

る他の地域メディアとの連携を図れるようにしていくべきである。 

                                                  
40 「参考資料４．５ 第５回会合（株）中海テレビ放送発表資料」参照。 
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   その一例としては、ケーブルテレビと同じく市町村等の地域に密着した

情報を扱うコミュニティ放送局（市町村の一部地域を放送対象地域とした

超短波放送（ＦＭ））との連携が想定される。現在、有線テレビジョン放

送事業者とコミュニティ放送事業者との兼営については、有線テレビジョ

ン放送法審査基準及び電波法関係審査基準において、原則禁止となってい

るが、他に参入する者の見込がないこと、地域の強い要望がある場合には

有線テレビジョン放送事業者の参入を認めるという規制となっている（図

表４．７）。２００７年１月現在、２社が有線テレビジョン放送事業とコ

ミュニティ放送局を兼業しており、また、２３の有線テレビジョン放送事

業者が２６のコミュニティ放送局事業者に出資しているところである。今

後、国は、具体的な問題点やニーズ等について調査するとともに、コミュ

ニティ放送局の普及促進に関する政策との整合性を踏まえ、必要に応じ、

両審査基準の見直しを含め検討することが適当である。 

 

図表４．７：マスメディア集中排除原則について（コミュニティＦＭ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   また、ケーブル事業者が無線を柔軟にフル活用してサービスを提供する

に当たっては、有線テレビジョン放送という制度自体を含め整理を行う必

要があるが、将来的に、伝送路の設備に関する規律と放送番組のコンテン

ツに関する規律を別に定めるいわゆる「ハード」、「ソフト」の分離によ

る新しい法体系が構築されることとなれば、ケーブル事業者による独自コ

制度の現状制度の現状制度の現状

留意点留意点留意点

有線テレビジョン放送法関係審査基準第８条第２項

２ 施設を設置する者が、一般放送事業者若しくは地方公共団体又はこれらにより支配される者にあっては、他に施設を設置しようとする者がいないこと、当該地域

の住民から有線テレビジョン放送施設の設置について強い要望がある場合等の事情があることとする。この場合において、支配とは、放送局の開設の根本的基準

（昭和２５年電波監理委員会規則第２１号）第９条第８項の規定によるものとする。

○他方、電波法審査基準においても、同様の規定により、有線テレビジョン放送事業者によるコミュニティＦＭ
局の兼営が制限されている。

電波法審査基準（コミュニティ放送局関連抜粋）

（ウ）申請者が次に規定するものの場合は、（ア）及び（イ）によるほか次の条件に適合しているものであること。

A 有線テレビジョン放送事業者又は有線ラジオ放送の業務を行う者（以下この項において「有線放送事業者」という。）

原則免許主体として認めないが、申請者が放送を行おうとする地域において、他にコミュニティ放送局を開設しようとする者がいないこと、放送を行おうとする地

域の住民からコミュニティ放送局の開設について強い要望があること等の事情から、有線放送事業者がコミュニティ放送を行うことが、当該地域におけるコミュニ

ティ放送の普及等のために必要があると判断される場合に限り、免許主体として認める。

○有線テレビジョン放送法関係審査基準においては、一般放送事業者による有線テレビジョン放送施設の設
置が制限されているため、コミュニティＦＭを業として行っている者は、原則として有線テレビジョン施設者に
なることができない。

○放送をすることができる機会をできるだけ多くの者に対し確保するという観点から、現在の審査基準には意
味があると考えられる。

○他方、コミュニティＦＭは、市町村単位を放送エリアとするＦＭ放送であり、一般放送事業者の中でも、より地
域に密着した番組を放送していることが特徴である。そのため、有線テレビジョン放送とコミュニティＦＭの兼
営が一般的に可能になることにより、①地域情報発信の担い手としての地位が強化される、②経営基盤が
強化される、という効果が期待され、コミュニティチャンネル等地域の特性を活かした地域情報発信の活性化
に資すると考えられる。
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ンテンツの「コミュニティテレビジョン放送」等が可能となる可能性もあ

る。（Ｐ） 

 

（３）プラットフォームビジネスを含むＢｔｏＢサービスへの取組 

   現在、ケーブルテレビ事業者は、主に、個人・家庭向けに放送及び通信

サービスを提供して収入を得るビジネスモデルとなっているが、今後は、

収益構造の強化を図る観点から、ケーブルテレビ事業者が自社の経営戦略

等を踏まえ、地域の企業や地方公共団体を対象とした法人向けサービス（Ｂ

ｔｏＢサービス）の拡充について、主体的に検討を行っていくことが望ま

しい。 

   また、ケーブルテレビ事業者は、本人同意等個人情報保護に十分に配慮

したうえで、地域・コミュニティと連携して、ＩＣカードを利用した地域

の商店街のオンラインショッピングにおける課金・認証等の機能の提供等

に係るプラットフォームビジネスの導入についても検討を行うことが望ま

しい。 
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４ 国産技術の世界展開 

（１）ホームネットワークの整備のための環境整備 

  ① ホームネットワークの相互接続性の確保のための標準化 

   ケーブルテレビ事業者は、ホームネットワークについて、有線・無線、

家電メーカー等を問わず、利用者の自由な選択に基づく相互接続が可能と

なるよう、ＳＴＢをホームゲートウェイとしての有効活用等も含め、相互

接続に関する技術の標準化を進めるべきである。具体的には、相互接続を

可能とする次世代ＳＴＢ技術の標準化、ＯＣＡＰ等ソフトウェアのダウン

ロードによって各種のアプリケーションの提供が可能となるシステムの

標準化、次世代ＳＴＢの共通アプリケーションプラットフォーム化やダウ

ンロード可能な共用ＣＡＳ等に関する標準化を進めるべきである。 

   国は、事業者間の協議に依存していたのでは調整に相当の時間を要する

ことが考えられ、タイミングを逸失し国際競争力を損なうおそれがあるた

め、国際競争力の確保及びイノベーションの促進を図るため、ホームネッ

トワークに関する相互接続等に関する実証実験に対する支援を行うべき

である。特に、「安心・安全」の確保等ＩＣＴを活用した諸課題の解決を

図る観点も踏まえた実証実験に対する支援を行うことが適当である。 

  （例）ホームネットワークに関する実証実験例 

   ・ 気象庁が提供する「緊急地震速報」について、緊急信号をホームネ

ットワーク上の複数の端末に伝送し、ガス等を自動的に遮断するシス

テム 

 

  ② ホームネットワーク等に関する責任分界点の明確化 

   現行の有線テレビジョン放送法施行規則及び電気通信役務利用放送法

施行規則においては、ケーブルテレビ事業者は「受信者端子」41まで良好

な映像信号を伝送できるようにしなければならないという趣旨に基づき

技術基準等が定められている。 

   しかしながら、「受信者端子」については、ＳＴＢがレンタルの場合に

ＳＴＢまでとするか、ＳＴＢが売り切りの場合には宅内配線の手前の配電

盤までとするか等について、法令上明確な定めがなく、一般的には、契約

約款において定めるべきものとされている。今後、利用者が無線ＬＡＮ等

を組み合わせて柔軟な宅内のネットワークを構築しようとする場合、ケー

ブルテレビ事業者の責任分界点が判然としないときには、管理責任の範囲

                                                  
41 有線テレビジョン放送法施行規則第２条第５号「「受信者端子」とは、有線テレビジョン

放送施設（以下「施設」という。）の端子であつて、有線テレビジョン放送の受信設備に接

するものをいう。」電気通信役務利用放送法施行規則第２条第１９号「「受信者端子」とは、

有線役務利用放送設備の端子であって、有線役務利用放送の受信設備に接するものをい

う。」 
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が不明確となり、不要なトラブル等を招きかねず、結果として、責任分界

点の不明確さがホームネットワークの普及に関する阻害要因となりかね

ないとの指摘がある。このため、ケーブルテレビ事業者においては、法令

に基づくサービスの提供範囲とホームネットワーク等の付加サービスと

しての提供の範囲を契約約款等において明確にするべきである。 

 

（２）ＦＴＴＨによるケーブルテレビの国際標準化 

   我が国のケーブルテレビ事業者は従来、アナログの放送方式が日米で同

一であるという環境も手伝って、強い競争力と技術力を有している米国の

ケーブルテレビ事業者が開発した技術を導入することにより少ない投資で

効率的なサービスの高度化を図ってきた。しかしながら、デジタル放送に

ついては日米で異なる方式を採用し、ネットワークのインフラも米国は依

然としてＨＦＣが主流であるのに対し、日本は通信事業者との競争激化も

背景としてケーブルテレビにおいてもＦＴＴＨの採用が進んでいるなど、

日米のケーブルテレビ事業者の置かれている環境は差が大きくなってきて

いる。 

   ＦＴＴＨベースのケーブルテレビの普及が進んでいるのは世界的にも日

本のみであることから、今後、ケーブルテレビ事業者は、海外の技術に頼

らず自らが必要となるＦＴＴＨ技術を検討していかなければならない。 

   具体的には、将来的に次世代ハイビジョンに対応するためには、現在の

ＦＴＴＨを大きく超える伝送容量が必要となるため、１つの波長で伝送可

能な伝送容量を大きく拡大するＧＥ－ＰＯＮシステムの１０Ｇｂｐｓ化等

の開発や、より多くの光波長を使用するため、高性能かつ低コストな光波

長フィルタの開発など、ＷＤＭ技術の進展のための技術開発が必要となる。  

ケーブルテレビ事業者は、これらＦＴＴＨに関する将来の技術について、

関連メーカーや技術を有する通信事業者とも連携し、技術開発を行ってい

くことが必要である。しかしながら、資本力や技術力が十分でないケーブ

ルテレビ事業者にとってこうした取組を行っていくことは容易ではなく、

国は、ケーブルテレビ事業者にとって必要となるＦＴＴＨ技術の研究開発

について支援を行うことが求められる。また、その成果を官民連携して国

際標準化等の手段により積極的に海外へも展開し、我が国の国際競争力の

向上にもつなげるべきである。 

 

（３）ケーブルテレビ設備の製造を行う国内メーカーの技術力の維持 

   我が国のケーブルテレビの高度化を図るためには、それを支える国内メ

ーカーの技術力を維持することも重要であり、メーカーにおけるケーブル

テレビの高度化に資する研究開発の抜本的強化を図るべきである。 
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   具体的には、国内メーカーの技術力を維持するため、収益の確保策（例

えば海外市場への参入サポートなど）を検討するべきである。また、メー

カーにおいても新たな市場及び収益を確保するため、ＦＴＴＨをはじめと

した我が国が先行する技術を中心に海外市場への機器の販売を見据えた事

業展開を検討するべきである。 
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５ 横断的課題 

（１）競争的、弾力的事業展開に係る環境整備 

   これまで、国は、ケーブルテレビ事業者が弾力的に事業展開を行えるよ

う、地元事業者要件の廃止（１９９３年）及び一本化調整指導の廃止（１

９９４年）、外資規制の撤廃（１９９９年）、合併・分割等の場合の手続

の簡素化（１９９９年、２００１年）、電気通信役務利用放送法の策定（２

００２年）等、必要に応じて規制緩和を行い、公正かつ有効な競争環境の

整備に努めてきたところである（図表４．８）。 

 

図表４．８：最近の制度改正（１９９３年以降） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①有線テレビジョン放送事業の地元事業者要件の廃止、サービス区域制限の緩和
・地元事業者要件（地元に活動の基盤を有すること）の廃止により、事業者が広域的に事業展開を行うことを全面的に可能とする

よう措置。（1993年12月）

②外資規制等の緩和・撤廃
・外資規制について５分の１未満から、３分の１未満に緩和。 (1993年12月)
・外国人役員について、代表権を有せず、かつ、３分の１未満は可。(1997年１月)
・第一種電気通信事業を兼営するケーブルテレビの外資規制を撤廃。(1998年２月)
・すべてのケーブルテレビの外資規制及び外国人役員規制を撤廃。（1999年６月）

③有線テレビジョン放送施設の設置許可等の申請書等の簡素化等
・設置許可等に係る手続きの簡素化。（1993年12月、1994年12月、1998年４月）
・審査基準の明確化、標準処理期間の設定等。（1994年10月）
・標準処理期間の短縮等。（2003年１月）

④複数事業計画者間における一本化調整指導の廃止(1994年９月)

⑤ヘッドエンド共用の実現(1997年12月)

⑥ケーブルテレビ補完型無線システムの実用化(1998年９月)
・ケーブル敷設が事実上不可能な場合に、ケーブルテレビ局がネットワーク構築の補完的な手段として、基地局から各加入者まで

の伝送に無線システムを利用することを可能化。

⑦合併・分割等の場合の手続の簡素化（1999年６月、2001年４月）
・地位の承継規定を整備し、事業者に合併・分割等があった場合の手続を簡素化した。

⑧電気通信事業者が提供する電気通信設備等の電気通信役務の利用
・公正有効競争の確保を前提として、ケーブルテレビ事業者による電気通信事業者の加入者系光ファイバ網（ＦＴＴＨ）の利用を

可能化。(1998年６月)
・電気通信事業者の電気通信役務を利用した有線役務利用放送を制度化。（2002年１月）

⑨ＦＴＴＨを用いた有線テレビジョン放送施設に関する規定を整備（2005年12月）



 

87／109 

   一方で、２００６年１２月末現在、ケーブルテレビ事業者（ＩＰマルチ

キャスト放送事業者を除く。）の市区町村単位での参入状況を見た場合、

参入のある１，１９１地域のうち、１社のみ参入している地域が８４７地

域（参入地域全体のうち７１％）となっているなど、実態としては地域独

占性が残っている（図表４．９）。 

 

239地域
（20.1%）

105地域
（8.8%）

847地域
（71.1%）

１者のみ
参入

２者参入

３者以上
参入

※ 2006年12月末現在
※ IPマルチキャスト放送事業者を除く。

 
 

   電気通信分野においては、先に述べたように、「ＩＰ化の進展に対応し

た競争ルールの在り方に関する懇談会」報告書等を踏まえ、競争状況の評

価42、公正有効競争条件の整備等が進められているところである。ケーブル

テレビ分野においても、国は、ケーブルテレビ市場の健全な発達及び視聴

者・利用者の利益の保護等を図るため、これまでの規制緩和等の政策の効

果、後述するクリームスキミングの実態等をも含む競争状況の評価等を行

い、公正かつ有効な競争環境の整備に係る政策展開につなげる仕組を検討

するべきである。 

   また、電気通信役務利用放送については、当初、再送信を中心とした小

規模な有線テレビジョン放送とは異なり、自主放送を中心として広域で事

業を展開することが主に想定され、両者の規律についても、その特性に応

                                                  
42 電気通信事業分野においては、ブロードバンド化やＩＰ化への流れなど変化の激しい電

気通信サービスをモニタリングし、競争が適切に働いているどうかを分析・評価し、政策

に反映。 

図表４．９：ケーブルテレビ事業者が参入している市区町村 

     (1,191 地域)ごとのケーブルテレビ参入者数 
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じて異なるものとなっている。しかしながら、現在、有線役務利用放送事

業者１７社のうち、ＩＰマルチキャスト放送事業者２社のように全国展開

を行う者もいるが、それらを除く有線役務利用放送事業者１５社のうち１

１社は、有線テレビジョン放送施設者であった者が業務区域拡張時に他人

の電気通信役務を利用するために有線役務利用放送事業者へと移行したも

のである。今後とも、ＦＴＴＨの普及及び調達価格の低廉化に伴って、有

線テレビジョン放送施設者が業務区域の拡張に当たって有線役務利用放送

事業者へと移行するケースが続く可能性が高いものと考えられる。また、

著作権法の改正に伴い、有線役務利用放送事業者であるＩＰマルチキャス

ト放送事業者が地上デジタル放送の再送信を順次開始する可能性も考えら

れる。 

   有線テレビジョン放送法及び電気通信役務利用放送法に基づく規律の差

異については、引き続き合理的な面もあると考えられるが、有線役務利用

放送事業への移行の増加及びＩＰマルチキャスト放送事業者による地上デ

ジタル放送の再送信の開始等の状況にかんがみ、事業者がいずれの放送形

態を採用するかについて適確かつ支障なく判断できる環境を整備するとと

もに、有線を活用してテレビジョン放送を行う者同士の公正有効競争上の

イコール・フッティングを図る観点から、必要に応じて、それぞれの規律

の差異について見直す必要がある。このため、国は、両者の規律の差異に

ついて、両者の事業の態様、特性等に十分配意しつつ、改めて規律の趣旨、

目的等に照らして合理的なものかどうか検証し、必要に応じて、見直しを

行うことが適当である。以下では、このような観点から、有線テレビジョ

ン放送事業者と有線役務利用放送事業者間の規律のイコール・フッティン

グに関する検討に加え、電柱添架等ネットワークを整備する者に係るイコ

ール・フッティングについても併せて検討する。 

 

  ① マスメディア集中排除原則の見直し 

    マスメディア集中排除原則については、有線テレビジョン放送施設者

は、一般放送事業者に関する規制が存在し、原則禁止・例外容認となっ

ている一方で、有線役務利用放送事業者は、放送対象地域においては、

地上放送事業者は一切参入することができないこととなっている。 

    このマスメデイア集中排除原則については、「放送をすることができ

る機会をできるだけ多くの者に対し確保する必要」という趣旨に基づく

ものであるが、情報通信審議会第２次中間答申（２００５年７月）にお

いては、「２０１１年全面移行の確実な実現を図る観点からは、ＩＰイ

ンフラを用いて放送を行う主体に関する制約を緩和することにより、送

信に携わる関係者が採り得る選択肢を可能な限り拡大しておくことが望
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ましく、地上放送事業者が自ら役務放送事業者として登録し得る制度環

境を整備する方向で、早急に着手し、２００５年度内には結論を得るべ

き」とされているところである。また、規制改革・民間開放推進３か年

計画（再改定）（２００６年３月３１日閣議決定）においては、「放送

の伝送路の多様化」として、「地上波放送事業者が自ら電気通信役務利

用放送事業者として登録し得るよう、具体的なニーズ等を調査した上で、

早急に検討を開始し結論を得て、所要の措置を講ずる」とされていると

ころである。 

電気通信役務利用放送法の制度設立当初は、ＦＴＴＨの整備が進んで

おらず、トランスポンダに限りのある衛星を活用した役務利用放送と同

様、伝送媒体に物理的な制約があったことから、言論の多元性、多様性

を確保するため、地上放送事業者の参入に対する一定の制約を設けたも

のである。しかしながら、ＦＴＴＨサービスの提供状況等に鑑みれば、

有線役務利用放送事業者に対してのみ厳しい規律を課すとする必要性は

制度設立当初に比べて減じたものと考えられるため、電気通信役務利用

放送に対する一般放送事業者の参入規制について見直すことが適当であ

る。見直しに当たっては、有線テレビジョン放送施設者とのイコール・

フッティングの確保の観点及びマスメディア集中排除原則の趣旨の確保

の観点を踏まえつつ、具体的な参入に関するニーズ、時期、形態等の状

況を勘案したうえで、参入を認めるための具体的な措置について検討す

ることが適当である。 

 

図表４．１０：マスメディア集中排除原則について（電気通信役務利用放送法） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度の現状制度の現状制度の現状

有線役務利用放送事業者についての所有規制については、電気通信役務利用放送法施行規則第７条第
３項において、次のように、地上放送事業者及びその関係者は有線役務利用放送を実施できないことと規
定されている。

①地上放送事業者は、自らの放送対象地域内において有線役務利用放送を実施できない。

②地上放送事業者を支配している者は、その地上放送事業者の放送対象地域内で有線役務利用放を

実施できない。

③地上放送事業者又は地上放送事業者を支配している者から支配されている者は、その地上放送事業

者の放送対象地域内で有線役務利用放送を実施できない。

規制改革・民間開放推進会議の第２次提言において、地上放送事業者が電気通信役務利用放送事業者
として登録できるよう、具体的なニーズ等を調査した上、早急に検討を開始することが求められているとこ
ろであり、総務省においては、年内に、本件に関する具体的なニーズ等に関し調査を行うこととしている。

本所有規制は、基本的には、多数の放送事業者による自由な言論報道市場の形成伸張を制度的に確保
するため規定されている。

制度の趣旨制度の趣旨制度の趣旨

留意点留意点留意点

電気通信役務利用放送制度の見直し【規制改革・民間開放の推進に関する第２次答申（平成17年12月21日） 】

現行の電気通信役務利用放送制度においては、地上波放送事業者が、放送対象地域において自ら電気通信役務利用放送
事業者として登録することはできないが、ＩＰインフラを用いて行う放送を行う主体に関する制約を緩和することにより、視聴者
が自ら望む伝送路で視聴できる余地を拡大しておくことが望ましい。したがって、地上波放送事業者が自ら電気通信役務利
用放送事業者として登録し得るよう、具体的なニーズ等を調査した上、早急に検討を開始し結論を得て、所要の措置を講ず
べきである。
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  ② 施設区域の基準の見直し 

    有線テレビジョン放送については、初期の設備投資が相対的に大きく、

一般的に事実上の自然独占性が働き、新規参入が難しい産業構造となっ

ているため、有線テレビジョン放送法審査基準において、原則として人

口集中部に限らず過疎地域等も含めた行政区域全体に対して整備を行う

旨の規律が課せられている（図表４．１１）。 

一方で、有線役務利用放送事業者については、有線テレビジョン放送

法の規制緩和策として講じられたものであること及び再送信ではなく自

主放送を中心としたモアチャンネル的な放送であることが前提であるこ

とから、業務区域に関する特段の義務的な規制はない。 

しかしながら、有線役務利用放送の一形態であるＩＰマルチキャスト

放送についても、著作権法の改正が行われるなど、難視聴地域における

放送の再送信メディアとしての役割が期待されるものとなってきており、

有線テレビジョン放送と同様の規制を課すべきとの考え方もある。また、

有線役務利用放送について、現状のとおり、業務区域に関する義務的な

規制を設けず、人口集中部のみの参入を容認し続ける場合には、クリー

ムスキミングの発生を誘引するものとなり、過疎地域等まで原則的に整

備し業務を提供している有線テレビジョン放送事業者の経営に大きな影

響を及ぼすおそれがあるとの考え方もある。 

    ここで、有線テレビジョン放送事業者と有線役務利用放送事業者の公

正かつ有効な競争環境の整備を図る観点から、施設区域に関する基準の

均衡を図ろうとする場合、仮に、有線テレビジョン放送施設者に係る行

政区域全般整備に関する規制を緩和しようとすれば、条件不利地域にお

ける整備がなされなくなるおそれもあり、一層のデジタル・ディバイド

が発生する可能性があること、一方で、有線役務利用放送事業者に対し

て参入しようとする行政区域全般に対して業務を提供する規律を課すこ

ととなれば、当該事業者の投資・経営戦略にも大きく影響を及ぼすこと

が考えられる。このため、国は、当面、懸念の背景である有線役務利用

放送事業者に関するクリームスキミングに関する市場における実態等を

定量的に把握し、状況を注視したうえで、必要な措置を検討することが

適当であると考えられる。（Ｐ） 
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図表４．１１：施設区域に係る基準について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

制度の現状制度の現状制度の現状

有線テレビジョン放送施設を設置しようとする場合の施設区域については、有線テレビジョン放送法関係審査基準において、受

信障害解消のための施設を除き、市町村全域カバーを原則とし、全域が無理である場合は、人口集中地区の大半のカバー、施

設区域とできない区域の扱いについての将来計画が求められている。

○同様のケーブルテレビサービスを提供している電気通信役務利用放送事業者は施設区域の制限がない。

○ケーブルテレビ事業者を取り巻く環境は、多方面で競争が激化しているものであり、ケーブルテレビ事業者がこのような競争

環境の中、自立して経営を行っていくためにも、経営の自由度を高めるという観点は重要。一方で、ケーブルテレビの普及が

市区町村の中心部のみに限られるという懸念の払拭という観点も重要。

施設区域に関する基準は、都市型ケーブルテレビが出現した当初、一部の地域のみの事業展開を許容した場合、ケーブルテ

レビ全体の普及が市区町村の中心部のみに限られる可能性があり、多くの住民がケーブルテレビサービスを享受できるような

状況を確保するために設定されたものと捉えられる。

制度の趣旨制度の趣旨制度の趣旨

留意点留意点留意点

○現在の施設区域について審査基準を厳格に運用する場合、例えば、以下のようなケースで問題が生じうる。

生じうる例生じうる例生じうる例

有線テレビジョン放送施設が設置されているＡ市と施設がないＢ町、

Ｃ村が市町村合併を行いＤ市となった結果、旧Ａ市に施設を設置して

いた有線テレビジョン放送施設設置者が、審査基準上は、Ｄ市のうち

旧Ｂ町、Ｃ村地域にも施設を設置せざるを得ない状況となる。

Ａ市に有線テレビジョン放送施設を設置しているＸが、隣接するＢ市

のうち市境地域の住民からサービス提供を求められたとしても、Ｘは、

原則Ｂ市全域をカバーする施設を設置しない限りそのニーズに応え

ることができない。（特に、Ｂ市でケーブルテレビを提供している事業

者Ｙが存在し、市境地域も施設区域に含まれているが、実際に施設

が設置されておらずＹのサービスを受けることができないような場合

については、審査基準を厳格に運用した場合、事業者・住民共に不

満が生じうるものと考えられる。）

ケケ ーー スス １１ ケケ ーー スス ２２
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  ③ 参入・承継に当たっての規律の見直し 

    有線テレビジョン放送設置に関する規律については、施設面の規制と

して許可制が取られ業務面の規制としては届出制となっている。一方、

有線役務利用放送事業者については、ソフト・ハード分離がなされてい

ることから業務面のみの規律であり、許可制ではなく、放送事業者とし

ての一定の適格性を判断するための登録制がとられている。これらにつ

いては、規律する対象、範囲等が異なっていることから、規律に差異が

存在するものであり単純に比較することはできないが、両者間のイコー

ル・フッティングを図る必要性もあることから、今後、通信と放送の融

合体系の検討状況を見つつ、引き続き、参入の規律の在り方について検

討を行うことが適当である。 

    また、有線テレビジョン放送施設設置者が承継等を行う場合は、総務

大臣の認可が必要であるが、有線役務利用放送事業者の場合には、事後

届出となっている。退出等に当たっての承継に関する規律についても、

今後、通信と放送の融合体系の検討状況を見つつ、参入の際との規律と

の整合性を図る規律を検討することが適当である（図表４．１２）。 

 

図表４．１２：有線テレビジョン放送法と電気通信役務利用放送法の 

業務規律における規定の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気通信役務利用放送の受信者の利益を保護するとと

もに、電気通信役務利用放送の健全な発達を図り、

もって公共の福祉の増進に資することを目的とする。

（第１条）

有線テレビジョン放送の受信者の利益を保護するとともに、有線テレビジョン放送の健全な発達を

図り、もつて公共の福祉の増進に資することを目的とする。（第１条）
法の目的

規定なし規定なし原則として行政区域全域（注２）業務区域に係る基準

有線役務利用放送事業者

届出

（欠格事由に該当する者は承継できない）
届出

【施設】 認可

【業務】 届出
承継

届出届出
【施設】 届出

【業務】 届出
廃止

×○○再送信同意に係る裁定制度

○○○役務提供義務

○欠格事由

○経理的基礎及び技術的能力

○権原に基づく設備利用の可否

○総務省令に合致（集中排除原則）

○なし

（虚偽の届出については罰則）

○欠格事由

○施設計画の合理性及び実施の確実性

○技術基準適合性

○経理的基礎及び技術的能力

○自然的社会的文化的事情に照らし必

要かつ適切（集中排除原則）

審査事項

○

規定なし

届出

【施設】 許可

【業務】 届出

有線テレビジョン放送施設者

有線テレビジョン放送法 電気通信役務利用放送法

××義務再送信

届出規定なし料金を除く役務の提供条件等

届出届出料金

登録届出参入

左記以外の

有線テレビジョン放送事業者（注１）

電気通信役務利用放送の受信者の利益を保護するとと

もに、電気通信役務利用放送の健全な発達を図り、

もって公共の福祉の増進に資することを目的とする。

（第１条）

有線テレビジョン放送の受信者の利益を保護するとともに、有線テレビジョン放送の健全な発達を

図り、もつて公共の福祉の増進に資することを目的とする。（第１条）
法の目的

規定なし規定なし原則として行政区域全域（注２）業務区域に係る基準

有線役務利用放送事業者

届出

（欠格事由に該当する者は承継できない）
届出

【施設】 認可

【業務】 届出
承継

届出届出
【施設】 届出

【業務】 届出
廃止

×○○再送信同意に係る裁定制度

○○○役務提供義務

○欠格事由

○経理的基礎及び技術的能力

○権原に基づく設備利用の可否

○総務省令に合致（集中排除原則）

○なし

（虚偽の届出については罰則）

○欠格事由

○施設計画の合理性及び実施の確実性

○技術基準適合性

○経理的基礎及び技術的能力

○自然的社会的文化的事情に照らし必

要かつ適切（集中排除原則）

審査事項

○

規定なし

届出

【施設】 許可

【業務】 届出

有線テレビジョン放送施設者

有線テレビジョン放送法 電気通信役務利用放送法

××義務再送信

届出規定なし料金を除く役務の提供条件等

届出届出料金

登録届出参入

左記以外の

有線テレビジョン放送事業者（注１）

（注１）有線テレビジョン放送施設者から 施設の提供を受けて業務を行う者又は施設について引込端子が５００端子以下の者

（注２）法令上は特段の規定はないが、有線テレビジョン放送法関係審査基準第４条において規定されている。
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  ④ 著作権法上のイコール・フッティングの確保 

    ＩＰマルチキャスト放送の「自主放送」の著作権法上の取扱に関して

は、依然として自動公衆送信とされているところ、「規制改革・民間開

放の推進に関する第３次答申」（２００６年１２月）において、「ＩＰ

マルチキャスト放送による「自主放送」についても事業の実態の推移や

放送法制における位置付け等に留意しつつ引き続き検討し、遅くとも放

送が完全デジタル化される平成２３年７月までには一定の結論を得るべ

き」とされている。 

    総務省においても、情報通信審議会の下に「デジタル・コンテンツの

流通の促進等に関する検討委員会」が設けられているところであり、当

該検討委員会における検討の結果を踏まえ、関係省庁間の連携の下、速

やかな検討を行い、必要な措置を講ずることが適当である（図表４．１

３）。 

 

図表４．１３：ＩＰマルチキャスト放送の著作権法上の取扱いについて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ⑤ 有線テレビジョン放送施設の電柱・管路等への共架に関する公正な競

争環境の整備 

    電柱や管路等を保有する公益事業者がケーブルテレビに出資等の形で

参入する状況が増えているが、電柱や管路等の利用に当たって、出資し

ている関係会社とそれ以外の者で不合理な取扱いが発生するとすれば、

（１）「放送の再送信」部分については、ＩＰマルチキャスト放送による地上デジタル放送の同時再送信が平成１８年末にも開始されることにかんがみ、

早急に「有線放送」と同様の取扱いとする。

（２）ＩＰマルチキャスト放送による「自主放送」部分については、権利を制限される実演家等の理解を得るために十分な準備期間を設けた上で検討す

る必要があること、今後の通信・放送の融合に係る放送法制の見直しの検討状況及びＩＰマルチキャスト放送の実態を見極める必要があること等

から、直ちに制度改正を行うことはできず、今後、引き続き検討を行った上で結論を得る。

（３）「放送の同時再送信」の場合、有線テレビジョン放送の再送信の場合を含め、現行法では権利を持たない実演家及びレコード製作者に対し、報

酬請求権を付与。

２００６年８月２４日に文化審議会著作権分科会が、ＩＰマルチキャスト放送の著作権法上の取扱い等に関する報告書を取りま

とめ

２００６年６月８日に「知的財産推進計画２００６」を決定

２００６年６月６日に「通信・放送の在り方に関する懇談会」報告書を発表

放送の法体系上、電気通信役務利用放送は放送の一種であるにもかかわらず、役務利用放送事業者によるＩＰマルチキャスト放送は著作権法上

通信と解釈され、権利処理の際に不利に扱われている。従って、政府は、電気通信役務利用放送全体が著作権法上も放送として扱われるよう、速

やかに対応すべきである。

２０１１年の地上デジタル放送への全面移行を円滑に実現することを目指して、ＩＰマルチキャスト方式により地上放送を同時再送信することについ

て、著作権法上「有線放送」と同様の取扱いにするため、２００６年度中のできるだけ早い国会に著作権法の改正案を提出するとともに、放送法制に

ついてもこれに伴い必要な措置を速やかに講ずる。また、ＩＰマルチキャスト方式による自主放送の取扱いを含め、今後の通信・放送の融合や技術

革新の状況に柔軟に対応するための放送法制や著作権法などの関連法制の在り方については、関係省庁間の連携の下、引き続き検討を行い必

要な措置を講ずる。これらの措置を行うに際しては、クリエーターに十分な報酬が支払われるよう配慮する。

１．通信・放送の在り方に関する懇談会１．通信・放送の在り方に関する懇談会

２．知的財産戦略本部２．知的財産戦略本部

３．文化庁の検討状況３．文化庁の検討状況

報告書の概要（抜粋）
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公正な競争環境の整備の観点からも看過できないものと考えられる。 

    国としては、これまでに苦情等の発生件数として公式に把握している

ものはないが、今後状況を注視し、実態等に応じて、必要な場合には、

公正かつ有効な競争環境の整備に資するルールを検討することが適当で

ある43。 

 

  ⑥ 無線利用に関するイコール・フッティングの確保 

    有線テレビジョン放送事業者については、制度上、集合住宅等の受信

者への映像配信に当たって無線利用が可能となっている。一方で、電気

通信役務利用放送事業者の無線利用については、人工衛星に開設する無

線局のみ可能となっている。 

    現時点では、有線テレビジョン放送事業者の集合住宅等の受信者に対

して無線を利用する例はないが、今後、有線テレビジョン放送事業者に

よる無線システムの導入状況が増加する場合には、公正かつ有効な競争

環境の整備を図る観点から、電気通信役務利用放送についても、人工衛

星に開設する無線局を用いないで行うものに対する導入の是非、規律の

在り方等についても、検討するべきである。（Ｐ）44 

 

（２）事業規模の拡大・アライアンスの推進 

   ケーブルテレビ事業者単独では、採算性や技術力の面から、低廉かつ良

質で多様なサービスの提供が遅れ、又は不可能となり、結果的に当該住民

の情報格差が一層拡大するおそれがあるとの指摘がある。また、通信・放

送の融合の加速等激変する競争環境に対応し、住民に多様なサービスを提

供するためには、経営体力の強化を図ることが必要であるとの指摘もある。 

   このため、ケーブルテレビ事業者は、自らの経営判断の下、経営の効率

化や競争力の強化を行い、地域住民への多様なサービスの充実を図るため、

                                                  
43 電気通信事業分野については、自前の電気通信事業用設備を設置・運用している認定電

気通信事業者が線路設備を敷設することを円滑化するため、電気通信事業法第１２８条は、

他人の土地・工作物などについて私権を制約して当該土地等の使用を認める公益事業特権

を付与している。このため、認定電気通信事業者は、ＮＴＴ東西や電力会社が保有する電

柱の使用についても、電柱保有者との間の協議を開始することについて総務大臣による認

可、当該電柱党の利用条件について協議が調わない場合の総務大臣による裁定を受けるこ

とができる。なお、総務省は、２００１年４月、当該協議開始認可や裁定の際の基準とし

て「公益事業者の電柱・管路等使用に関するガイドライン」を策定し、原則として毎年４

月に見直しを行っている。本ガイドラインにおいては、電柱・管路等を使用する際の貸与

手続き、貸与拒否を行うことができる事由、貸与期間（原則５年）、貸与の対価に係る算定

基準、貸与の具体的方法（他事業者との一束化等）を定めている。 
44 光ファイバのラストワンマイルをすぐには敷設できない地域等におけるブロードバン

ド・サービス及び地上デジタル放送の再送信に係るインフラとして、２６GHz 帯を活用し

た次期 FWA の開発が進められているところである。 
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事業者同士の合併を含む合従連衡策、新規資本の導入等による規模の拡大

について積極的に検討するべきである。国は、ヘッドエンド共用にとどま

らない事業者間の合併若しくは連携又は他業態との合従連衡の推進につい

て、「地域情報通信基盤整備推進交付金」等を活用した合従連衡に係るシ

ステム導入費・改修費等に係る支援策を講ずるべきである。 

   また、ケーブルテレビ事業者が経営健全化に資する方策を種々行ったと

しても、特に、今後のデジタル化対応等に係る設備投資等ができずに、廃

業せざるを得ない者が多発する可能性は否定できないところである。特に

条件不利地域かつ難視聴地域においては、ケーブルテレビ事業者が完全に

撤退した場合には、地上放送の再送信等に関する他の代替手段がなくなり、

地域住民のライフラインが損なわれるおそれがある。国は、ケーブルテレ

ビ事業者が廃業等の場合の経営再生に係る公的措置の必要性、実現可能性、

スキーム等について検討することが適当である。 

 

  ① 事業者の合併・承継等の環境整備 

    事業者間同士の合併について、業法における規制面では、１９９９年

６月の有線テレビジョン放送法の改正により、合併・分割等の場合の手

続を簡素化しているところである。 

一方で、補助金利用の適正化に関する規制面では、地方公共団体が「新

世代地域ケーブルテレビ施設整備事業補助金」を活用して設置した有線

テレビジョン放送施設について、経営上の問題等から他のケーブルテレ

ビ事業者に譲渡するときには、補助金適正化法上、総務大臣の承認が必

要となっている。現在のところ、承認に関する基準が明確でないため、

事業者が承継等の経営判断を行おうとする場合、迅速な対応・決断が困

難になるおそれがある。このため、国は、補助金で整備した施設の承継

について、適正かつ迅速な経営判断が可能となるよう、総務大臣の承認

の具体的基準を明らかにすることが適当である。 

 

  ② 事業者の連携・他業態とのアライアンスの推進 

    一部のケーブルテレビ事業者においては、コンテンツの共同購入や共

同広告営業などの連携や、事業者間でネットワークを接続してコミュニ

ティチャンネルを相互交換する等の取組が行われている。現在行ってい

ないケーブルテレビ事業者についても、経営の効率化及びコンテンツの

充実を図るため、主体的にこれらの取組について検討するべきである45。 

                                                  
45 有線テレビジョン放送施設者の有線テレビジョン放送に係る「接続」の規定としては、

有線テレビジョン放送法第９条において、施設の提供義務が課されており、いわばチャン

ネルリースの開放義務が課されている。 
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    また、一部のケーブルテレビ事業者においては、他事業者とのアライ

アンスによるＭＶＮＯやＦＭＣサービス、プライマリーＩＰ電話サービ

スの提供が行われているところであるが、現在行っていないケーブルテ

レビ事業者についても、住民への多様なサービスの提供を図るため、自

社の経営戦略等を踏まえて、積極的に検討するべきである。 

 

  ③ 小規模なケーブルテレビ事業者に関する経営手法の選択肢の確保 

    小規模なケーブルテレビ事業者の中には、条件不利地域において、市

場原理のみでは参入が期待できないため、情報格差の一層の拡大を阻止

する観点から、地方公共団体が自ら参入し運営しているところがある。

一方で、財務手法としては、国庫補助金や当該市町村からの財政支援に

より行われている場合が多いが、今後の地方公共団体の財政状況、デジ

タル化投資の負担の問題から、デジタル化等の対応ができなくなるので

はないかといった問題がある。どのような経営形態を取るかは、出資者

等ステークホルダーの考えによるものであるが、公設公営型の小規模な

ケーブルテレビ事業者については、単に地上放送の再送信を行うのみな

らず、当該地域における唯一のブロードバンド・サービスを提供し得る

者でもあることから、当該事業者が廃業、撤退した場合には、ブロード

バンド・サービスも提供されなくなり、当該地域における情報格差が一

層拡大するおそれがある。 

    この場合、公設公営型のケーブルテレビ事業者等小規模な事業者につ

いては、長期的・継続的な事業展開に資する面からも、指定管理者制度

やＰＦＩを導入し、経営体力を増強することも一方策として考えられる

ところである。このため、国は、指定管理者に有線テレビジョン放送施

設を管理させる場合の論点（ア)ＩＲＵ、電気通信役務利用放送制度と指

定管理者制度との相違、イ)番組審議機関等番組編集責任主体の明確化、

ウ)所有権の移転等）について整理するとともに、必要に応じて、ガイド

ラインを作成し、地方公共団体が円滑に指定管理者制度を選択できるよ

うな環境整備を行うことが適当である。 

 

（３）ケーブルテレビ関連データ収集の充実化 

   現在、総務省においては、自主放送を行う許可施設ケーブルテレビの加

入世帯数及び普及率、再送信のみを行うケーブルテレビ施設を含むケーブ

ルテレビ施設全体の加入世帯数、施設数、有線テレビジョン放送事業者（自

主放送を行う許可施設・営利法人のうち、ケーブルテレビ事業を主たる事

業とする者）の収支状況を統計データとして公表しているところである。

しかしながら、ケーブルテレビの市場規模を適確に把握するうえで当然必
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要と考えられる、有料多チャンネル契約者数、新規加入者・解約のグロス

数、コミュニティチャンネル数等、インターネットの接続速度別加入世帯

数、ＶＯＤコンテンツ数・利用者数等のサービスに関するデータや、財務・

経営構造（通信・放送収入別、資本規模別事業者数、従業員数等）などに

関するデータの収集が不十分であり、本来将来の事業予測を行うのに必要

不可欠な有料契約者数のデータですら業界全体として把握していない状況

である。 

   このため、競争環境が目まぐるしく変化する中で、ケーブルテレビ事業

者は、かかるデータの重要性、必要性を十分に認識するとともに、(社)日

本ケーブルテレビ連盟は、自ら中心となって連盟所属会員以外の事業者も

含めた業界全体のデータの把握・分析に努め、業界全体の将来の数値目標

の設定など、データに基づく戦略・ビジョンを策定することが望ましい。

また、国としても、競争状況等の把握を行うために必要となるデータにつ

いて収集することが適当である。 

 

（４）視聴者保護対策の推進 

   ケーブルテレビにおいては、違法チューナー問題や不適正な勧誘行為、

個人情報漏洩など、視聴者の利益を阻害する状況が発生している。国及び

ケーブルテレビ事業者は、視聴者の利益の保護を図るため、生じている問

題に対して速やかに対応策を講じるとともに、今後とも、引き続き状況を

注視し、必要に応じて総合的な方策を検討するべきである。 

 

  ① 「違法チューナー」問題に係る対策の推進 

    スクランブルの解除により有料放送の視聴が可能となるチューナーを

利用して、ケーブルテレビ事業者が提供する有料放送を無償で視聴する

行為は、反社会的行為かつケーブルテレビ事業者の経営にも悪影響を及

ぼすものと考えられる。また、ケーブルテレビの加入料等を支払って正

規に視聴している者に対する不公平感や著作権者の権利侵害を増長する

ものである。 

    このような「違法チューナー」問題については、これまで、不正競争

防止法に基づく輸入・販売の差し止めと機器の廃棄に関する仮処分が１

件、電気用品安全法違反に基づく逮捕が２件となっているが、まずは、

ケーブルテレビ事業者及びメーカー等関係者が連携し、視聴者への啓発

活動、インターネット上でのチューナーの流通に対する撲滅活動等、積

極的な対策を推進することが重要である46。また、国は、（社）日本ケー

                                                  
46 現在は、２００６年６月に設立された「不法受信対策協議会」（(社)日本ケーブルテレ

ビ連盟の主導で設立。ケーブルテレビ事業者、メーカー、地上放送事業者、サプライヤー



 

98／109 

ブルテレビ連盟と連携して、ＣＡＳを用いることにより視聴者の受信制

限をより強固に行えるデジタルケーブルテレビにおいても違法受信が発

生する可能性があるかどうかの検証を行うとともに、諸外国における違

法受信対策に関する取組（罰則等の制度的措置を含む）を把握し、制度

整備の可能性も含め、対応策に関する検討を進めることが適当である。 

 

  ② 不適正な勧誘行為の是正等 

    東京都消費生活総合センターから、２００６年９月に、ケーブルテレ

ビ事業者による地上デジタル放送の視聴に関する勧誘行為に対する指導

を受けている47等、一部のケーブルテレビ事業者においては、不適正な勧

誘行為がなされているとの指摘がある。総務省としては、これまで、ケ

ーブルテレビ事業者に対して、事実関係の調査、今後の改善方策の策定

等を指導してきているところである。 

    特に、地上デジタル放送の全国への普及に伴って、加入者から地上デ

ジタル放送の視聴方法や視聴に関する契約内等に関する問い合わせが一

層増加することが見込まれるため、ケーブルテレビ事業者は、加入者や

加入希望者からの問い合わせに対して、十分かつ正確な説明を行わなけ

ればならない。また、加入促進のための営業販路の多様化やＳＴＢの売

り切りの一般化も考えられるところ、ケーブルテレビ事業者は、代理店

や販売店等に対して、契約内容等を加入者へ十分説明するよう指導しな

ければならない。 

 

  ③ 個人情報保護のための取組の強化 

    ケーブルテレビにおいても、２００５年４月の個人情報の保護に関す

る法律の施行以降、２００７年２月までに、５４件の重大な個人情報漏

洩事案が発生している。この内容としては、加入者の個人情報が含まれ

る書類や業務用の携帯電話を紛失したケースや、加入者の個人情報デー

タが記録されたパソコンにウィルスが感染して漏洩したケース、個人情

報が認識できる映像を放送したケースが多い。 

    （社）日本ケーブルテレビ連盟等においては、ガイドライン等が作成

され、構成事業者に対する指導等が行われているが、これ以上に個人情

                                                                                                                                                  
等から構成。）において検討されているところ。 
47 「地上波アナログ放送の停波により、このままではテレビが見られなくなってしまう、

だからケーブルテレビ契約をしなければならない等、誤った説明をして消費者の不安をあ

おり、ケーブルテレビ契約を強引に勧誘する事業者が見受けられます。ケーブルテレビ事

業者に対して、不適正な勧誘行為を止め、地上デジタルテレビ放送及びケーブルテレビ契

約の内容について十分な説明を行うよう指導してください。」（東京都消費生活総合センタ

ーの通知から抜粋。） 
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報漏洩事案が多発すれば、ケーブルテレビ事業者に対する視聴者・利用

者の信頼感を大きく失わせることとなるため、（社）日本ケーブルテレ

ビ連盟においては、改めて個人情報保護に関する取組を一層強化すると

ともに、ケーブルテレビ事業者においては、個人情報の保護に関する法

律等の関係法令を遵守し、放送受信者等の個人情報を適正に取り扱わな

くてはならないことを、とりわけ、経営者は十分に認識し、社員訓練、

社内体制の整備等を徹底すべきである。 

    国は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び

「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針」に基づき、個人情報の

保護に関して、ケーブルテレビ事業者に対して、より適切な取組を要請

するとともに、必要に応じて、当該指針の見直し等を検討することが適

当である。（図表４．１４） 

 

図表４．１４：「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針」の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的及び定義（第１条～第２条）

目 的） （第1条）
個人情報の保護に関する法律の規定に基づき及びこれに基づく政府の基本
方針にのっとり、放送受信者等の個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき
義務等の内容を明らかにすることにより、放送受信者等の個人情報の有用
性に配慮しつつ、放送受信者等の権利利益を保護するとともに、放送の健
全な発達に寄与することを目的とする。

定 義） （第2条）
放送：公衆によって直接受信されることを目的とする無線通信又は有線電

気通信の送信

放送受信者等：①放送の受信に関する契約を締結する者
②放送番組を視聴する者
③放送番組の視聴に伴い行われる情報の電磁的方式による

発信又は受信を行う者
④放送の受信、放送番組の視聴又は③の発信若しくは受信

に関し料金（放送法第３２条第２項に規定する受信料を
含む。）又は代金を払う者

⑤放送の受信、放送番組の視聴又は③の発信若しくは受信
に係る勧誘（当該勧誘に必要な準備行為を含む。）の対
象となる者

受信者情報取扱事業者：放送受信者等の個人情報データベース等を事業の
用に供している個人情報取扱事業者

※当該個人情報取扱事業者がその商品又は役務の提供について広告放送
により広告をする者である場合には、①当該広告放送をする者、②当
該広告放送をする者の親会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法
に関する規則第８条第３項に規定する親会社をいう。）、③当該広告
放送をする者から直接放送受信者等の個人情報を取得する者、に限る。

視聴履歴：放送受信者等の個人情報であって、放送番組の視聴の開始の日
時及び終了の日時並びに当該放送番組を特定することができるもの
のうち、当該開始の日時の一ごとに本人の同意を得ないで取得する
ことができるもの。

口座番号等：口座振替の方法により支払いをしている放送受信者等に係る
預金口座又は貯金口座の口座番号、クレジットカード番号その他特
定の放送受信者等の口座を識別することができる情報（他の情報と
容易に照合することができ、それにより当該口座番号、当該クレ
ジットカード番号又は当該口座を識別することができることとなる
ものを含む。）であって、個人情報であるもの

受信者情報取扱事業者の義務等（第４条～第２９条）

・利用目的の特定（第4条第1項～第3項）
・利用目的の変更の制限（第4条第4項）
・利用目的外利用の制限（第5条第1項～第3項）
・取得の範囲の制限（第6条第1項～第3項）
・適正な取得（第7条）
・取得に際しての利用目的の通知等（第8条第1項～第4項）
・データ内容の正確性の確保（第9条）
・安全管理措置（第10条）
・管理責任者（第11条）
・安全管理規程（第12条）
・取扱いの管理（第13条）
・視聴履歴等の管理（第14条）
・従業者の監督（第15条第1項）
・従業者の啓発（第15条第2項）
・委託先の選定（第16条）
・委託先の監督（第17条第1項）
・委託契約による安全管理措置の確保（第17条第2項）
・第三者提供の制限（第18条第1項～第6項）
・個人データの保存期間及び消去（第19条第1項～第4項）
・保有個人データに関する事項の透明性確保（第20条第1項）
・保有個人データの利用目的の通知（第20条第2項・第3項）
・保有個人データの開示（第21条第1項～第3項）
・保有個人データの内容の訂正等（第22条第1項・第2項）
・保有個人データの利用停止等（第23条第1項～第3項）
・保有個人データについて措置をとらない場合等の理由の説明（第24条）
・保有個人データに関する開示等の手続（第25条第1項～第5項）
・合理的な手数料の設定と徴収（第26条第1項・第2項）
・苦情の処理（第27条第1項）
・苦情処理体制の整備（第27条第2項）
・基本方針の策定及び公表（第28条）
・漏えい等に関する事実等の公表等（第29条第1項～第4項）

・個人情報保護法第５０条に係る適用除外（第30条）

個人情報に関する規定
（苦情の処理に関するものは除く。）

個人情報に関する規定
（苦情の処理に関するものは除く。）

個人データに関する規定個人データに関する規定

保有個人データに関する規定保有個人データに関する規定

個人情報の苦情処理に関する規定個人情報の苦情処理に関する規定

雑則（第３０条）

その他の規定その他の規定

適正な取扱い（第３条）

①利用目的の特定と利用目的外の制限 ②適正な取得
③正確性の確保 ④安全管理措置への配慮 ⑤本人の関与への配慮

附則（附則第１条～第６条）
・個人情報保護法第４章の施行日（平成17年4月1日）から施行（附則第1条）
・本人の同意や本人への通知等に係る経過措置（附則第2条～第5条）
・施行後１年を目途とした見直しの検討（附則第6条）
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（５）ケーブルテレビの公共的役割（Ｐ） 

   ケーブルテレビの「公共的役割」については、本研究会において、ケー

ブルテレビが果たすべき重要な役割として、様々な側面から議論が行われ

た。ケーブルテレビの「公共的役割」は、２０１０年代のケーブルテレビ

の在り方に関する指針の一助となり得るものであり、以下で、横断的、包

括的にまとめる。 

   そもそも、『広辞苑』（新村出編、岩波書店、第５版）によれば、「公

共」とは、「社会一般。おおやけ。「－－の施設」」とあり、また、「お

おやけ」とは、「①天皇。・・・・②朝廷。政府。官庁。官事。・・・・

③国家・社会または世間。④表だったこと。公然。・・・・⑤私有でない

こと。公共。公有。・・・・⑥私心のないこと。公営。公正。・・・・⑦

金持ち。・・・・」とある。 

   ここで、ケーブルテレビの「公共的役割」について、本研究会において

表明された意見としては、「地方公共団体と連携して電子自治体や、行政

の防災情報などの提供も重要」48、「「地域」を起点にした多様なメディア・

サービスの提供」49、「コミュニティを形成する際の場所や意見交換手段の

提供」50等の意見が出されている。これらの意見を踏まえ、また、「公共」、

「おおやけ」の意義に照らして、ケーブルテレビの「公共的役割」につい

て、大胆に換言・整理すれば考えれば、 

  ① 地方公共団体と連携して地域住民に行政サービスを提供する役割 

  ② 地域・コミュニティに必要とされる地域情報を提供する役割 

  ③ 地域・コミュニティに対して、誰もがアクセスできるオープンな「場」

を提供する役割 

  に大別されるものと考えられる。 

 

  ① 地方公共団体と連携して地域住民に行政サービスを提供する役割 

    地方公共団体については、地方行政の主体として地域における課題や

ニーズに応じて行政情報等をケーブルテレビに提供する立場での連携と、

自らが直接にケーブルテレビ事業に出資又は運営する立場での連携につ

いて分けて考える必要がある。 

    前者の立場でのかかわり方については、ケーブルテレビ事業者が自ら

の責任のもとで、地域が有する課題・ニーズ等に応じて、地域において

必要とされる行政情報等を提供することは「公共的役割」であると考え

られる。例えば、災害発生時に地方公共団体発表の緊急避難情報を放送

                                                  
48 第１０回研究会における構成員の意見。 
49 第７回音構成員発表資料。 
50 第１０回研究会における構成員の意見。 
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するとともに、災害発生後も一定期間にわたってきめ細かな復旧情報を

放送することや、高齢化が進んでいる町村において、地方公共団体と連

携して健康管理システムを開発し、町村の健康づくりに役立てること等

が考えられる。 

    一方で、後者の地方行政の主体である地方公共団体との関係について

は、地方公共団体が出資又は運営する場合には、そのかかわり方につい

て、十分かつ慎重に議論する必要がある。 

    現在は、有線テレビジョン放送の言論機関としての中立性を確保する

観点から、有線テレビジョン放送法審査基準に基づき、地方公共団体の

所有については原則禁止とされている。ただし、他に民間企業の参入す

る見込みがない場合、かつ、地域住民からニーズがある場合等特別な事

情がある場合には、地方公共団体がラストリゾートとして参入すること

を例外的に容認している。実態としても、出資し、又は自ら運営してい

る地方公共団体は、多数存在している51。この地方公共団体の出資等に関

する規制等について、経営的な安定性の確保及び地方公共団体との連携

の一層の強化を図る観点から、緩和すべきだとする意見がある一方で、

今後、地方公共団体の行政権限の拡大が考えられるところ、有線テレビ

ジョン放送といえども、統治機関の監視役である言論機関としての放送

メディアとしての役割を有するものである以上、地方権力との関係につ

いては、より慎重に考慮すべきだとする意見もある。 

    ケーブルテレビへの地方公共団体からの出資等の在り方については、

現実的な財政面での要請から、現に多数存在するという事実及び地方分

権の進展による地方行政権限の拡大状況等を踏まえつつ、さらに議論を

深めていく必要がある。 

    なお、地方公共団体が出資等している場合に限られないが、自主放送

を行うケーブルテレビ事業者については、放送番組審議機関を設置する

ことが義務付けられており、放送番組審議機関は、番組基準等に基づき、

番組の適正を図るため、ケーブルテレビ事業者の番組内容について適切

な意見を述べることが求められる。 

 

  ② 地域・コミュニティに必要とされる地域情報を提供する役割 

    そもそも、「地域情報」とは何か、と言えば、反復同義に近いが、地

域住民が必要とする情報であると考えられる。「地域住民が必要とする

情報」とは何か、と言えば、地域住民で共有する問題意識について議論・

                                                  
51 ２００６年６月末現在、自主放送を行う許可施設を有する事業者５３２のうち、第三セ

クターが２３７、地方公共団体が自ら経営するものが１４１となっており、全体の７１％

を占める。 
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コミュニケーションを行うために必要となる情報であると考えられる。

例えば、農山村地域であれば、気象情報、農産品等の市場価格の動向等

に関する情報であろうし、犯罪が多発している地域であれば、不審者に

関する情報であろうと考えられる。地域ごとの問題意識は異なり、必要

とされる「地域情報」も変わってくると考えるのが自然である。 

    ここで、ケーブルテレビの特長としては、地域に事務所・スタッフを

抱え、営業や技術サポート等を通じて、当該地域の問題意識を認識し、

当該地域住民と問題意識をより共有しやすい立場にあると言える。この

ため、ケーブルテレビが地域住民と問題意識を共有しながら、必要とさ

れる適切な「地域情報」を発見し、提供することが「公共的役割」であ

ると考えられる。 

 

  ③ 地域・コミュニティに対して、誰もがアクセスできるオープンな「場」

を提供する役割 

    地域におけるコミュニケーションを行うためには、地域住民の誰もが

アクセスできるオープンな「場」が必要である。地域におけるコミュニ

ケーションの「場」は、「井戸端」といったものから、郵便・電信電話、

現在では、インターネットを活用したＳＮＳ（Social Networking 

Service）へと進化してきている。 

    ケーブルテレビにおいても、地域の総合情報通信メディアとして、例

えば、ケーブルテレビ事業者が地域・コミュニティのＳＮＳを開設・運

用することや、コミュニティチャンネルにおいて、地域住民に出演者と

して参加を求めるだけでなく、地域住民と共同制作するということも考

えられる。すなわち、ケーブルテレビが地域・コミュニティにおけるコ

ミュニケーションの「場」を提供し、適切にサポートすることによって、

地域住民においては、自ら抱える問題を認識・共有し、自らの知恵や手

によって、地域の問題を解決しようとする自主的・自律的な行動につな

げることが期待できる。つまり、ケーブルテレビが地域のコミュニケー

ションの触媒、橋渡し役となり、地域におけるコミュニケーション不足

を解消し、ひいては、地域における自主・自律的な活性化に寄与するこ

とも、ケーブルテレビの「公共的役割」であると考えられる。 

 

   いずれにせよ、ケーブルテレビが伝統的に担ってきた、地域固有の情報

を収集して地域内に広く伝える役割やテレビという老若男女を問わず、

人々に親しまれるなじみのある端末を媒介とした使いやすい双方向コミュ

ニケーション手段は、ケーブルテレビが市民が主役となるこれからの世の

中で、いよいよ大きな公共的使命を果たし得る潜在的可能性に結び付いて
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いるものと言える。 

   この可能性を活かし切ることができるかどうかは、行政、ケーブルテレ

ビ事業者等関係者の努力にかかっている。 
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第５章 まとめ（政策提言） 

  今後、ケーブルテレビが２０１０年代のあるべき姿に向けて発展していく

ために、国は、第４章の議論を踏まえて、以下の事項について早急に取り組

むべきである。 

 

（１）フルデジタル映像サービスの提供 

  ・ 地上デジタル放送の再送信対応のための施設整備等に対する「地域情

報通信基盤整備推進交付金」等による支援 

  ・ 「ケーブルテレビによる地上デジタル放送対応ロードマップ」の定期

的な更新及び事業者に対するフォローアップ 

  ・ 共聴施設等小規模な施設に関する施設管理者や受信者に対する地上デ

ジタル放送対応の必要性等に関する周知広報 

  ・ ケーブルテレビ事業者と放送事業者の再送信同意の協議の促進 

  ・ ＣＳデジタルハイビジョン等の放送新サービスのケーブルテレビにお

ける伝送等に関する有線テレビジョン放送法施行規則の改正 

  ・ コミュニティチャンネルのアーカイブ化に対する支援 

  ・ パブリックアクセスチャンネル等の米国等における実態及び制度の運

用状況に関する調査研究 

 

（２）ユビキタスネットワーク社会の基盤の提供 

  ・ 種々のインターフェイスを有する家電等のネットワークの相互接続に

関する実証実験に対する支援 

  ・ (社)日本ケーブルテレビ連盟と連携するなどして、ケーブルテレビの

高度化・高速化の観点を考慮したロードマップの作成等の支援 

  ・ 条件不利地域におけるブロードバンドの整備に対する財政・金融・税

制上の支援及び地方公共団体が自己設置する光ファイバ網の民間開放に

よる効率的な整備の推進 

 

（３）「地域密着」サービスの提供 

  ・ インフラ面の整備と併せて、公益性の高いアプリケーション・コンテ

ンツの開発等、人材育成等全てのレイヤーを包含するパイロットモデル

事業を実施 

  ・ コミュニティ放送局の普及促進に関する政策との整合性を踏まえ、有

線テレビジョン放送法審査基準及び電波法関係審査基準の見直しを検討 

 

（４）国産技術の世界展開 

  ・ ＦＴＴＨ、次世代ＳＴＢ、ＩＰ伝送等今後ケーブルテレビ事業者が必
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要とする項目に関する研究開発 

  ・ ホームネットワークに関する相互接続等に関する実証実験に対する支

援 

  ・ 上記技術に関して官民連携した国際標準化活動の実施、関連会合の日

本への招聘 

 

（５）横断的課題 

  ・ 公正な競争環境の整備を図るための競争評価等の仕組に関する検討 

  ・ 電気通信役務利用放送における地上放送事業者のマスメディア集中排

除原則につき、具体的ニーズ等調査の上で、見直しについて検討 

  ・ 施設区域の見直しについて、当面は、有線役務利用放送事業者に関す

るクリームスキミングの実態を注視し、その状況を踏まえ、必要な措置

を検討 

  ・ 参入・退出等に関する有線テレビジョン放送法及び電気通信役務利用

放送法の規律について、通信と放送の融合体系の検討状況を見つつ、検

討 

  ・ 有線テレビジョン放送施設の電柱・管路等への共架について、実態を

注視し、公正な競争環境の整備に資するルールの策定等について検討 

  ・ 有線テレビジョン放送事業者による無線システムの導入状況等を踏ま

え、電気通信役務利用放送についても、人工衛星に開設する無線局を用

いないで行うものに対する導入の是非、規律の在り方等について検討 

  ・ 事業者間の合併、連携又は他業態との合従連衡の推進について、「地

域情報通信基盤整備推進交付金」等を活用したシステム導入費・改修費

等に対する支援 

  ・ 条件不利地域かつ難視聴地域等地上テレビジョン放送の再送信等の他

の代替手段がない地域において、ケーブルテレビ事業者が廃業等の場合

の経営再生に係る公的措置の必要性、実現可能性、スキーム等について

検討 

  ・ 「新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業補助金」を活用して設置し

た有線テレビジョン放送施設の譲渡に係る補助金交付要綱上の手続に係

る承認の具体的基準の明確化 

  ・ 有線テレビジョン放送施設に指定管理者制度を導入する場合の論点整

理及び必要に応じたガイドラインの作成 

  ・ ケーブルテレビ事業者と連携して、適切な営業方法の遵守、違法チュ

ーナー対策、個人情報保護等、ケーブルテレビの視聴者の利益の保護を

図る総合的な方策について検討 
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おわりに 
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（参考） 用語解説 

用語 用語解説 

ＡＲＰＵ Average Revenue Per User の略。加入者１人当たりの平均

利用月額のこと。 

ＣＡＳ Conditional Access System の略。ケーブルテレビ事業者等

と契約を結ぶことにより、事業者が放送番組に係る暗号を解

除し、視聴可能にするシステム。 

ｃ．Ｌｉｎｋ 同軸ケーブル上で使用していない周波数に高速モデム信号

を重畳することにより、最大２５０Ｍｂｐｓ程度の超高速イ

ンターネットアクセスを可能とする技術。 

ＤＯＣＳＩＳ Data Over Cable Service Interface Specifications の略。

ＨＦＣ上のケーブルインターネットの高速化を可能とする

モデムの仕様。 

ＤＶＲ Digital Video Recorder の略。デジタル放送を録画する家

電機器。 

ＦＭＣ Fixed-Mobile Convergence の略。固定電話（Fixed）と移動

通信（Mobile）を収束（Convergence）させるサービス。利

用者は固定通信網と移動通信網を意識することなく利用可

能。 

ＦＴＴＨ Fiber To The Home の略。各家庭まで光ファイバケーブルを

敷設するシステム。 

ＦＷＡ Fixed Wireless Access の略。加入者系無線アクセスシステ

ム。 

ＨＦＣ Hybrid Fiber Coax の略。ヘッドエンドからノードまで光フ

ァイバケーブルを敷設し、その後は同軸ケーブルまで各家庭

まで引き込むシステム。 

ＩＰマルチキャス

ト 

インターネット等のＴＣＰ／ＩＰネットワーク上において、

複数の相手に一斉に同じデータの送信を行うためのＩＰの

追加仕様のこと。 

ＩＴＵ International Telecommunications Union の略。189 の国と

地域から成り、電気通信に関する国際連合の専門機関とし

て、国際的な周波数の分配、電気通信の標準化、開発途上国

に体知る支援などを行う機関。 

ＬＭＤＳ Local Multipoint Distribution Service の略。２８ＧHz

帯を使用する１対多の固定ブロードバンドワイヤレス接続

システム。 

ＭＳＯ Multiple System Operator の略。多数のケーブルテレビ事
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業者を運営する事業者。 

ＭＶＮＯ Mobile Virtual Network Operator の略。仮想移動体通信事

業者。周波数の割当てを受けず、既存の移動系電気通信事業

者の提供する電気通信サービスを利用して、エンドユーザー

に対して移動通信サービスを提供する電気通信事業者。 

ＮＧＮ Next Generation Network の略。ＰＳＴＮに代わるパケット

ベースのネットワーク。電気通信サービスの提供を目的とし

て、広帯域かつＱｏＳ制御が可能な伝送技術を活用したパケ

ットベースのネットワーク。サービス関連機能が転送関連技

術とは独立に、かつ互いに連携して提供されるもの。また、

汎用的なモビリティがサポートされ、利用者へ一貫したユビ

キタスなサービスが提供されるもの。 

ＰＬＣ Power Line Communications 略。電力を供給する電力線を利

用してデータ通信を行うもの。電気コンセントを利用した家

庭内ネットワーク等の構築が可能。 

ＱｏＥ Quality of Experience の略。主にサービス需要者側が実際

に感じる品質を保障する技術。 

ＱｏＳ Quality of Service の略。主にネットワークにおける「サ

ービス品質」を意味し、ネットワーク上である特定の通信の

ための帯域を予約し、一定の通信速度を保障する技術。 

ＳＴＢ Set Top Box の略。デジタル放送を受信するためにテレビ受

像機と接続するための機器。 

ＶＯＤ Video On Demand の略。利用者からの要求に応じて、映像コ

ンテンツを配信するもの。 

ＷＤＭ Wavelength Division Multiplexing の略。波長分割多重。

複数の異なる波長の光信号を同一の光ファイバに合波及び

分波することにより、光ファイバの伝送容量を飛躍的に増大

する方式。 

ＷｉＭＡＸ Worldwide Interoperability for 

Microwave Access の略。数 km～数１０km 程度の広範囲をカ

バーできる高速無線通信規格。 

アーカイブ 過去に放送された放送番組等をデジタル信号で保存し、容易

な検索により二次利用等を可能とするもの。 

ギャップフィラー 辺地共聴施設向けの極微小電力無線共聴システム。 

コミュニティチャ

ンネル 

ケーブルテレビ事業者が自主制作する放送番組。 

サーバー型放送 放送番組の内容を記述したメタデータと受信機の大容量蓄
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積機能を活用し、番組の自動蓄積、シーン検索、ダイジェス

ト視聴等を可能とする放送システムの総称。 

小セル化 ノード当たりの端子数を減少し、加入者当たりの伝送速度を

向上させるもの。 

プライマリーＩＰ

電話 

通信ネットワークの一部又は全部においてＩＰ技術を利用

して提供する音声電話サービスのうち、従来の固定電話と同

様に、「０ＡＢ～Ｊ」の電話番号を利用することが可能であ

り、また、緊急番号への発信も可能であるもの。 

ポッドキャスティ

ング 

インターネット上で音声データファイルを扱う手法の一つ。

登録しておいた音声データが更新された時に、自動的に音声

データを読み取り、ダウンロード保存や再生することが可能

な手法。 

ホームネットワー

ク 

家庭内のコンピュータや家電機器を接続するためのネット

ワーク。ホームサーバーを中心に家電機器が接続され、コン

テンツのやり取りや、家電機器の制御等を行うことが可能。

 

 

 

 

 


